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  はじめに 

 

  労働安全衛生法第 65 条の規定に基づく有害化学物質に係る作業環境測定は、作業環

境測定法に基づく作業環境測定士制度と作業環境測定基準に支えられ精度の高い測定を

事業場に提供して作業環境の改善とこれによる関係労働者の健康障害防止に貢献をして

きた。 

一方で、近年の試料採取方法、分析方法に係る技術の進歩の導入や管理濃度の見直し

に伴う定量下限値の引下げの要求などの課題に対し、作業環境測定技術は適切に対応し

ていくことが求められている。 

このような背景の下に、厚生労働省は、平成 30 年度から国の委託事業として、「作業環

境測定の手法に関する科学的知見収集のための調査研究業務」を開始し、令和２年度も過

去２年に引き続き（公社）日本作業環境測定協会がこれを受託した。 

  本年度の調査業務では、委託者の仕様書に基づき平成３１年度事業の報告書中の本事

業の今後の方向性に関する記述を参考にして受託者が選定した 12 物質について国内外

の最近の作業環境測定関係文献を調査して現行の作業環境測定基準に基づく測定手法と

は異なるものを中心に抽出後、測定精度や国内の作業環境測定機関への普及可能性など

の観点から絞り込みを行ったものを実験的手法による開発・確認の対象とした。 

  文献調査により妥当性が確認された方法をさらに実験的手法によって検証することに

より、今後国内の関係機関において採用できる新たな方法の提案に資するものとした。 

  さらに、本年度は、過去 2 年間の事業で開発した新しい測定手法のうちで開発要件を

満たしたものについて、現場での実証確認試験も実施した。 

  本調査業務では、新しい測定手法の開発を中心に上記のとおり作業環境測定に関連す

る多岐にわたる課題に対応するための調査を実施したが、本調査の成果がより妥当性の

高い作業環境測定技術の普及に貢献できれば幸いである。 

  本報告書をまとめるに当たり、委員会の委員及びご協力いただいた関係機関の皆様に

厚く御礼申し上げる。 

 

     令和 3 年 3 月 

  作業環境測定の手法に関する科学的 

知見収集のための調査研究委員会 

座長 土屋 眞知子 
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Ⅰ 目的 

  労働安全衛生法第 65 条に基づき、事業者は一定の有害な業務を行う作業場につい

て、必要な作業環境測定を行うよう義務付けられており、その測定方法や管理濃度につ

いては管理濃度等検討会（現在は「化学物質による労働者の健康障害防止措置に係る検

討会」）等における専門家による議論を経て、作業環境測定基準及び作業環境評価基準

として定められている。 

 作業環境測定基準では、測定対象物質の測定方法として、固体捕集方法などの試料採

取方法、ガスクロマトグラフ分析方法などの分析方法が定められている。 

  近年の試料採取方法や分析方法の技術の進歩に伴い、その具体的な内容である捕集

材、溶媒、分析条件等に関し様々な方法が開発されている中、行政として最新の知見を

踏まえた具体的な手法を示し、作業環境測定の精度の向上・確保を図ることが、適切な

作業環境測定の実施に寄与するものと考えられる。 

  このため、作業環境測定基準に掲げられている試料採取方法や分析方法に関して、諸

外国も含めた最新の科学的知見を得るための文献収集を行うとともに、当該知見を踏ま

えた標準的な測定方法の確立を念頭に測定方法の開発・確認を行い、作業環境測定が義

務付けられている物質ごとに、課題を整理して取りまとめることとし、もって事業者に

よる化学物質の適切な管理を促進することを目的とする。 

 

Ⅱ 事業の概要 

  本事業において実施した事業項目は、以下のとおりである。 

１ 作業環境測定の手法に関する科学的知見収集のための調査研究委員会の開催 

作業環境測定に関する学識経験者により構成される調査研究委員会を設置し、本事業

の統括管理と文献調査や新しい測定手法の開発・確認等の各専門的事項についての調査

検討を行った。 

２ 作業環境測定の具体的方法に関する科学的知見収集 

新しい測定手法の開発・確認のための基礎的調査として、以下の事項を行った。 

（１）受託者が選定した 12 物質に係る作業環境測定手法の現状調査 

事業の仕様書に基づき受託者が選定したカドミウム等の 12 物質に係る作業環境測

定手法についての現状調査として、平成 30 年度事業で実施した全規制物質の測定手

法の採用状況に係るアンケート調査結果の中から調査対象物質関係のものを抽出する

ことにより現状を調査した。 

（２）調査対象物質に係る作業環境測定手法についての文献調査 

上記（１）の 12 物質に係る作業環境測定手法について、国内外の政府系機関の文

書、国際学会の学術論文等の文献について、既存の測定手法にはないものを調査し

た。 

３ 新しい測定手法の開発・確認の実施 

２の文献調査結果を踏まえて、文献調査結果から得られた既存の手法以外の手法に絞

り込みをかけて新しい測定手法の開発・確認の候補となる手法を選定し、実験的手法に

－2－



よる開発・確認を実施した。なお、手法の選定に際しては、測定精度、操作性といった

観点に加えて普及性の観点から作業環境測定機関が通常備えている機器で対応できるも

のを中心に検討を行った。 

４ 既に開発した新しい測定手法に係る現場での実証確認試験の実施 

  平成 30 年度事業及び平成 31 年度事業において新しい測定手法の開発を行った 15 物

質のうち、開発要件を満足した 9 物質の中から 3 物質を選び、現場での実証確認試験を

実施した。 

５ 作業環境測定機関が保有する分析機器に関するアンケート調査 

新しい測定手法の検討に当たり、使用する機器は特殊なものではなく作業環境測定機

関に普遍的に存するものという条件があるため、作業環境測定法施行規則第 3 号、第 4

号又は第 5 号の登録を取得している作業環境測定機関を対象に、その保有する分析機器

の現状についてアンケート調査を実施した。 

６ 調査結果の取りまとめ 

  上記の事業項目の実施結果を報告書に取りまとめた。 
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Ⅲ 事業の実施結果 

１ 作業環境測定の手法に関する科学的知見収集のための調査研究委員会の開催 

（１）委員会の設置 

本事業の統括管理及び専門的事項の調査・審議を行うため、作業環境測定に関する

実務者及び分析技術等に関する学識経験者により構成する「作業環境測定の手法に関

する科学的知見収集のための調査研究委員会」を設けた。 

また、新しい測定手法の開発・確認を円滑に進めるために実務者を中心とした関係

委員から成るワーキンググループも設けた。 

委嘱した委員は、下表のとおりである。 

 

「作業環境測定の手法に関する科学的知見収集のための調査研究委員会」委員名簿 

（敬称略、◎が座長、＊がワーキンググループ構成員） 

氏 名 所  属  

＊阿部 一浩 （株）群馬分析センター代表取締役 

＊内納 大典 （一財）上越環境科学センター技術部検査 2 課主任  

＊武士 善明 （一社）長野県労働基準協会連合会長野測定所 所

長  

＊津上 昌平 （株）日立産機ドライブ・ソリューションズ環境ビジネス事業

部品質・ＩＳＯグループ シニアテクニカルアドバイザー 

◎＊土屋 眞知子 

 

土屋眞知子コンサルタントオフィス代表 

（前（一社）静岡県産業環境センター技術顧問） 

宮部 寛志 立教大学理学部化学科 教授 

吉永 淳 東洋大学生命科学部応用生物科学科 教授 

米澤 宣行 東京農工大学 工学部有機材料化学科 教授 

 

オブザーバー 

氏  名 所  属 

安井 省侍郎 

 

厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課環境改善室長 

（令和２年７月３１日まで） 

成毛 節 

 

厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課環境改善室長 

（令和２年８月１日から） 

綿貫 直 厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課環境改善室長補佐 

 

（２）委員会の開催状況 

委員会は、以下に示すとおり 4 回開催し、このほかに実務者等により構成するワー

キンググループを 1 回開催した。なお、新型コロナウィルス感染症の動向を踏まえ

て、適宜一部又は全部のＷｅｂ開催を行った。 
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  〇第 1 回委員会（令和２年６月１６日。Ｗｅｂ開催） 

【議題】 

（１）作業環境測定の手法に関する科学的知見収集のための調査研究委員会について 

（２）作業環境測定の手法に関する科学的知見収集のための調査研究実施計画について 

（３）今後の進め方について 

（４）その他 

 

〇第 2 回委員会（令和２年７月３０日。一部Ｗｅｂ開催） 

【議題】 

（１）文献調査の結果について 

（２）新しい測定手法の実験的確認・検証について 

（３）現場での実証確認について 

（４）その他 

 

〇第 3 回委員会（令和２年１２月７日。Ｗｅｂ開催） 

【議題】 

（１）ワーキンググループ（第 1 回）の結果について 

（２）新しい測定手法の開発・確認結果について 

（３）現場での実証確認試験の結果について 

（４）作業環境測定機関の保有する分析機器に関するアンケート調査結果について 

（５）その他 

 

〇第 4 回委員会（令和３年２月２２日。Ｗｅｂ開催） 

【議題】 

（１）現場での実証確認試験の結果について 

（２）報告書案について 

（３）その他 

   

〇作業環境測定の手法に関する科学的知見収集のための調査研究委員会ワーキンググ

ループ（第 1 回、令和２年８月５日。一部Ｗｅｂ開催） 

【議題】 

（１）新しい測定手法の開発・確認の分担について 

（２）新しい測定手法の開発・確認の進め方について 

（３）新しい測定手法の現場での実証確認について 

（４）その他  
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２ 調査対象の 12 物質に係る作業環境測定手法の現状調査 

（１）調査対象物質の選定とその概要 

    本事業において、委託者より示された仕様書では、平成 31 年度事業の報告書中

に取りまとめられた、「本事業の今後の方向性について」を参考に受託者が調査対

象物質を選定することとされた。 

    これを受けて、受託者としては、当該報告書中で、新しい測定手法開発の緊急性

が高いものに分類された、表 2-1 に示す 12 物質を調査対象に選定した。 

    また、これらの物質に係る現行の作業環境測定基準に基づく測定手法を表 2－2

に示す。 

（２）現状調査の手法 

    平成 30 年度事業で実施した全規制物質の測定手法の採用状況に係るアンケート

調査結果の中から該当のものを抽出することにより現状を調査した。 

 （３）調査結果の概要 

    平成 30 年度事業のアンケート調査結果のうち調査対象 12 物質に係るものは表 2

－3－1（特定化学物質）及び表 2－3－2（金属類）のとおりである。 

表 2-1 調査対象物質一覧 

番号 物質名 選定理由及び対象手法 

１ カドミウム及びその

化合物 

金属分析において原子吸光分析方法に代わる方法と

して普及が進んでいるＩＣＰを作業環境測定基準に

基づく測定手法として位置付けるためＩＣＰを分析

方法とした開発試験について検討する。 

２ 五酸化バナジウム 同上 

３ 三酸化二アンチモン 同上 

４ マンガン及びその化

合物 

同上 

５ 鉛及びその化合物 同上 

６ ニッケルカルボニル 同上 

７ ジクロルベンジジン

及びその塩 

現行の作業環境測定基準では試料採取方法は液体捕

集方法であるが、将来の個人サンプリング法の導入

を展望すると使いやすさから見てろ過捕集方法又は

固体捕集方法について検討する必要がある。一方、

芳香族アミンが常温でも若干の蒸気圧を有すること

から、ろ過捕集方法による試料採取では試料の一部

取りこぼしが生じる恐れがある。このため、液体捕

集方法に代わる捕集方法として、芳香族アミンの試

料採取方法として一定の実績のある硫酸含浸フィル

ター法を用いた固体捕集方法の開発試験について検
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番号 物質名 選定理由及び対象手法 

討する。 

８ アルファ－ナフチル

アミン及びその塩 

同上 

９ オルト－トリジン及

びその塩 

同上 

１０ オーラミン 芳香族アミンが常温でも若干の蒸気圧を有すること

から現行の作業環境測定基準のろ過捕集方法による

試料採取では試料の一部取りこぼしが生じる恐れが

ある。その防止を目的に、芳香族アミンの試料採取

法として一定の実績のある硫酸含浸フィルター法を

用いた固体捕集方法の開発試験について検討する。 

１１ マゼンタ 同上 

１２ 硫化水素 現行の作業環境測定基準では試料採取方法は液体捕

集方法又は直接捕集方法であるが、将来の個人サン

プリング法の導入を展望して、使いやすさの観点か

ら固体捕集方法の開発試験について検討する。 

 

表 2-2 調査対象 12 物質について作業環境測定基準において指定された測定方法 

 

物質名 試料採取方法 分析方法 管理濃度 

① カドミウム及び

その化合物 

ろ過捕集方法 吸光光度分析方法又は

原子吸光分析方法 

0.05 ㎎/㎥ 

（ Cd と し

て） 

② 五酸化バナジウ

ム 

ろ過捕集方法 吸光光度分析方法又は

原子吸光分析方法 

0.03 ㎎/㎥ 

（V として） 

③ 三酸化二アンチ

モン 

ろ過捕集方法 原子吸光分析方法 0.1 ㎎/㎥ 

（Sbとして） 

④ マンガン及びそ

の化合物 

ろ過捕集方法 吸光光度分析方法又は

原子吸光分析方法 

0.05 ㎎/㎥ 

（ Mn とし

て。令和 3 年

4 月以降） 

⑤ 鉛及びその化合

物 

ろ過捕集方法 吸光光度分析方法又は

原子吸光分析方法 

0.05 ㎎/㎥ 

（鉛として） 

⑥ ニッケルカルボ

ニル 

液体捕集方法又は固体

捕集方法 

液体捕集方法にあって

は吸光光度分析方法又

は原子吸光分析方法 

0.001ppm 

－7－



物質名 試料採取方法 分析方法 管理濃度 

固体捕集方法にあって

は原子吸光分析方法 

⑦ ジクロルベンジ

ジン及びその塩 

液体捕集方法 吸光光度分析方法 ― 

 

⑧ アルファ―ナフ

チルアミン及び

その塩 

液体捕集方法 吸光光度分析方法又は

蛍光光度分析方法 

― 

 

⑨ オルト―トリジ

ン及びその塩 

液体捕集方法 吸光光度分析方法 ― 

 

⑩ オーラミン ろ過捕集方法 吸光光度分析方法 ― 

⑪ マゼンタ ろ過捕集方法 吸光光度分析方法 ― 

⑫ 硫化水素 液体捕集方法又は直接

捕集方法 

液体捕集方法にあって

は吸光光度分析方法 

1ppm 

直接捕集方法にあって

はガスクロマトグラフ

分析方法 

注：表に示された方法のほかにこれらと同等以上の方法も認められている。 
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表２－３－１ 調査対象 12 物質に係る測定手法の現状(特定化学物質)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試料採取方法 分析方法

液

体

捕

集

方

法

固

体

捕

集

方

法

直

接

捕

集

方

法

ろ

過

捕

集

方

法

吸

光

光

度

分

析

方

法

原

子

吸

光

分

析

方

法

蛍

光

光

度

分

析

方

法

ガ

ス

ク

ロ

マ

ト

グ

ラ

フ

分

析

方

法

高

速

液

体

ク

ロ

マ

ト

グ

ラ

フ

分

析

方

法

誘

導

結

合

プ

ラ

ズ

マ

質

量

分

析

方

法

重

量

分

析

方

法

検

知

管

左欄にない分析方法の提案が

あれば記載する。ただし、一般

的な測定機関で採用可能なも

のとし、特殊な分析方法は避け

る。

回答数

ジクロルベンジジン及びその塩　　（○） 12 12 13

ジクロルベンジジン及びその塩　　（×） 1 1

ジクロルベンジジン及びその塩　　（△） 1

アルファ－ナフチルアミン及びその塩　　（○） 17 16 0 19

アルファ－ナフチルアミン及びその塩　　（×） 2 3 19

アルファ－ナフチルアミン及びその塩　　（△） 2 1 1

オルト－トリジン及びその塩　　（○） 28 28 29

オルト－トリジン及びその塩　　（×） 1 1

オルト－トリジン及びその塩　　（△） 1 1

オーラミン　　（○） 15 16 17

オーラミン　　（×） 2 1

オーラミン　　（○） 1

ニッケルカルボニル　　（○） 6 17 4 15 22

ニッケルカルボニル　　（×） 16 5 18 7

ニッケルカルボニル　　（△） 3

マゼンタ　　（○） 23 22 24

マゼンタ　　（×） 1 2

マゼンタ　　（△） 1

硫化水素　　（○） 21 68 20 70 137 175

硫化水素　　（×） 154 107 155 105 38

硫化水素　　（△） 1

GC-MS：1、イオンクロマトグラ

フ：1

GC-MS：1、

ICP-OES:1、ICP-MS：2、ICP-

AES:1、フレームレス原子吸光：

1

【記入方法】
貴機関で測定実績のある物質について、通
常、使っている捕集方法と分析方法に〇、使っ
ていない捕集方法と分析方法に×を付してくだ
さい。
なお、作業環境測定基準に定めのない捕集方
法や分析方法で、あるとよいと思う捕集方法や
分析方法があれば、該当の空欄に△をつけてく
ださい。

作業環境測定基準
見直しの提案

第3号（特定化学物質）
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表２－３‐２ 調査対象 12 物質に係る測定手法の現状(金属類) 

 

  
試料採取方法 分析方法

液
体
捕
集
方
法

固
体
捕
集
方
法

直
接
捕
集
方
法

ろ
過
捕
集
方
法

吸
光
光
度
分
析
方
法

原
子
吸
光
分
析
方
法

蛍
光
光
度
分
析
方
法

ガ
ス
ク
ロ
マ
ト

グ
ラ
フ
分
析
方
法

高
速
液
体
ク
ロ
マ
ト

グ
ラ
フ
分
析
方
法

誘
導
結
合
プ
ラ
ズ
マ

質
量
分
析
方
法

重
量
分
析
方
法

検
知
管

左欄にない分析方法の提案が
あれば記載する。ただし、一般
的な測定機関で採用可能なも
のとし、特殊な分析方法は避け
る。

回答数

カドミウム及びその化合物　　（○） 175 4 113 177

カドミウム及びその化合物　　（×） 2 173 64

カドミウム及びその化合物　　（△） 1 48 1

五酸化バナジウム　　（○） 104 4 51 107

五酸化バナジウム　　（×） 3 103 56

五酸化バナジウム　　（△） 1 34

三酸化二アンチモン　　（○） 155 96 157

三酸化二アンチモン　　（×） 2 61

三酸化二アンチモン　　（△） 1 53

マンガン及びその化合物　　（○）
（塩基性酸化マンガンを除く。）

263 2 164 264

マンガン及びその化合物　　（×）
（塩基性酸化マンガンを除く。）

1 262 100

マンガン及びその化合物　　（△）
（塩基性酸化マンガンを除く。）

69 1

鉛　　（○） 172 1 108 175

鉛　　（×） 3 174 67

鉛　　（△） 55

【記入方法】
貴機関で測定実績のある物質について、通
常、使っている捕集方法と分析方法に〇、使っ
ていない捕集方法と分析方法に×を付してくだ
さい。
なお、作業環境測定基準に定めのない捕集方
法や分析方法で、あるとよいと思う捕集方法や
分析方法があれば、該当の空欄に△をつけてく
ださい。

作業環境測定基準
見直しの提案

第4号（金属）

ICP：21、ICP-OES：5、ICP-
AES：20、ICP-MS：17、ICP発
光：17、MP-AES：1、誘導結合
プラズマ原子発光分析法：3、誘
導結合プラズマ質量分析計：2

ICP：12、ICP-OES：3、ICP-
AES：18、ICP-MS：20、MP-
AES：1、ICP発光：10、誘導結合
プラズマ原子発光分析法：3、誘
導結合プラズマ質量分析計：2

ICP：4、ICP-AES：10、ICP-MS：
17、水素化ICP：1、水素化ICP発
光：1、ICP発光：4、ICP発光MS
法：1、MP-AES：1、水素化物：
1、HPLL-ICP/MS法：1

ICP：12、ICP-OES：5、ICP-
AES：15、ICP-MS：18、、ICP発
光：9、誘導結合プラズマ原子発
光分析法：1、誘導結合プラズマ
質量分析計：1、発光：1

ICP：8、ICP-OES：1、ICP-AES：
11、ICP-MS：13、ICP発光：11、
誘導結合プラズマ原子発光分
析法：3
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（４）作業環境測定基準で指定の方法と「同等以上の方法」に関する調査 

平成 30 年度事業で行った全機関アンケートの結果から本年度の対象物質 12 物質に

係る部分を抽出したもの（表２－３－１及び表２－３‐２）の「見直しの提案」欄の記

述を基に、作業環境測定基準にない手法の提案のものについて、開発又は運用実績の有

無、そして実績があるものについては情報提供を依頼することとして、アンケートの個

票をもとに個別に電話による聞き取り調査を行った。なお、金属類に関しては、ICP に

関するものが膨大な数あり個別調査が困難なことと本年度事業で既に ICP による開

発・確認試験を行うこととしていることから本調査の対象からは除外した。 

結果の概要は表 2－4 のとおりで、本年度事業に関しては独自手法に関する情報提供

は得られなかった。 

 

表 2‐4 平成 30 年度事業の全機関アンケートのうち本年度事業の調査対象物質に係る 

「見直しの提案」欄の記載事項の調査結果概要 

調査対象 物質及び調査対象の測定方法 聞き取り調査の結果 

A 社 硫化水素のイオンクロマトグラフ法 実績無 

B 社 硫化水素のガスクロマトグラフ(GC-MS)法 実績無 

C 法人 
アルファ-ナフチルアミンのガスクロマト

グラフ(GC-MS)法 
実績無 
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３ 調査対象の 12 物質に係る作業環境測定手法についての文献調査 

  調査対象 12 物質を対象とする文献調査については、政府系機関の資料は事務局、学

術論文は米澤委員が分担して以下のとおり実施した。 

（１）政府系機関の資料 

    以下の政府系機関の資料については、事務局で調査を実施した。（①～③は米

国、④、⑥は英国、⑤は独国） 

 ①ＯＳＨＡ Ｓａｍｐｌｉｎｇ ａｎｄ Ａｎａｌｙｔｉｃａｌ Ｍｅｔｈｏｄｓ 

②ＮＩＯＳＨ Ｍａｎｕａｌ ｏｆ Ａｎａｌｙｔｉｃａｌ Ｍｅｔｈｏｄｓ 

③ＥＰＡ Ａｉｒ Ｔｏｘｉｃｓ－Ｍｏｎｉｔｏｒｉｎｇ Ｍｅｔｈｏｄｓ 

④ＨＳＥ Ｍｅｔｈｏｄｓ ｆｏｒ ｔｈｅ Ｄｅｔｅｒｍｉｎａｔｉｏｎ ｏｆ  

Ｈａｚａｒｄｏｕｓ Ｓｕｂｓｔａｎｃｅｓ 

⑤ＤＦＧ ｔｈｅ ＭＡＫ－Ｃｏｌｌｅｃｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｏｃｃｕｐａｔｉｏ

ｎａｌ Ｈｅａｌｔｈ ａｎｄ Ｓａｆｅｔｙ 

⑥ＩＳＯ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ Ｓｔａｎｄ

ａｒｄｉｚａｔｉｏｎ  

   ⑦国立環境研究所 環境測定法データベース 

   ⑧環境省 有害大気汚染物質等測定方法マニュアル 

⑨ＪＩＳ   工場排水試験方法、排ガス分析関係 

（２）学術論文 

    以下の学術論文については、米澤委員に依頼して調査を実施した。 

  ①Ａｎａｌｙｔｉｃａｌ Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ 

   ②Ａｎａｌｙｓｔ 

   ③Ａｎａｌｙｔｉｃａ Ｃｈｉｍｉｃａ Ａｃｔａ 

④Ｊｏｕｒｎａｌ ｏｆ Ｃｈｒｏｍａｔｏｇｒａｐｈｙ 

   ⑤Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｓｃｉｅｎｃｅ ａｎｄ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 

   ➅大気環境学会誌 

   ⑦その他該当のものが収載されている可能性がある文献 

 （３）調査結果の概要 

    政府系機関の資料の調査結果は表 3－1 に、学術論文の調査結果は表 3－2，3－3

にその概要をまとめた。学術論文については、コピーを基に調査した結果の概略を

表 3－2 に、コピーが入手できなかったものについてタイトル等を基に取りまとめ

たものを表 3－3 にまとめた。 

    政府系機関の調査結果において、作業環境測定基準に規定された以外の方法で、

作業環境測定機関の必置機器以外の機器又は比較的装備が少ないとみられる機器を

用いる方法が多く見られた。 

    また、学術論文関係では、さらに特殊な機材や先端的な機器を用いるものが見受

けられ、このようなものは本事業における検討の対象から除外せざるを得なかっ

た。文献調査の結果の詳細は別添資料№2－1、2－2 にまとめた。 

－12－



表 3－1 各種文献に示された測定方法のまとめ（政府機関編） 

物  質  名 文献・政府機関名等 サンプリング方法 分 析 方 法 

１カドミウム及

びその化合物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ＮＩＯＳＨ ７３０２ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

②ＮＩＯＳＨ ７３０４ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

③ＮＩＯＳＨ ７３０６ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

④ＯＳＨＡ ＩＤ－２０

６ 

（ろ過捕集方法） ICP－AES 

⑤ＯＳＨＡ ＩＤ－１２５

Ｇ 

（ろ過捕集方法） ICAP－AES 

➅ＯＳＨＡ １００６ （ろ過捕集方法） ICP―MS 

⑦ＨＳＥ （ろ過捕集方法） ＊蛍光Ｘ線分析法 

⑧ＤＦＧ ZH 1/120.54E （ろ過捕集方法） （原子吸光法） 

⑨ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.3 

（ろ過捕集方法） ＊蛍光Ｘ線分析法 

⑩ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.4 

（ろ過捕集方法） ICP－AES 

⑪ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.5 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

⑫ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.6 

（ろ過捕集方法） ＊Proton 

Induced X-Ray 

Emission 

Spectroscopy 

⑬環境省 有害大気汚染

物質等測定方法マニュア

ル 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

ICP-AES 

⑭JISK0083（排ガス中の

金属分析方法） 

 

ろ過捕集方法＋液

体捕集方法（水） 

［低温の場合ガス

捕集は省略］ 

（原子吸光法） 

ICP－AES 

ICP―MS 

⑮JIS K0102(工場排水試

験方法) 

 ICP－AES 

ICP―MS 

ISO30011（作業環境空気

中の浮遊粉じん中の金属

類の ICP-MS による定量） 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

現行法 

 

ろ過捕集方法 

 

吸光光度分析方法

又は原子吸光分析

－13－



物  質  名 文献・政府機関名等 サンプリング方法 分 析 方 法 

方法 

２五酸化バナジ

ウム 

 （金属バナジ

ウムを含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ＮＩＯＳＨ ７３０２ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

②ＮＩＯＳＨ ７３０４ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

③ＮＩＯＳＨ ７３０６ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

⑤ＯＳＨＡ ＩＤ－１２５

Ｇ 

（ろ過捕集方法） ICAP－AES 

⑨ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.3 

（ろ過捕集方法） ＊蛍光Ｘ線分析法 

⑩ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.4 

（ろ過捕集方法） ICP－AES 

⑪ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.5 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

⑫ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.6 

（ろ過捕集方法） ＊Proton 

Induced X-Ray 

Emission 

Spectroscopy 

⑬環境省 有害大気汚染

物質等測定方法マニュア

ル 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

⑭JISK0083（排ガス中の

金属分析方法） 

 

ろ過捕集方法＋液

体捕集方法（水） 

［低温の場合ガス

捕集は省略］ 

（原子吸光法）（吸

光光度法） 

ICP－AES 

ICP―MS 

⑮JIS K0102(工場排水試

験方法) 

 ICP－AES 

ICP―MS 

ISO30011（作業環境空気

中の浮遊粉じん中の金属

類の ICP-MS による定量） 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

現行法 ろ過捕集方法 吸光光度分析方法

又は原子吸光分析

方法 

 

 

 

①ＮＩＯＳＨ ７３０２ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

③ＮＩＯＳＨ ７３０６ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

④ＯＳＨＡ ＩＤ－２０ （ろ過捕集方法） ICP－AES 
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物  質  名 文献・政府機関名等 サンプリング方法 分 析 方 法 

 

３三酸化二アン

チモン 

 （金属アンチ

モンを含む） 

６ 

⑤ＯＳＨＡ ＩＤ－１２５

Ｇ 

（ろ過捕集方法） ICAP－AES 

⑦ＨＳＥ （ろ過捕集方法） ＊蛍光Ｘ線分析法 

⑯ＤＦＧ BGI505-29E （ろ過捕集方法） （水素化原子吸光

法） 

⑨ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.3 

（ろ過捕集方法） ＊蛍光Ｘ線分析法 

⑩ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.4 

（ろ過捕集方法） ICP－AES 

⑪ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.5 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

⑫ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.6 

（ろ過捕集方法） ＊Proton 

Induced X-Ray 

Emission 

Spectroscopy 

⑬環境省 有害大気汚染

物質等測定方法マニュア

ル 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

（水素化物発生原

子吸光法） 

⑮JIS K0102(工場排水試

験方法) 

 水素化物発生 ICP  

ICP―MS 

⑰アンチモンおよびその

化合物の測定手法検討結

果報告書（行政検討会資

料） 

（ろ過捕集方法） ICP-AES 

ICP-MS 

（黒鉛炉原子吸光

法） 

ISO30011（作業環境空気

中の浮遊粉じん中の金属

類の ICP-MS による定量） 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

現行法 ろ過捕集方法 原子吸光分析方法 

４マンガン及び

その化合物 

 

 

 

 

①ＮＩＯＳＨ ７３０２ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

②ＮＩＯＳＨ ７３０４ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

③ＮＩＯＳＨ ７３０６ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

⑤ＯＳＨＡ ＩＤ－１２５

Ｇ 

（ろ過捕集方法） ICAP－AES 

⑦ＨＳＥ （ろ過捕集方法） ＊蛍光Ｘ線分析法 
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物  質  名 文献・政府機関名等 サンプリング方法 分 析 方 法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.3 

（ろ過捕集方法） ＊蛍光Ｘ線分析法 

⑩ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.4 

（ろ過捕集方法） ICP－AES 

⑪ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.5 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

⑫ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.6 

（ろ過捕集方法） ＊Proton 

Induced X-Ray 

Emission 

Spectroscopy 

⑬環境省 有害大気汚染

物質等測定方法マニュア

ル 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

⑭JISK0083（排ガス中の

金属分析方法） 

ろ過捕集方法＋液

体捕集方法（塩酸

又は硝酸）［低温の

場合ガス捕集は省

略］ 

（原子吸光法） 

ICP－AES 

ICP―MS 

⑮JIS K0102(工場排水試

験方法) 

 ICP－AES 

ICP―MS 

⑱労働安全衛生総合研究

所 

マンガン及びマンガン化

合物の新たな測定法の検

討結果報告書 

（ろ過捕集方法） （原子吸光法） 

ICP－AES 

ICP―MS 

ISO30011（作業環境空気

中の浮遊粉じん中の金属

類の ICP-MS による定量） 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

現行法 ろ過捕集方法 吸光光度分析方法

又は原子吸光分析

方法 

５鉛及びその化

合物 

 

 

 

①ＮＩＯＳＨ ７３０２ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

②ＮＩＯＳＨ ７３０４ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

③ＮＩＯＳＨ ７３０６ （ろ過捕集方法） ICP－AES 

⑲ＮＩＯＳＨ ７０８２ （ろ過捕集方法） （原子吸光法） 

⑳ＮＩＯＳＨ ７７０１ （ろ過捕集方法） ＊アノーディック
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物  質  名 文献・政府機関名等 サンプリング方法 分 析 方 法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ストリッピングボ

ルタンメトリー 

④ＯＳＨＡ ＩＤ－２０

６ 

（ろ過捕集方法） ICP－AES 

⑤ＯＳＨＡ ＩＤ－１２５Ｇ （ろ過捕集方法） ICAP－AES 

➅ＯＳＨＡ １００６ （ろ過捕集方法） ICP―MS 

⑦ＨＳＥ （ろ過捕集方法） ＊蛍光Ｘ線分析法 

㉑ＤＦＧ  （ろ過捕集方法） （原子吸光法） 

㉒ＤＦＧ BGI505-73-01 （ろ過捕集方法） （黒鉛炉原子吸光

法） 

⑨ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.3 

（ろ過捕集方法） ＊蛍光Ｘ線分析法 

⑩ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.4 

（ろ過捕集方法） ICP－AES 

⑪ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.5 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

⑫ Ｅ Ｐ Ａ  Method 

IO‐3.6 

（ろ過捕集方法） ＊Proton 

Induced X-Ray 

Emission 

Spectroscopy 

⑬環境省 有害大気汚染

物質等測定方法マニュア

ル 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

ICP－AES 

（原子吸光法） 

⑭JISK0083（排ガス中の

金属分析方法） 

ろ過捕集方法＋液

体捕集方法（塩酸

又は硝酸）［低温の

場合ガス捕集は省

略］ 

（原子吸光法） 

ICP－AES 

ICP―MS 

 

⑮JIS K0102(工場排水試

験方法) 

 

 

 

（原子吸光法） 

ICP－AES 

ICP―MS 

ISO30011（作業環境空気

中の浮遊粉じん中の金属

類の ICP-MS による定量） 

（ろ過捕集方法） ICP―MS 

現行法 ろ過捕集方法 吸光光度分析方法

又は原子吸光分析
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物  質  名 文献・政府機関名等 サンプリング方法 分 析 方 法 

方法 

６ニッケルカル

ボニル 

 

文献なし   

現行法 液体捕集方法又は

固体捕集方法 

液体捕集方法にあ

っては吸光光度分

析方法又は原子吸

光分析方法 

固体捕集方法にあ

っては原子吸光分

析方法 

７ジクロルベン

ジジン 

㉓ＮＩＯＳＨ ５５０９ ろ過捕集方法 ＨＰＬＣ－ＵＶ 

㉔ＯＳＨＡ ６５ 固体捕集方法（硫

酸含浸フィルタ

ー） 

ＧＣ－ＥＣＤ 

現行法 液体捕集方法 吸光光度分析方法 

８アルファ－ナ

フチルアミン 

 

㉕ＯＳＨＡ ９３ 固体捕集方法（硫

酸含浸フィルタ

ー） 

ＧＣ－ＥＣＤ 

現行法 液体捕集方法 吸光光度分析方法

又は蛍光光度分析

方法 

９オルト－トリ

ジン 

 

㉖ＮＩＯＳＨ ５０１３ ろ過捕集方法 ＨＰＬＣ－ＵＶ 

㉗ＯＳＨＡ ７１ 固体捕集方法（硫

酸含浸フィルタ

ー） 

ＧＣ－ＥＣＤ 

現行法 液体捕集方法 吸光光度分析方法 

１０オーラミン 文献なし   

現行法 ろ過捕集方法 吸光光度分析方法 

１１マゼンタ 

    

文献なし   

現行法 ろ過捕集方法 吸光光度分析方法 

１２硫化水素 ㉘ＯＳＨＡ1008 固体捕集方法（硝

酸銀塗布シリカゲ

ル） 

イオンクロマトグ

ラフ法 

現行法 液体捕集方法又は

直接捕集方法 

液体捕集方法にあ

っては吸光光度分

析方法 
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物  質  名 文献・政府機関名等 サンプリング方法 分 析 方 法 

直接捕集方法にあ

ってはガスクロマ

トグラフ分析方法 
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表３－２ 文献調査結果概要（学術論文編。コピーを取得できたもの） 

物  質  名 分 析 方 法 等 

１ カドミウム及びそ

の化合物 

＊①-3 高分解能 ICP-MS による環境標準試料中の As、

Cd、Cr、Hg の定量法。 

＊①-7 ICP-MS による食品中の As、Cd、Hg の定量法の

進歩。 

＊①-8 ICP-MS によるブラジルの米に含まれる As、

Cd、Pb の定量法。 

２ 五酸化バナジウム ②-1 イオン交換クロマトグラフ及び ICP-MS による V

（Ⅳ）と V（Ⅴ）の分離定量法 

＊②-4 ICP-AES を用いた V 2O5の前処理の酸溶解法とマ

イクロ波分解法との比較検討 

＊②-5 選択的触媒還元反応から発散する V、W の ICP―

OES による定量法の開発。 

＊②-6 ICP-MS によるエトナ山からの地下水中の総 V 及

び V（ⅴ）の定量及び飲料水中の V（ⅴ）の見積。 

３ 三酸化二アンチモ

ン 

 

＊③-2 好気性菌による Sb のメチル化反応の研究（分

析・同定に ICP-MS を使用） 

＊③-6 HPLC⁻同位体希釈- ICP-MS による Sb（Ⅲ）、Sb

（Ⅴ）の定量法 

＊③-7 黒鉛炉原子吸光法による PET 樹脂中の Sb の定量

法 

４ マンガン及びその

化合物 

＊④-1 ICP による菱マンガン鉱中の金属元素の定量法 

＊④-5 急性ばく露のモニタリングのための血中の Pb、

Cd、Hg、Se、Mn の ICP-MS による定量 

＊④-6 血中の Cd、Mn、Pb、Se、総 Hg の ICP―MS 分

析における試料保存温度、時間による安定性の評価 

５ 鉛及びその化合物 ＊⑤-3 鉛取扱作業者と対照者の血中 Pb 濃度の ICP-MS

による測定 

＊⑤-9 蛍光センサーによる環境大気及び水中の Pb の定

量 法 

＊⑤-10  ICP-MS によるブラジルの米に含まれる As、

Cd、Pb の定量法。（①-8 に同じ） 

６ ニッケルカルボニ

ル 

―――― 

７ ジクロルベンジジ

ン及びその塩 

△⑦-4 硫酸含浸フィルター+HPLC-FLD（DAD）による

作業環境空気中のオルト―トリジンの測定法。定量範
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物  質  名 分 析 方 法 等 

囲 2～40 ㎍/㎥。定量下限 16.19ng/ml。7 種類の芳香

族アミン共存下での実測で影響なし。（⑨-6 に同じ） 

８ アルファ―ナフチ

ルアミン及びその

塩 

＊⑧-8 水中の芳香族アミンの吸着に用いられる有機金属

化合物の吸着能等の研究 

＊⑧-13 （⑧-8 に同じ） 

９ オルト―トリジン

及びその塩 

⑨-6 硫酸含浸フィルター+HPLC-FLD（DAD）による

作業環境空気中のオルト―トリジンの測定法。定量範

囲 2～40 ㎍/㎥。（540L）定量下限 16.19ng/ml。7 種

類の芳香族アミン共存下での実測で影響なし。（⑦-4

に同じ） 

＊⑨-7 水中の芳香族アミンの吸着に用いられる有機金属

化合物の吸着能等の研究（⑧-8 に同じ） 

△⑨-10 硫酸含浸フィルター＋GC-MS による空気中のア

ニリン及びその誘導体の測定 

⑨-12 誘導体化 HPLC によるオルト―トリジン等芳香

族ジアミンの測定の反応条件の検討 

１０ オーラミン ＊⑩-1 HPLC による食品中のオーラミン等の着色料の定

量 法 

＊⑩-5 adsorptive stripping voltammetry による食品

中のオーラミンＯの定量法 

＊⑩-7 逆相 HPLC による粉末飲料中のオーラミンＯの定

量法 

１１ マゼンタ ＊⑪-4 機能性コポリマーの水中のマゼンタの吸着能 

＊⑪-5 スルホン酸修飾機能性コポリマーの水中のマゼン

タ等の吸着能 

１２ 硫化水素 ＊⑫-2 尿素配合型活性炭の硫化水素吸着能の研究 

注：１ 文献番号は、別添資料№2－2 で文献ごとに記載されている番号である。 

  ２ ＊印を付したものは作業環境測定機関の必置機器ではないもの又はその選択肢に

入っているが比較的装備が少ないとみられるものを使用するものである。 

  ３ △印は芳香族アミンで論文の対象物質は異なるが性質上応用可能性のあるもので

ある。 
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表３－３ 文献調査結果（学術論文編。コピーを取得できなかったもの） 

物  質  名 分 析 方 法 等 

１ カドミウム及びそ

の化合物 

＊①-1 大気環境中の揮発性金属化合物の GC-ICP-MS に

よる定量法の校正法を開発した。定量下限は 1ｐｇ以

下。 

＊①-2 同位体希釈 ICP-MS による 6 種類の環境標準試料

中の Pb 及び Cd の値付け。 

＊①-4 同位体希釈 ICP-MS による Cd の食品、血液及び

血清標準試料の値付け。 

＊①-5 ミルク中の As、Cd、Cr、Pb の ICP-MS による

定量法の確認。 

＊①-6 ICP-MS によるシリアル又は栄養補助食品標準試

料中の Cd の定量における誤差の確認。 

２ 五酸化バナジウム ＊②-2 ICP-MS による標準物質の値付け 

＊②-3 RC-ICP-MS で酸素反応ガスを用いた環境中 V の

定量法 

３ 三酸化二アンチモ

ン 

 

＊③-1 国内の廃棄物から発生したガス中の Sb ほか 5 種

類の揮発性金属元素の定量。 

＊③-3 粗 Sb₂O₃中の Hg、As のマイクロ波処理―ICP-

AES による定量 

＊③-4 ハーブ中の水溶性 Sb（Ⅲ）、Sb（Ⅴ）の超音波抽

出―水素化物発生 ICP-AES を用いた定量法 

＊③-5 イオンクロマトグラフ- ICP-MS による As、Sb 等

微量金属の土壌及び水環境中の運命、移動に関する研

究 

４ マンガン及びその

化合物 

＊④-2 河川水及び海水の標準試料中の微量の Co、Cu、

Mo、Mn、Fe、Ti、V イオンの ICP-AES による定量

法 

＊④-3  Mn への急性及び慢性ばく露指標としての血中

Mn の ICP-MS による定量 

＊④-4 血中の Sb、Bi、Mn、Zn の ICP-MS による定量 

５ 鉛及びその化合物 ＊⑤-1 ICP-AES による環境試料及び生体試料中の多元素

分析法 

＊⑤-2  ICP-AES によるミネソタの土壌中の Pb 濃度測

定 

＊⑤-4 大気環境中の揮発性金属化合物の GC-ICP-MS に

よる定量法の校正法を開発した。定量下限は 1ｐｇ以
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物  質  名 分 析 方 法 等 

下。 

＊⑤-5 ICP-AES 及び黒鉛炉原子吸光法による食用油中の

Cu、Pb、Ni の定量 

＊⑤-6 同位体希釈 ICP-MS による環境標準試料（汚泥、

水路堆積物等）中の Pb、Cd の値付け 

＊⑤-7 Q-ICP-MS による牛乳中の As、Cd、Cr、Pb の定

量法の検証 

＊⑤-8  Q-ICP-MS による動物の臓物中の Cd、Pb の定

量法の検証 

６ ニッケルカルボニ

ル 

＊➅-1 試料中の Ni を Ni（CO）₄に変換して MIP‐OES

により定量 

＊➅-2 試料中の極微量 Ni を Ni（CO）₄に変換して

MIP‐OES により定量 

＊➅-3 消化ガス中の Ni（CO）₄、Fe（CO）₅、 

Mo（CO）₆W（CO）₆の GC-ICP-MS による定量法 

＊➅-4 水試料中の Ni を Ni（CO）₄に変換して同位体希

釈 ICP-MS により定量 

＊➅-5 黒鉛炉原子吸光法による Ni 分析における 

Ni（CO）₄の生成と Ni の捕集の最適化 

＊➅-6  Ni（CO）₄生成による Ni の ICP-AES による定

量 

＊➅-7 MC-ICP-MS、ICP-SFMS による微量金属分析法 

＊➅-8 ギ酸等の低分子量有機酸存在下の水溶液中の Ni

塩の UV 照射反応による揮発性テトラカルボニルへの

変換 

＊➅-9 Pyrex Gas Washing System と ICP-MS を使

った CO ガス中の Ni（CO）₄、Fe（CO）₅の定量法 

７ ジクロルベンジジ

ン及びその塩 

＊⑦-1 組織切片中の硫酸イオン定量法の中のベンジジン

法の優位性 

⑦-2 ろ過捕集・固体捕集（シリカゲル）＋HPLC によ

るベンジジン、ジクロルベンジジンの測定法 

＊⑦-3 次亜塩素酸ナトリウム溶液を使った顔料産業の作

業場のジクロルベンジジン汚染の除去 

△⑦-5 硫酸含浸フィルター+HPLC-FD によるオルト―

トルイジン等 3 種類の芳香族アミンの測定法 

８ アルファ―ナフチ ＊⑧-1 水中の非極性吸着剤 XAD4 による１-ナフトール
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物  質  名 分 析 方 法 等 

ルアミン及びその

塩 

と 1-ナフチルアミンの吸着挙動の研究 

＊⑧-２ 水中の非極性吸着剤 XAD4 による１-ナフトール

と 1-ナフチルアミンの吸着挙動の研究 

＊⑧-３ 水中の非極性吸着剤 NDA-16 等による１-ナフト

ールと 1-ナフチルアミンの吸着挙動の研究 

＊⑧-４ ポリマー吸着剤を使った水中の 1-ナフトールと

1-ナフチルアミンの除去法の改善 

＊⑧-５ XAD-4 と NDA-150 による 1-ナフチルアミンの

吸着能の比較 

＊⑧-６ 水中の非極性吸着剤 XAD4 による１-ナフトール

と 1-ナフチルアミンの吸着挙動の研究 

＊⑧-７ Pb と 1-ナフチルアミンの吸着に使われる ZIF-8

＠GO の性能、条件の研究 

＊⑧-9 水中の芳香族アミンのシリカによる吸着能の研究 

＊⑧-10 汚染表土中の芳香族アミンの吸着等による除去 

＊⑧-11 アルミニウム製錬所の作業環境中のアミノ又はニ

トロ多環芳香族炭化水素の調査研究 

＊⑧-12 たばこ煙中の有害物のばく露調査 

９ オルト―トリジン

及びその塩 

＊⑨-1 オルト―トリジン等による塩素定量法 

⑨-2 硫酸マンガン（Ⅲ）を用いたオルト―トリジン等

の電気化学的定量法 

⑨-3 三価マンガンのフッ化物錯体を用いた滴定及び吸

光光度法によるオルト―トリジンの定量 

＊⑨-4 マウスを用いたオルト―トリジンの発がん性の研

究 

＊⑨-5 LC-MS/MS を用いた繊維中のオルト―トリジン等

18 種類の芳香族アミンの定量 

△⑨-8 酸処理フィルター＋GC-FID 等によるオルト-トル

イジン等 3 種類のアミンの定量（オルト―トリジンな

し） 

△⑨-9 酸処理フィルター＋GC-FID 等によるオルト-トル

イジン等 3 種類のアミンの定量（⑨-8 に同じ） 

⑨-11 オルト―トリジン、ジクロルベンジジン等 6 種

類の芳香族アミンの分析時の安定性の評価 

△⑨-13 硫酸含浸フィルター+HPLC-FD によるオルト―

トルイジン等 3 種類の芳香族アミンの測定法（⑦-5 に
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物  質  名 分 析 方 法 等 

同じ） 

１０ オーラミン ＊⑩-2 digital image colorimetry による食品中の染料

の定量 

＊⑩-3 terahertz spectroscopy による食品中のオーラミ

ンＯの定量 

＊⑩-4 磁性ポリマーによる水中のオーラミンＯの選択的

抽出 

＊⑩-6 オーラミンＯ抽出用ポリマーによる固相抽出法。 

１１ マゼンタ ＊⑪-1 産廃を使ったマゼンタの吸着除去の研究 

＊⑪-2 還元型酸化グラフェンを吸着剤として用いた水試

料中のマゼンタの固相抽出による吸光光度定量法 

＊⑪-3 ナノアルミナ吸着剤を用いた海産物及び環境水中

のマゼンタの濃縮と定量 

１２ 硫化水素 ＊⑫-1 三種類の活性炭の硫化水素吸着能の研究 

＊⑫-3 活性炭上の硫化水素の吸着及び酸化等の研究 

＊⑫-4 窒素配合型活性炭の硫化水素吸着能の研究 

＊⑫-5 活性化カーボンファイバーの硫化水素吸着能の研

究 

＊⑫-6 金属含有ベントナイトバインダーと活性炭の硫化

水素吸着能の研究 

注：１ 文献番号は、別添資料№2－2 で文献ごとに記載されている番号である。 

  ２ ＊印を付したものは作業環境測定機関の必置機器ではないもの又はその選択肢に

入っているが比較的装備が少ないとみられるものを使用するものである。 

  ３ △印は芳香族アミンで論文の対象物質は異なるが性質上応用可能性のあるもので

ある。 

 

４ 文献調査結果を踏まえた新しい測定手法の開発・確認の候補の絞り込み等 

（１）新しい測定手法の開発・確認の候補の選定の基本方針 

文献調査の結果を踏まえ、対象物質ごとに、政府系機関の文献を中心に以下の方針

の下に新しい測定手法の開発・確認の候補の選定を行うこととし、委員会で審議し

た。 

   ア）現行の作業環境測定基準にない方法であること。 

   イ）管理濃度の 10 分の 1 まで精度よく測ることができる方法であること。 

   ウ）高額機材や特殊機材を使うものではなく作業環境測定機関に通常装備されてい

る機器で対応できるものであること。 
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（２）選定の経過及び結果 

   個別物質ごとの検討結果は以下のとおりで、全体を表 4－１にまとめた。 

A）カドミウム及びその化合物 

 排水分析も含め、現行法以外の手法に関する政府機関系の文献が 14 件あり、そ

のうち開発対象の ICP-MS 又は ICP-AES に関するものが 11 件あった。いずれも使

用機器、手法、精度面で特に問題となるようなところはなく、昨年度事業の経験が

生かせることを踏まえて、昨年度事業と同じ⑪のＥＰＡMETHOD IO‐3.5 を参

照して ICP-MS 法の開発・確認を進めることとした。 

B）五酸化バナジウム 

    排水分析も含め、現行法以外の手法に関する政府機関系の文献が 11 件あり、そ

のうち開発対象の ICP-MS 又は ICP-AES に関するものが 9 件あった。いずれも使

用機器、手法、精度面で特に問題となるようなところはなく、昨年度事業の経験が

生かせることを踏まえて、昨年度事業と同じ⑪のＥＰＡMETHOD IO‐3.5 を参

照して ICP-MS 法の開発・確認を進めることとした。 

C）三酸化二アンチモン 

 文献⑰において、国の委託事業により既に同等の開発・確認が行われているため

対象から除外した。 

   D）マンガン及びその化合物 

文献⑱において、国の研究機関により既に同等の開発・確認が行われているため

対象から除外した。 

   E）鉛及びその化合物 

排水分析も含め、現行法以外の手法に関する政府機関系の文献が 15 件あり、そ

のうち開発対象の ICP-MS 又は ICP-AES に関するものが 11 件あった。いずれも使

用機器、手法、精度面で特に問題となるようなところはなく、昨年度事業の経験が

生かせることを踏まえて、昨年度事業と同じ⑪のＥＰＡMETHOD IO‐3.5 を参

照して ICP-MS 法の開発・確認を進めることとした。 

   F）ニッケルカルボニル 

    参考文献が見当たらないため対象から除外した。 

   G）ジクロルベンジジン及びその塩 

開発対象の固体捕集法（硫酸含浸フィルター）と GC-ECD の組み合わせに関す

るものが 1 件（㉔OSHA65）あったため、これを対象に開発・確認を実施すること

とした。なお、学術論文にろ過捕集法と固体捕集法の組み合わせと HPLC によるも

のがあったが、当初計画の開発目標である硫酸含浸フィルターを使用するものを優

先した。 

   H）アルファ－ナフチルアミン及びその塩 

開発対象の固体捕集法（硫酸含浸フィルター）と GC-ECD の組み合わせに関す

るものが 1 件（㉕OSHA93）あったため、これを対象に開発・確認を実施すること

とした。 
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   I）オルト－トリジン及びその塩 

開発対象の固体捕集法（硫酸含浸フィルター）と GC-ECD の組み合わせに関す

るものが 1 件（㉗OSHA71）あったため、これを対象に開発・確認を実施すること

とした。なお、学術論文に硫酸含浸フィルターと HPLC によるものがあったが、㉗

の方が定量下限値が桁違いに低いためこれを優先した。 

   J）オーラミン 

参考文献が見当たらないため対象から除外した。 

   K）マゼンタ 

参考文献が見当たらないため対象から除外した。 

   L）硫化水素 

開発目標の固体捕集法に該当するものとして、固体捕集（硝酸銀塗布シリカゲ

ル）とイオンクロマトグラフとの組み合わせによる㉘OSHA1008 があったが、管理

濃度の 1/10 以下の定量下限値が得られないため見合わせた。 

 

表４－１ 文献調査の結果を踏まえた新しい測定手法についての検討結果一覧 

物質名 参照文献 サンプリング方法 分析方法 検討結果 

①カドミウム

及びその化合

物 

⑪ＥＰＡ

METHOD 

IO‐3.5 

［ろ過捕集］ ICP―MS 左記により実施 

②五酸化バナ

ジウム 

⑪ＥＰＡ

METHOD 

IO‐3.5 

［ろ過捕集］ ICP―MS 左記により実施 

③三酸化二ア

ンチモン 

⑪ＥＰＡ

METHOD 

IO‐3.5 

⑰アンチモン及

びその化合物の

測定手法検討結

果報告書 

［ろ過捕集］ ICP―MS 

ICP-AES 

国の委託事業に

より既に同等の

開発・確認が行

われている

（⑰）ため見合

わせ 

④マンガン及

びその化合物 

⑪ＥＰＡ

METHOD 

IO‐3.5 

⑱労働安全衛生

総合研究所 マ

ンガン及びマン

ガン化合物の新

たな測定法の検

［ろ過捕集］ ICP―MS 

ICP-AES 

国立研究機関に

より既に同等の

開発・確認が行

われている

（⑱）ため見合

わせ 
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物質名 参照文献 サンプリング方法 分析方法 検討結果 

討結果報告書 

⑤鉛及びその

化合物 

⑪ＥＰＡ

METHOD 

IO‐3.5 

［ろ過捕集］ ICP―MS 左記により実施 

➅ニッケルカ

ルボニル 

― 

 

― ― 参考文献がない

ため見合わせ 

⑦ジクロルベ

ンジジン及び

その塩 

㉔OSHA65 固体捕集（硫酸含

浸フィルタ） 

GC-ECD 左記により実施 

⑧アルファ－

ナフチルアミ

ン及びその塩 

㉕OSHA93 固体捕集（硫酸含

浸フィルタ） 

GC-ECD 左記により実施 

⑨オルト－ト

リジン及びそ

の塩 

㉗OSHA71 固体捕集（硫酸含

浸フィルタ） 

GC-ECD 左記により実施 

⑩オーラミン 

 

― ― ― 参考文献がない

ため見合わせ 

⑪マゼンタ ― ― ― 参考文献がない

ため見合わせ 

⑫硫化水素 ㉘OSHA1008 固体捕集（硝酸銀

塗布シリカゲル） 

イオンクロ

マトグラフ 

定量下限値が高

いため見合わせ 

注：１［ ］は現行の作業環境測定基準にある方法である。（表５－１も同じ） 

２「参照文献」欄の〇数字は、表３―１の文献番号である。（同上） 
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５ 新しい測定手法の開発・確認の実施 

（１）新しい測定手法の開発・確認の分担決定 

新しい測定手法の開発・確認は、委員会委員の所属機関を中心とした作業環境測定

機関への再委託により実施することとし、その分担は表 5－1 のとおりとなった。 

   なお、以下の章では、測定対象物質中の「塩」、「化合物」の付記を省略した簡略名 

  を用いる。 

 

表５－１ 新しい測定手法の開発・確認対象物質の機関別分担 

物質名 参照文献 サンプリング方法 分析方法 担当機関 

１ カドミウ

ム 

⑪ＥＰＡ

METHOD 

IO‐3.5 

［ろ過捕集］ ICP―MS （株）群馬分析

センター 

２ 五酸化バ

ナジウム 

⑪ＥＰＡ

METHOD 

IO‐3.5 

［ろ過捕集］ ICP―MS （株）日立産機

ドライブ・ソリ

ューションズ 

３ 鉛 ⑪ＥＰＡ

METHOD 

IO‐3.5 

［ろ過捕集］ ICP―MS （一財）上越環

境科学センター 

４ ジクロル

ベンジジン 

㉔OSHA65 固体捕集（硫酸含

浸フィルタ） 

GC-ECD （一社）長野県

労働基準協会連

合会 

５ アルファ

―ナフチルア

ミン 

㉕OSHA93 固体捕集（硫酸含

浸フィルタ） 

GC-ECD （一社）長野県

労働基準協会連

合会 

６ オルト―

トリジン 

㉗OSHA71 固体捕集（硫酸含

浸フィルタ） 

GC-ECD （一社）長野県

労働基準協会連

合会 

 

（２）新しい測定手法の開発・確認の実施結果（別添資料№1－1～1－8 参照） 

Ａ 開発・確認の実施方法及び目標 

 （捕集方法の検討） 

ａ）脱着率の検討（シリカゲル、活性炭等固体捕集の場合） 

  ・脱着率の検討に際しては、脱着溶媒で標準溶液を作成し、捕集剤に直接添加した

後、0.1Ｌ/min で 5 分間通気後密封し、４℃で一晩保存した３濃度５サンプルを分

析し脱着率を求める。（３濃度は、管理濃度の 1/10~10 倍の濃度範囲とする。） 

  ・脱着率については、90%以上、脱着率の CV は 10%以内を目指す。 

 ｂ）回収率の検討 
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  ・標準物質を直接添加した捕集剤を 60 分間（ただしこれより破過が速い場合はその

捕集可能最大時間）通気したもの、又は標準ガスを捕集した捕集剤を 3 濃度各 5 サ

ンプル作成し、分析を行い、回収率（CV は 10%以内）を求める。（*標準ガスの発

生は難しい場合が多いので）直接添加法を優先する。 

  ・また、通気の際の温湿度条件を必ず記載する。（捕集時間又は捕集流速を調整し捕

集率が最大となるように調整する。） 

 ｃ）保存性の検討（常温、保冷） 

  ・管理濃度の 1/10、2 倍の 2 濃度を各 3 サンプル作成（サンプル作成方法はａ）と同

様）し、0，1，3，5 日保存（分析にかかるまでの日数を考慮）し、保存期間終了後

分析を行い、保存性の確認を行う。脱着作業後に保存する場合は同様の検討を行

う。（目的となる期間において 90%以上となることを目標とする。） 

  （分析方法の検討） 

ｄ）検量線の直線性の検討 

  ・5 濃度（管理濃度の 1/10~2 倍）の標準液を作成して分析を行い、検量線の直線性の

検討を行う。 

・検量線の直線性については、相関係数(r)が以下の基準を満たすことが望ましい。 

   有機化合物：r≧0.999 

   金   属：r≧0.99 

 ｅ）検出下限値及び定量下限値の検討 

  ・管理濃度の 1/10 濃度値の標準液を 5 サンプル分析して標準偏差（SD）を算出し、

検出下限値及び定量下限値を算出する。 

  ・検出下限値は標準偏差（SD）の 3 倍（3SD）、定量下限値は標準偏差（SD）の 10

倍（10SD）を基本とする。 

 

Ｂ 結果概要 

（１）カドミウム（管理濃度：0.05 ㎎/㎥） 

カドミウムの検討は、ＥＰＡのＩＯ-3.1 及びＩＯ-3.5 を参照してアレンジした方法

により行った。捕集方法はろ過捕集方法とし、分析方法は酸分解‐誘導結合プラズマ質

量分析法（ICP-MS 法）で検討を行った。 

検量線はカドミウム濃度 0～30nｇ/L の範囲で、ｒ＝0.9999 と良好な直線性が得られ

た。 

捕集流量 11L/分（面速 19 ㎝/秒）、捕集時間 10 分間の捕集条件で、検出下限値は

0.00022mg/㎥、定量下限値は 0.00072 mg/㎥で、管理濃度の 1/10 以下となった。 

管理濃度の 1/10 倍(1/10E)、１倍（E）、10倍(10E)の３段階の濃度で、回収率は 90％

以上、変動係数は 10％以下となった。 

保存性では、ろ紙サンプル、試料液ともに、1/10E、2E とも 7日間まで回収率は 90％

以上、変動係数は 10％以下となった。 
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（２）五酸化バナジウム（管理濃度：0.03 ㎎/㎥） 

五酸化バナジウムの検討は、ＥＰＡのＩＯ-3.1 及びＩＯ-3.5 を参照してアレンジし

た方法により行った。捕集方法はろ過捕集方法とし、分析方法は酸分解‐誘導結合プラ

ズマ質量分析法（ICP-MS 法）で検討を行った。 

検量線はバナジウム濃度 0～120µｇ/L の範囲で、ｒ＝0.99997 と良好な直線性が得ら

れた。 

捕集流量 10L/分（面速 17.1 ㎝/秒）、捕集時間 10 分間の捕集条件で、検出下限値は

0.00007mg/㎥、定量下限値は 0.00023 mg/㎥で、管理濃度の 1/10 以下となった。 

管理濃度の 1/10 倍(1/10E)、１倍（E）、10倍(10E)の３段階の濃度で、回収率は 90％

以上、変動係数は 10％以下となった。 

保存性では、ろ紙サンプル、試料液ともに、1/10E、2E とも 5日間まで回収率は 90％

以上、変動係数は 10％以下となった。 

 

（３）鉛（管理濃度：0.05 ㎎/㎥） 

鉛の検討は、ＥＰＡのＩＯ-3.1 及びＩＯ-3.5 を参照してアレンジした方法により行

った。捕集方法はろ過捕集方法とし、分析方法は酸分解‐誘導結合プラズマ質量分析法

（ICP-MS 法）で検討を行った。 

検量線は鉛濃度 4～80µｇ/L の範囲で、ｒ＝0.9999 と良好な直線性が得られた。 

捕集流量 4.0L/分、捕集時間 10分間の捕集条件で、検出下限値は 0.000139mg/㎥、定

量下限値は 0.000463 mg/㎥となった。 

管理濃度の 1/10 倍(1/10E)、１倍（E）、10倍(10E)の３段階の濃度で、回収率は 90％

以上、変動係数は 10％以下となった。 

保存性では、ろ紙サンプル、試料液ともに、1/10E、2E とも 5日間まで回収率は 90％

以上、変動係数は 10％以下となった。 

 

（４）ジクロルベンジジン（管理濃度なし） 

ジクロルベンジジンの検討は、空気中のジクロルベンジジンを硫酸含浸フィルターに

1.0Ｌ/min で 10 分間捕集し、前処理後、へプタフルオロ酪酸無水物（HFAA）で誘導体化

し、ガスクロマトグラフ（GC-ECD）で分析した。 

ジクロルベンジジンは、管理濃度が設定されていないので、目標濃度として OSHA 

Method65 を参考に、0.0103 mg/㎥を設定した。 

捕集剤にジクロルベンジジンの標準溶液を目標濃度（Ｅ´）の 1/10 倍，1倍，10 倍と

なるよう、直接添加した後、0.1Ｌ/min で 10 分間通気後 4℃で一晩保存したものを分析

し、脱着率を求めた。 

脱着率は、1/10Ｅ´で 90％未満、他は 90％以上であった。変動係数は 1/10Ｅ´及び

Ｅ´で 10％を超えた。 

捕集剤に標準溶液を添加して 1/10Ｅ´，Ｅ´，10Ｅ´の３濃度を作成し 1.0Ｌ/min で

60 分間通気した時の回収率は、1/10Ｅ´で 90％以下、変動係数（CV）も 10％を大きく
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超えた。他の 2 濃度は良好であった。 

保存性は、捕集剤に標準溶液を添加して 1/10Ｅ´，2Ｅ´の２濃度を作成して添加

後、0.1Ｌ/min で 10 分間通気し、密封遮光して 0～5 日間保存した。1/10Ｅ´では常

温、冷蔵ともに０日でも９０％を大きく割る状況で、2Ｅ´では冷蔵では５日まで９

０％以上であるが、変動係数が３日以上で１０％を超えている。 

検量線は、5.15～103.0µg/L の濃度範囲でｒ＝0.999 以上と良好な直線性を示した。 

検出下限値(3SD)は 0.0000705 mg/㎥、定量下限値(10SD)は 0.000235 mg/㎥と目標濃度

（0.0103 mg/㎥）の 10 分の 1 以下となった。 

 

（５）アルファ―ナフチルアミン（管理濃度なし） 

アルファ―ナフチルアミンの検討は、空気中のアルファ―ナフチルアミンを硫酸含浸

フィルターに 1.0Ｌ/min で 10 分間捕集し、前処理後、へプタフルオロ酪酸無水物

（HFAA）で誘導体化し、ガスクロマトグラフ（GC-ECD）で分析した。 

アルファ―ナフチルアミンは、管理濃度が設定されていないので、目標濃度として

OSHA Method93 を参考に、0.0059 mg/㎥を設定した。 

捕集剤にアルファ―ナフチルアミンの標準溶液を目標濃度（Ｅ´）の 1/10 倍，1 倍，

10 倍となるよう、直接添加した後、0.1Ｌ/min で 10 分間通気後 4℃で一晩保存したもの

を分析し、脱着率を求めた。 

脱着率は、1/10Ｅ´で各濃度で 90％以上であったが、変動係数が 1/10Ｅ´で 10％を

大幅に超えた。 

捕集剤に標準溶液を添加して 1/10Ｅ´，Ｅ´，10Ｅ´の３濃度を作成し 1.0Ｌ/min で

60 分間通気した時の回収率は、1/10Ｅ´，Ｅ´で 90％未満、変動係数（CV）もこれら

の濃度で 10％を大きく超えた。 

保存性は、捕集剤に標準溶液を添加して 1/10Ｅ´，2Ｅ´の２濃度を作成して添加

後、0.1Ｌ/min で 10 分間通気し、密封遮光して 0～5 日間保存した。1/10Ｅ´では常

温、冷蔵ともに 0 日でも 90％を割る状況で、2Ｅ´でも 1日後には 90％未満となってい

る。変動係数も多くの濃度・日数で 10％を超えている。 

検量線は、2.95～59.0µg/L の濃度範囲でｒ＝0.999 以上と良好な直線性を示した。 

検出下限値(3SD)は 0.0000426 mg/㎥、定量下限値(10SD)は 0.000142 mg/㎥と目標濃度

（0.0059 mg/㎥）の 10 分の 1 以下となった。 

 

（６）オルト―トリジン（管理濃度なし） 

オルト―トリジンの検討は、空気中のオルト―トリジンを硫酸含浸フィルターに 1.0

Ｌ/min で 10 分間捕集し、前処理後、へプタフルオロ酪酸無水物（HFAA）で誘導体化

し、 ガスクロマトグラフ（GC-ECD）で分析した。 

オルト―トリジンは、管理濃度が設定されていないので、目標濃度として OSHA 

Method71 を参考に、0.0087 mg/㎥を設定した。 

捕集剤にオルト―トリジンの標準溶液を目標濃度（Ｅ´）の 1/10 倍，1 倍，10 倍と

－32－



なるよう、直接添加した後、0.1Ｌ/min で 10 分間通気後 4℃で一晩保存したものを分析

し、脱着率を求めた。 

脱着率は、各濃度で 90％以上、変動係数も 10％以下だった。 

捕集剤に標準溶液を添加して 1/10Ｅ´，Ｅ´，10Ｅ´の３濃度を作成し 1.0Ｌ/min で

60 分間通気した時の回収率は、各濃度で 90％以上、変動係数も 10％以下だった。       

 保存性は、捕集剤に標準溶液を添加して 1/10Ｅ´，2Ｅ´の２濃度を作成し、0.1Ｌ

/min で 10 分間通気し、密封遮光して 0～5 日間保存した。1/10Ｅ´では常温では 1日以

上では 90％未満で変動係数も 10％以上であるが、冷蔵では 5 日に至るまで保存率は

90％以上、 

変動係数は 10％以下となっている。一方、2Ｅ´では常温、冷蔵ともに、５日まで保存

率 90％以上、変動係数 10％以下であった。 

検量線は、4.35～87.0µg/L の濃度範囲でｒ＝0.999 以上と良好な直線性を示した。 

検出下限値(3SD)は 0.0000799 mg/㎥、定量下限値(10SD)は 0.000266 mg/㎥と目標濃度

（0.0087 mg/㎥）の 10 分の 1 以下となった。 
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表５－２ 調査対象物質の新しい測定手法の開発・確認結果の概要 

物 質 名 試験対象の手法 試験結果概要 測定への適用 

カドミウム ろ過捕集＋ＩＣＰ－Ｍ

Ｓ 

全ての基準を満足。 適用可 

五酸化バナジウ

ム 

ろ過捕集＋ＩＣＰ－Ｍ

Ｓ 

全ての基準を満足。 適用可 

鉛 ろ過捕集＋ＩＣＰ－Ｍ

Ｓ 

全ての基準を満足。 適用可 

ジクロルベンジ

ジン 

固体捕集（硫酸含浸フィ

ルター）＋ＧＣ－ＥＣＤ 

基準割れが多い。 適用不可 

アルファ―ナフ

チルアミン 

固体捕集（硫酸含浸フィ

ルター）＋ＧＣ－ＥＣＤ 

基準割れが多い。 適用不可 

オルト―トリジ

ン 

固体捕集（硫酸含浸フィ

ルター）＋ＧＣ－ＥＣＤ 

保存性以外は条件を

満足。保存性では常

温保存は不適だが、

冷蔵保存では 5 日で

も基準を満足。 

試料を冷蔵保存すれ

ば適用可 
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６ 既に開発した新しい測定手法の現場での実証確認試験の実施 

 

６．１ 目的 

  前年度までの本委託事業における検証により新しい測定手法としての開発要件をおお

むね満足したものについてはまだ現場適用できるかについて評価がされていないため、

様々な夾雑物、共存物質の存在する実際の測定現場での適用可能性について実証確認す

ることにより新しい測定手法としての確立を目指すこととした。 

６．２ 対象とする測定手法 

  平成 30 年度事業及び平成 31 年度事業において開発・確認を実施した新しい測定手法

のうち、精度管理上の要件を満足したものを対象とすることとした。 

６．３ 実証確認の実施方法 

（１）対象とする測定方法 

   表 6-1 の平成 30 年度事業及び表 6-2 の平成 31 年度事業における新しい測定手法の

開発・確認結果の中で開発要件を満たしたもののうち 3 物質を選定しそれぞれ 2 現場

について検証を行うこととした。 

なお、選定された物質について開発・確認対象となる現場の確保の可否の問題等か

ら、作業環境測定機関・事業場からの協力が得られないことも想定されるため、2 倍

程度の母集団を選定して逐次実施に向けて着手することとした。 

   このようなことから、表 6-1 及び 6-2 のうちで「基準満足し適用可」とされている

ものは以下①～⑨のものであったが、これらのうちで（  ）書きで若干の問題点を

付した⑦～⑨の 3件を除く①～⑥の 6件を母集団とした。 

  ①塩素 

  ②ベリリウム 

  ③アクリルアミド 

  ④コバルト 

  ⑤ニッケル 

  ⑥砒素 

⑦シアン化物（作業環境測定機関の必置機器でない流れ分析装置を使用） 

⑧ペンタクロルフェノール（事業場数が少ない） 

⑨クロム酸、重クロム酸（前処理方法として通常の金属分析で使わない鉄共沈法を採

用） 
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表６-１ 平成３０年度事業での開発・確認の結果概要 

物 質 名 試験対象の手法 結果及び測定への適用 備考 

塩素 液体捕集＋ＰＣＰ吸光光

度法 

基準満足し適用可。原理は現

行法と同じ。発色剤が違う。 

 

シアン化水素 固体捕集＋吸光光度法 保存性以外問題なく３日以内

に分析なら適用可。 

固体捕集

が新規 

シアン化物 流れ分析法（分析法のみ） 基準満足し適用可。 機器普及

状況不明 

ニトログリコ

ール 

固体捕集＋HPLC－UV 保存性以外問題なく１日以内

に分析なら適用可。 

事業場数

少(19) 

弗化水素 イオンクロマトグラフ法

（分析法のみ） 

（現行法の追試的なもの）  

ベリリウム ろ過捕集＋ICP－MS 基準満足し適用可。  

ペンタクロル

フェノール 

固体捕集＋HPLC－UV 基準満足し適用可。 事業場数

少(27) 

3,3´-ジクロ

ロ-4,4´-ジア

ミノジフェニ

ルメタン 

固体捕集（硫酸含浸フィ

ルター）＋GC‐ECD 

適用不可。 別ルート

の開発で

基準に導

入済み 

 

表６-２ 平成３１年度事業での開発・確認の結果概要 

物 質 名 試験対象の手法 結果及び測定への適用 備考 

ジアニシジン 固体捕集＋GC－MS  １日以内に分析なら適用可。 事業場数

少(31) 固体捕集＋HPLC－FL 適用不可。 

アクリルアミド 固体捕集＋HPLC 基準満足し適用可。  

塩化ビニル 固体捕集（モレキュラ

ーシーブ）＋GC－FID  

１日以内に分析なら適用可。  

 

固体捕集（活性炭）＋

GC－FID 

適用不可。 

 

 

 

クロム酸、 

重クロム酸 

固体捕集（アルカリ含

浸フィルター）＋ICP－

AES 

基準満足し適用可。  

固体捕集＋ICP－MS 基準満足し適用可。  

コバルト ろ過捕集＋ICP－MS 基準満足し適用可。  

ニッケル ろ過捕集＋ICP－MS 基準満足し適用可。  

砒素 ろ過捕集＋ICP－MS 基準満足し適用可。  
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（２）実施方法 

  ①現場実証確認試験の現場の選定 

作業環境測定機関に委託するものとし、まず、対象となる新しい測定手法の開発・

確認の担当機関に現場実証確認試験を打診するとともに、平成 30 年度事業の全機関

アンケートを基に該当物質の測定実績のある機関に打診を行い、1 物質当たり 2 現場

で現場実証試験を行うため、逐次交渉し計 3 物質 6 現場を確保することとした。調整

の結果、現場実証試験は、表 6-3「新しい測定手法の現場実証確認試験実施機関等」

のとおり実施することとなった。 

なお、対象の 3 物質のうち、アクリルアミドの現場実証試験については当初計画の 

2 事業場のうち 1 事業場でアクリルアミドを用いる測定対象作業の予定がなくなった

ことと、そのことが判明した時期的な問題等から、アクリルアミドの現場実証試験は

1 事業場のみとなった。 

 

表６-３ 新しい測定手法の現場実証確認試験実施機関等 

物質名 実施機関 協力事業場 

アクリルアミド （一財）上越環境科学センター Ａ研究所 

コバルト （株）東海分析化学研究所 Ｂ機械工場 

（株）テトラス Ｃ金属製品工場 

ニッケル （株）群馬分析センター Ｄ化学工場 

（株）テトラス Ｅ金属加工工場 

 

②現場実証試験の具体的な進め方 

検証の実施方法は、新しい測定手法と既存の測定手法とを並行して実施して比較検

討することにより行うこととした。また、当該現場実証試験のための実施要領(別添

資料№4)を策定し、これを基に現場実証試験を担当する作業環境測定機関に実施して

もらうこととした。 

 

 以下「実施要領」より抜粋 

 

１．現場実証確認試験の実施方法 

(１)再現性試験 

１）新測定手法マニュアルに基づき、捕集材・捕集剤に既知量の標準物質を添加したものを

作成する。（例）管理濃度の 1/2 相当） 

２）この作成試料を新測定手法マニュアルに基づき、前処理と分析を行い、回収率を求める。

（上記 1）のとおり、濃度は 1 種でよい。） 

３）当該試験は現場適用試験前に確認する場合と現場適用試験後の現場試料分析操作時に

併せて行う場合があるが、この結果を現場適用試験結果と併せて提出する。 
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４）このとき求められる回収率は開発時の必要条件と同様に±10 パーセントを目途とする。 

(２)現場適用試験 

 現場適用試験は、測定を実施する作業現場の気中有害物質濃度の推定範囲及びこの度の

検証対象物質に対する従来法と新測定手法の試料採取方法と分析方法の関係により、次の

６つの組み合わせが考えられる。（第 1 表参照） 

 既往の測定結果で一定の濃度が出ている現場においては、現行の定期測定に併せて新測

定手法マニュアルに基づく測定を各測定点において行い、それぞれ比較対照する。 

 既往の測定結果が ND の現場においては、測定値による比較対照ができないため、新測

定手法において標準添加法を実施し、その回収率により評価する。 

 なお、表中、すでに新法を採用している場合とは、原子吸光光度法の代わりにすでに ICP-

MS 法により測定を実施している場合等を想定したものである。また、独自手法を採用して

いる場合とは、当該機関が作業環境測定基準に示される測定方法と同等以上、かつ、作業環

境評価基準に耐えうる精度を担保している方法で測定を実施している場合を想定した。こ

れらの組み合わせ毎に実施方法(別紙１)を定めることとする。 

 第 1 表 今回の検証対象の対象物質に対する従来法と新たな手法(測定方法)の関係と作

業場の気中濃度の組み合わせ 

作業場の気中濃度 試料採取方法と分析方法の組み合わせ 

 

ND 

１）試料採取方法が従来法と同じで分析方法は異なる 

２）いずれも従来法とは異なる 

３）すでに新法又は独自手法を採用している 

 

一定濃度 

４）試料採取方法が従来法と同じで分析方法は異なる 

５）いずれも従来法とは異なる 

６）すでに新法又は独自手法を採用している 
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別紙１ 

現場適用試験の具体的実施方法について 

  

現場適用試験は、基本的には従来法と新測定手法の併行測定を実施してその結果を比較

検討することとする。現場の気中濃度、従来法と新測定手法の測定方法の組み合わせに応じ

下表のとおりとし、具体的事項は以下のとおりとする。 

 

現場の気中

濃度 

試料採取方法と分析

方法の組み合わせ 

試料採取方法 前処理 分析 

 

 

ND 

 

 

 

試料採取方法が従来

法と同じ 1) 

従来法と新測定手法各々

で実施する。 

また、新法試料は標準添加

用の試料採取を別途実施

する。試料空気吸引前又は

前処理時に標準添加を行

うが、測定結果が ND でな

ければ標準添加試料の測

定は不要とする。 

各々で実施する。 

 

 

 

 

 

各々で実施 

 

いずれも従来法とは

異なる 2) 

 

すでに新法又は独自

手法を採用している

3) 

現に採用している手法の試料採取方法と分析方法の新法との

関係から上記２つのパターンのいずれかに当てはまるもの 

 

 

一定濃度 

試料採取方法が従来

法と同じ 4) 

従来法と新測定手法各々

で実施する。 

 

各々で実施する。 各々で実施 

 

いずれも従来法とは

異なる 5) 

すでに新法又は独自

手法を採用している

6) 

 

(４)判定基準 

①再現性試験 

 管理濃度の 1/2 相当濃度の既知濃度で作成した試料の測定結果から回収率を求める。求め

た回収率が新測定手法を開発した際に確認した回収率に近似(開発段階の±10％以内)して

いること。 
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②現場適用試験 

新測定手法が作業環境測定の手法として適用可能か否かが要点と考える。このために、一

定精度の測定値が得られ、適切な作業環境評価が行えること。これを判定する基準とする。 

具体的には、A 測定、B 測定を実施した際に、その結果を従来法と比較した時、測定値を

はじめとして幾何平均値、幾何標準偏差等がほぼ一致することを前提とし、実際の測定結果

から適否を専門家による委員会で判定する。 

なお、既往の測定結果が ND のため新測定手法に標準添加法を実施した場合は、その回

収率（±10％以内）により評価する。 

 

「実施要領」抜粋終わり 

 

６．４ 新しい測定手法の現場実証確認試験の実施結果 

(１)アクリルアミド（管理濃度：0.1 ㎎/㎥） 

アクリルアミドの検討は、OSHA PV2004 を参照してアレンジした方法として開発した平

成 31年度の本事業の報告書収載の「アクリルアミドの測定手法検討結果」を参考に捕集

方法は固体捕集方法と高速液体クロマトグラフ分析法（HPLC 法）の組み合わせにより行

った。 

  ①一般財団法人 上越環境科学センターによる実施結果 

再現性試験の回収率は、5サンプル作成して試験した結果、試料濃度 0.05 ㎎/㎥に対

して 90％～96％の回収率でＣＶ10％以内と良好であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
再現性確認用試料測定結果 

（  mg/㎥ ；単位） 

① 0.045  

② 0.048  

③ 0.048  

④ 0.047  

⑤ 0.047  

幾何平均値 0.047  

幾何標準偏差 1.03  

№ 測定結果(㎎/㎥)
サンプル① 0.045
サンプル② 0.048
サンプル③ 0.048
サンプル④ 0.047
サンプル⑤ 0.047
標準偏差 0.0012
平均値 0.047
変動係数 0.026
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現場適用試験については、従来法(固体捕集とろ過捕集の組み合わせで LC-MS/MS 分

析)の測定結果が、A測定点 5点と B測定値含めて当該従来法の定量下限値未満の値(＞

0.01)となった。併行して実施した新測定手法についても同様の結果(定量下限値＞

0.01)であった。このため、新測定手法により試料採取した試料の全てに標準添加

(0.05)を行い、その結果を確認したところ、添加回収率は A測定 5サンプル、B測定 1

サンプルを作成して試験した結果、全て 90％以上、A測定サンプル５つのＣＶ10％以内

と良好であった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より、アクリルアミドを対象として確認試験を実施した 1 つの屋内作業場では

気中濃度が採用した従来法・新測定手法共に測定点毎の測定値は全て定量下限未満と

いう結果であったことから、全ての測定点毎の捕集試料に管理濃度の 1/2 相当濃度の

アクリルアミドを添加して測定結果を得たものであったが、回収率、変動係数以外に作

業環境評価に関する幾何平均値、幾何標準偏差についても、一定の標準添加量に対して

十分な精度結果が得られたことが確認できた。 

 

 

無添加 標準添加

① <0.01 <0.01 0.047

② <0.01 <0.01 0.047

③ <0.01 <0.01 0.045

④ <0.01 <0.01 0.050

⑤ <0.01 <0.01 0.047

⑥ <0.01 <0.01 0.046

B測定 B <0.01 <0.01 0.047

0.010 0.010 0.047

1.00 1.00 1.04

0.030 0.030 0.14

0.013 0.013 0.059

測定結果

（ppm、mg/m3）

新測定手法

A測定

測定点※4
現行法との差

(%)※1

幾何平均値

幾何標準偏差

第1評価値

第2評価値

現行法

判定※2 特記事項※3

　

№ 標準添加測定結果(㎎/㎥)
サンプル① 0.047
サンプル② 0.047
サンプル③ 0.045
サンプル④ 0.050
サンプル⑤ 0.047
サンプル⑥ 0.046
標準偏差 0.0017
平均値 0.047
変動係数 0.036
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（２）コバルト（管理濃度：0.02 ㎎/㎥） 

コバルトの検討は、ＥＰＡのＩＯ-3.1 及びＩＯ-3.5 を参照してアレンジした方法と

して開発した平成 31 年度の本事業の報告書収載の「コバルトの測定・分析手法に関す

る検討結果報告書」を参考に捕集方法はろ過捕集方法と酸分解‐誘導結合プラズマ質

量分析法（ICP-MS 法）の組み合わせにより行った。 

  ①(株)東海分析研究所による実施結果 

再現性試験の回収率は、5サンプル作成して試験した結果、試料濃度 0.01 ㎎/㎥に対

して 4 サンプルは 90％～101％、1 サンプルが 85%の回収率でＣＶ10％以内と良好であ

った。 

作業環境測定のための測定手法の実証確認表（再現性試験） 

  
再現性確認用試料測定結果 

（  mg/㎥ ；単位） 

① 0.0093  

② 0.0101  

③ 0.0085  

④ 0.0100  

⑤ 0.0090  

⑥   

幾何平均値 0.0094  

幾何標準偏差 1.08  

 

 

  

 

 

 

 

 

   現場適用試験については、従来法(ICP-AES 法で実施している)の測定結果が、A測定

点 5点のうち 1点以外は B測定値含めて当該従来法の定量下限値未満の値(＜0.001)と

なった。併行して実施した新測定手法(ICP-MS)についても同様の結果(定量下限値＜

0.001)であった。このため、新測定手法により試料採取した試料の全てに標準添加

(0.01)を行い、その結果を確認したところ、添加回収率は A測定 5サンプル、B測定 1

サンプルを作成して試験した結果、全て 90％以上、A測定サンプル５つのＣＶ10％以内

と良好であった。  

 

№ 測定結果(㎎/㎥)
サンプル① 0.0093
サンプル② 0.0101
サンプル③ 0.0085
サンプル④ 0.0100
サンプル⑤ 0.0090
標準偏差 0.00068
平均値 0.0094
変動係数 0.072
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   作業環境測定のための測定手法の実証確認表（現場適用試験） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②(株)テトラスによる実施結果 

再現性試験の回収率は、5サンプル作成して試験した結果、試料濃度 0.01 ㎎/㎥に対

して 94.9％～98.9％の回収率でＣＶ10％以内と良好であった。 

 

作業環境測定のための測定手法の実証確認表（再現性試験） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

再現性確認用試料測定結果

（  mg/m3　；単位）
特記事項※2

① 0.0097 回収率97.3%

② 0.0095 回収率95.1%

③ 0.0097 回収率97.2%

④ 0.0095 回収率94.9%

⑤ 0.0099 回収率98.8%

⑥

幾何平均値 0.0097

幾何標準偏差 1.02

無添加 標準添加

① <0.001(ND) <0.001(ND) 0.0100 - ○

② <0.001(ND) <0.001(ND) 0.0102 - ○

③ 0.001 0.001 0.0104 0.000 ○

④ <0.001(ND) <0.001(ND) 0.0100 - ○

⑤ <0.001(ND) <0.001(ND) 0.0103 - ○

⑥ - - - - -

B1 <0.01 <0.01 0.0104 - ○

B2 - - - - -

0.001 0.001 0.0102

1.00 1.00 1.02

0.030 0.030 0.031

0.001 0.001 0.013

測定結果

（ppm、mg/m3）

新測定手法

A測定

測定点※4
現行法との差

(%)※1

幾何平均値

幾何標準偏差

第1評価値

第2評価値

B測定

現行法

判定※2 特記事項※3

　

№ 標準添加測定結果(㎎/㎥)
サンプル① 0.0100
サンプル② 0.0102
サンプル③ 0.0104
サンプル④ 0.0100
サンプル⑤ 0.0103
標準偏差 0.00018
平均値 0.0102
変動係数 0.018

－43－



 

 

 

 

 

 

 

 

   現場適用試験については、従来法(フレームレス原子吸光光度法で実施している)の

測定結果が、A 測定点 5 点と B 測定値含めて全てが当該従来法の定量下限値未満の値

(＜0.002)となった。併行して実施した新測定手法(ICP-MS)についても同様の結果(定

量下限値＜0.002)であった。このため、新測定手法により試料採取した試料の全てに標

準添加(0.01)を行い、その結果を確認したところ、添加回収率は A測定 5サンプル、B

測定 1 サンプルを作成して試験した結果、全て 90％以上、A 測定サンプル５つのＣＶ

10％以内と良好であった。 

 

作業環境測定のための測定手法の実証確認表（現場適用試験） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 測定結果(㎎/㎥)
サンプル① 0.0097
サンプル② 0.0095
サンプル③ 0.0097
サンプル④ 0.0095
サンプル⑤ 0.0099
標準偏差 0.00016
平均値 0.0097
変動係数 0.017

無添加 標準添加

① <0.002 <0.002 0.0096 -

② <0.002 <0.002 0.0094 -

③ <0.002 <0.002 0.0094 -

④ <0.002 <0.002 0.0094 -

⑤ <0.002 <0.002 0.0093 -

⑥

B1 <0.002 <0.002 0.0099 -

B2

0.002 0.002 0.0094

1.00 1.00 1.01

0.0059 0.0059 0.028

0.0025 0.0025 0.012

現行法

判定※2 特記事項※3

新測定手法における標準添加は無添加試料に
+0.010mg/m3となる量を添加した。
測定結果において「<」は定量下限値未満の
意味です。

測定結果

（ppm、mg/m3）

新測定手法

A測定

B測定

測定点※4
現行法との差

(%)※1

幾何平均値

幾何標準偏差

第1評価値

第2評価値

№ 標準添加測定結果(㎎/㎥)
サンプル① 0.0096
サンプル② 0.0094
サンプル③ 0.0094
サンプル④ 0.0094
サンプル⑤ 0.0093
標準偏差 0.00011
平均値 0.0094
変動係数 0.012
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  以上より、コバルトを対象として確認試験を実施した 2 つの屋内作業場ともに気中濃

度が採用した従来法・新測定手法共に測定点毎の測定値は全て定量下限未満という結果

であったことから、全ての測定点毎の捕集試料に管理濃度の 1/2 相当濃度のコバルトを

添加して測定結果を得たものであったが、回収率、変動係数以外に作業環境評価に関す

る幾何平均値、幾何標準偏差についても、一定の標準添加量に対して十分な精度結果が

得られたことが確認できた。 

 

(３) ニッケル（管理濃度：0.1 ㎎/㎥） 

ニッケルの検討は、ＥＰＡのＩＯ-3.1 及びＩＯ-3.5 を参照してアレンジした方法とし

て開発した平成 31 年度の本事業の報告書収載の「ニッケルの測定・分析手法に関する

検討結果報告書」を参考に捕集方法はろ過捕集方法と酸分解‐誘導結合プラズマ質量分

析法（ICP-MS 法）の組み合わせにより行った。 

 ①(株)群馬分析センターによる実施結果 

同センターにて開発試験を行った測定手法のため再現性試験は実施せず。 

現場適用試験については、従来法(ICP-AES)の測定結果が、A 測定点 7 点と B 測定値

含めて 0.015～0.086 ㎎/㎥の測定値が得られた。併行して実施した新測定手法につい

ても同様に 0.010～0.078 ㎎/㎥の測定値が得られた。測定点毎の従来法の測定値と新

測定手法の測定値を比較した時、その差の割合が 10％を超えている測定点が 5点(A測

定①、②、③、⑤、⑦)あるが、A測定点全体の幾何平均値、幾何標準偏差、評価値はほ

ぼ同様の数値となった。また、B測定 2点の併行測定結果についてはほぼ近似している

と思われる測定値が得られていた。 

当該試験では、従来法と新測定手法の測定値は、これまでの現場試験で初めて定量下

限値を超える、実際の測定値(気中濃度)が得られた結果となったが、概要は次のとおり

となった。 

１）Ａ測定点７点の内５点で従来法と新測定手法の測定値の差が１０パーセントを超

えていた。これは従来法と新測定手法は同じ測定点といえども、個別にろ過捕集を実施

して、それぞれで前処理操作を行い試料溶液を得たものを分析しているため、ほぼ同じ

測定点といっても多少の試料採取位置の違いの影響があると推測された。 

   なお、Ａ測定７点の結果に基づく幾何平均、幾何標準偏差は、従来法、新測定手法共

にほぼ同程度の値となっており、当然のことながら、そこから導かれる第１評価値、第

２評価値も同程度の値となっていた。 

   また、参考のため、従来法用(ＩＣＰ-ＡＥＳ)のＡ測定点及びＢ測定点の試料液を新

測定手法の分析方法(ＩＣＰ-ＭＳ)で測定した結果を確認すると、その差が A測定点⑤

の一点で 11.5%となったがそれ以外の測定点において全て１０％以内に入っており、よ

り両者の値は近似したことから新測定手法の分析には全く問題がないことがわかるも

ので、先述のとおり若干の試料採取位置の違いの影響が考えられるとされた。 

２）Ｂ測定点は２点実施していたがいずれも従来法と新測定手法の差は１０％以内で

あった。 
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参考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準添加

① 0.020 0.024 － 20.0 ×

② 0.015 　 0.010 － -33.3 ×

③ 0.044 　 0.035 － -20.5 ×

④ 0.024 　 0.025 － 4.2 ○

⑤ 0.026 　 0.029 － 11.5 ×

⑥ 0.023 0.022 － -4.3 ○

⑦ 　 0.026 　 0.029 － 11.5 ×

B1 　 0.086 　 0.078 － -9.3 ○

B2 0.033  0.034 － 3.0 ○

0.024 0.023 　

1.38 1.50 　

0.082 0.085 　

0.032 0.032 　

A測定

B測定

測定点※4
現行法との差

(%)※1

幾何平均値

幾何標準偏差

第1評価値

第2評価値

新測定手法

無添加
現行法

判定※2 特記事項※3

　

測定結果

（ppm、mg/m3）

№ 従来法測定結果(㎎/㎥) 無添加測定結果(㎎/㎥)
サンプル① 0.020 0.024
サンプル② 0.015 0.010
サンプル③ 0.044 0.035
サンプル④ 0.024 0.025
サンプル⑤ 0.026 0.029
サンプル⑥ 0.023 0.022
サンプル⑦ 0.026 0.029
標準偏差 0.0091 0.0078
平均値 0.025 0.025
変動係数 0.36 0.31
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 ②(株)テトラスによる実施結果  

再現性試験の回収率は、5 サンプル作成して試験した結果、試料濃度 0.05 ㎎/㎥に対

して 101％～104％の回収率でＣＶ10％以内と良好であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現場適用試験については、従来法(フレームレス原子吸光分析)の測定結果が、A 測

定点 5 点のうち測定点①が 0.017、同②が 0.011 ㎎/㎥という結果が得られたが、残り

の A 測定点における測定値と B 測定値については当該従来法の定量下限値未満の値

(＞0.01)となった。併行して実施した新測定手法についても同様に A 測定点①で

0.018 ㎎/㎥という結果が得られ、同②では定量下限値＞0.01 であったが検量線から読

み取った値は 0.09 ㎎/㎥という結果であった。その他の測定点については従来法の結

果と同様に定量下限値＞0.01 であった。 

このため、新測定手法により試料採取した試料の全てに標準添加(0.05)を行い、そ

の結果を確認したところ、添加回収率は A 測定 5 サンプル、B 測定 1 サンプルを作成

して試験した結果、全て 90％以上、A 測定サンプル５つのＣＶ10％以内(A 測定点①

及び②で得られたニッケル濃度を差し引いた場合で)と良好であった。 

 

 

 

 

 

再現性確認用試料測定結果

（  mg/m3　；単位）
特記事項※2

① 0.051 回収率103.0%

② 0.052 回収率103.4%

③ 0.052 回収率104.0%

④ 0.052 回収率103.1%

⑤ 0.051 回収率101.1%

⑥

幾何平均値 0.051

幾何標準偏差 1.01

№ 測定結果(㎎/㎥)
サンプル① 0.051
サンプル② 0.052
サンプル③ 0.052
サンプル④ 0.052
サンプル⑤ 0.051
標準偏差 0.00054
平均値 0.051
変動係数 0.010
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※参考 標準添加前の測定結果(濃度)を差し引いた場合の測定値等の推定値 

 

以上より、ニッケルを対象として確認試験を実施した 2 つの屋内作業場のうち、(株)テ

トラスが実施した屋内作業場については、気中濃度が採用した従来法・新測定手法共に測

定点毎の測定値は一部の測定点を除き定量下限未満という結果であったことから、全ての

測定点毎の捕集試料に管理濃度の 1/2 相当濃度のニッケルを添加して測定結果を得たもの

であったが、回収率、変動係数以外に作業環境評価に関する幾何平均値、幾何標準偏差に

ついても、一定の標準添加量に対して十分な精度結果が得られたことが確認できた。特に

標準添加前の測定結果を差し引くことで推定できたサンプル①から⑥のそれらから得た回

収率、変動係数からも新測定手法に問題ないことが確認できた。 

一方、(株)群馬分析センターが実施した屋内作業場については、実際の気中濃度が確

認できた結果から同じ A 測定点、B 測定点による試料採取とはいえ、それぞれろ過捕集

を実施していることから、各々を前処理して試料液を得たものの分析結果から、若干の

試料採取位置の違いが測定結果に反映されていると思われる結果であった。しかしなが

ら、その結果を確認したところ、A 測定結果の幾何平均、幾何標準偏差をほぼ近似して

おり、その結果から得られた第 1 評価値、第 2 評価値共に当然のことながらほぼ近似し

た結果となった。また、参考(下記参考)として、従来法(ICP-AES)の分析用に試料採取

標準添加

① 0.017 0.018 0.070 105.88 ○

② 0.011 < 0.01 0.061 -

③ < 0.01 < 0.01 0.056 -

④ < 0.01 < 0.01 0.053 -

⑤ < 0.01 < 0.01 0.054 -

⑥ < 0.01 < 0.01 0.056 -

B1 < 0.01 < 0.01 0.052 -

B2  

0.011 0.011 0.058

1.24 1.27 1.11

0.035 0.035 0.18

0.014 0.014 0.073

A測定

B測定

測定点※4
現行法との差

(%)※1

幾何平均値

幾何標準偏差

第1評価値

第2評価値

新測定手法

無添加
現行法

判定※2 特記事項※3

新測定手法における標準添加は無添加試料に

+0.050mg/m3となる量を添加した。
測定結果において「<」は定量下限値未満の
意味です。
A測定②の新測定手法無添加の数値は0.009で
す(81.8%)

測定結果

（ppm、mg/m3）

№ 標準添加測定結果(㎎/㎥) 参考値※ 標準添加前測定結果(㎎/㎥)
サンプル① 0.070 0.052 0.018
サンプル② 0.061 0.052 0.009
サンプル③ 0.056 0.054 0.002
サンプル④ 0.053 0.051 0.002
サンプル⑤ 0.054 0.053 0.001
サンプル⑥ 0.056 0.055 0.001
標準偏差 0.0063 0.0015 　
平均値 0.058 0.053 　
変動係数 0.109 0.028 　
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したろ過材を前処理した試料液を新たな測定手法(ICP-MS)で分析したところ、その結果

は近似したことから新たな測定手法の分析方法に問題がないことが確認できた。 

６．５ 新しい測定手法の現場適用の可否について   

  新たな測定手法の現場実証試験の試験結果から委員会で検討の結果定めた判定基準に

照らした結果は次のとおりとなった。なお、現場実証試験の試験結果から現場適用性に

ついての可否を判断するにあたっては、確認試験対象の事業場における測定等の全て併

せて確認のうえ、当該確認試験実施要領と照らしたうえで、現場適用性の可否に必要と

思われる要件の追加やそれらに基づく結果の審議等を行い、判定基準を設けて判定を行

った。 

(１)再現性試験の判定基準 

①管理濃度の 1/2 相当濃度の未知試料を測定した際の回収率が当該濃度に対して 90%以上

110％以内、変動係数を 10％以内とした。 

 

(２)現場適用試験の判定基準 

①現場の気中濃度が一定濃度測定できた場合 

一定精度が担保された測定値が得られ、適切な作業環境評価が行えることとした。 

具体的には、A 測定、B 測定を実施した際に、その結果を従来法と比較した時、測定値

をはじめとして幾何平均値、幾何標準偏差等がほぼ一致することを前提とし、実際の測定

結果から適否判定することとした。 

②現場の気中濃度が定量下限値未満の場合 

 新測定手法の試料に一定量添加した濃度に対しての回収率が当該濃度に対して 90%以上

110％以内、変動係数を 10％以内とした。 

 

(３)判定結果 

①アクリルアミド 

１機関において実施した再現性試験及び１事業場について実施した現場適用試験(気中濃度

は ND であったため標準添加試験を実施)共に判定基準を満たした。 

②コバルト 

２機関において実施した再現性試験及び２事業場について実施した現場適用試験(気中濃度

は ND であったため標準添加試験を実施)共に判定基準を満たした。 

③ニッケル 

２機関において実施した再現性試験及び２事業場については、うち 1 事業場については実

施した現場適用試験(気中濃度は一部を除き ND であったため標準添加試験を実施)共に判

定基準を満たした。また、一方の 1 事業場については試料採取位置に若干の違いが従来法

と新たな測定手法の結果に若干の際が生じたものと考えられる結果となったが、A 測定全

体及び B 測定の結果が乖離するほどの差異ではなく、幾何標準偏差、幾何平均は近似して

おり、その結果から得られる第 1 評価値、第 2 評価値共に同様の結果であったことが把握

できた。なお、若干の測定位置の違いの影響の有無については、参考として、従来法(ICP-
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AES)の分析用にろ過捕集して前処理して得た試料溶液を新たな測定手法(ICP-MS)で分析

した結果は、従来法と近似した結果が得られたことから、新たな測定手法における分析に

問題はなく、先述のとおり若干の測定位置の違いの影響が有ったものと考えられる結果と

なった。以上のことから当該事業場における現場適用試験結果から、新たな測定手法は適

切と考えられ、判定基準を満たしたものである。 

 

参考資料 実施要領、アクリルアミド、コバルト、ニッケル報告書 
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７ 作業環境測定機関が保有する分析機器に関するアンケート調査作業環境測定機関の保

有する分析機器に関するアンケート調査結果について 

 

７．１ アンケート調査の目的と調査対象 

 今後の新たな測定手法の検討を行うに当たって、検討対象となる新たな測定手法で採用

されている分析方法に一般の作業環境測定機関が対応できるか否かについても、当該測定

手法の検討実施の可否の判断材料になること等から、昨年度の本委員会で検討した優先度

の高い検討対象物質の種類等から、作業環境測定法施行規則別表第 3 号、第 4 号又は第 5

号の登録のある作業環境測定機関 698 を対象に、その保有している分析機器の設置状況を

把握するためにアンケート調査を実施した。 

当該アンケートの回収率は約 55％程度であることから、当該設置状況等を以って、全て

の 3 号、4 号、5 号登録のある作業環境測定機関に当たるものとは言い難いが、いずれにせ

よ、今後の新たな測定手法の検討を行うに当たっての選定等における基礎資料として有効

に活用できるものとされた。 

 

７．２ アンケート実施結果概要 

(１)作業環境測定機関登録状況 

 アンケート回答のあった 386 機関の作業場の種類(３、４、５号)に係る登録号数の別を集

計した結果、３、４、５号の登録を持つ作業環境測定機関が 336 機関(87.0%)と最も多かっ

た。次に続いたのは３、５号の登録を持つ機関が 31 機関(8.0％)であったが、それ以降の号

別登録状況は割合としては 1％前後ずつという状況であった。 

(２)分析機器別の設置状況 

 アンケート調査票(別添資料№5-2)の中であらかじめ３、４、５号登録のある作業環境測定

機関であれば法令に基づき設置していると思われる分析機器とその他昨年度までの本事業

の中で実施したアンケート回答から、設置している可能性の高い分析装置等を、主要な検出

器等の別に 21 種挙げてそれぞれについて設置の有無と設置している場合の台数を調査し

た。 

 386 機関の回答から、法令で設置が規定されている分析装置については、全ての回答機関

が設置していると推測できる集計結果が得られており、かつ、調査した全ての同系統の分析

装置について、設置台数の合計は回答機関数 386 を上回っており、分析装置の種類ごとに

状況は異なるが、複数台同じ分析装置を設置している機関が相当数含まれていることが把

握できた。 

(３)第 3 号登録機関の高速液体クロマトグラフ分析装置の設置状況 

 第 3 号登録機関にあっては作業環境測定法施行規則第五十四条第二号の規定に基づき厚

生労働大臣の定める基準の改正時の経過措置の対象となる作業環境測定機関を除き高速液

体クロマトグラフ分析装置の設置が義務付けられていることから、アンケート回答のうち
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第 3 号登録のある機関の回答から当該装置の設置状況等を抜き出して集計した。 

 集計結果をみると上記(２)の集計結果からの推測と若干異なり、アンケート回答があった

386 機関のうち、3 号登録を持つ作業環境測定機関は 371 機関であり、そのうち 32 機関

(8.6%)は高速液体クロマトグラフ分析装置の設置がないものであった。しかし、法令で当該

分析装置の設置に関しては無期限の経過措置が設けられており、設置規定が設けられる以

前に 3 号登録された機関にあっては当該分析装置の設置がなくとも登録はそのままとされ

ることとなっているため、これら 32 機関は経過措置に当たるものと推測された。このこと

から上記(２)で高速液体クロマトグラフ分析装置を設置している機関の合計が 386 機関を

超えていたのは、複数の HPLC を所有している機関以外では、４、５号登録のみの機関の

うちにも、法令で設置義務が掛からずとも、恐らく作業環境測定用途以外の目的で、高速液

体クロマトグラフ分析装置を備えている機関があったものと分かった。 

(４) 第４号登録機関の誘導結合プラズマ発光分光分析装置(ICP-AES)及び誘導結合プラズ

マ質量分析装置(ICP-MS)の設置状況 

第 4 号登録機関にあっては作業環境測定法施行規則第五十四条第二号の規定に基づき厚

生労働大臣の定める基準の改正時の経過措置の対象となる作業環境測定機関を除き誘導結

合プラズマ質量分析装置(ICP-MS)の設置が義務付けられていることと、同装置と誘導結合

プラズマ発光分光分析装置(ICP-AES)は、作業環境測定基準の関係通達により、これら装置

を用いた分析方法は原子吸光光度法と同等以上の性能を有する分析方法とされていること

から、アンケート回答のうち第 4 号登録のある機関の回答から両装置の設置状況等を抜き

出して集計した。 

集計結果を確認すると 4 号登録を持つ作業環境測定機関のうち誘導結合プラズマ発光分

光分析装置(ICP-AES)または誘導結合プラズマ質量分析装置(ICP-MS)を設置している機関

は 344 機関であり、そのうち両方設置している機関は 144 機関(41.9%)、ICP-AES のみ設

置が 95 機関(27.6％)、ICP-MS のみ設置が 39 機関(11.3%)、いずれも設置無しが 66 機関

(19.2%)であった。 

このことから、4 号登録 344 機関のうち、現状の法令の規定により設置の義務付けがある

ICP-MS を設置している機関は 183 機関(53.1%）であることがわかり、残りの機関は上記

(３)高速液体クロマトグラフ分析装置同様に経過措置の対象と思われた。 

 (５) 第３、５号登録機関のガスクロマトグラフ分析装置(GC-MS)の設置状況 

第 3 号及び第 5 号登録機関にあっては作業環境測定法施行規則第五十四条第二号の規定

に基づき厚生労働大臣の定める基準によりガスクロマトグラフ分析装置の設置が義務付け

られているが、測定対象物質の定量下限を担保するにあたって比較的有効と考えられるも

のとしてガスクロマトグラフ分析装置(GC-MS)の設置状況等についてアンケート回答のう

ち第 3 号、5 号登録のある機関の回答から同装置の設置状況等を抜き出して集計した。 

集計結果をみると３、５号登録を持つ作業環境測定機関 380 のうちガスクロマトグラフ

分析装置(GC-MS)を設置している機関は 293 機関(77.1%)であり、設置無しが 87 機関

(22.9%)であった。 

このことから、現状の作業環境測定基準及び関係通達で分析方法においてガスクロマト
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グラフ分析装置(GC-MS)によることと限定しているものは３号関係のホルムアルデヒドの

みであるにも関わらず比較的測定精度の担保に優れた当該分析装置を備えている機関が少

なくないことがわかった。 

(６) その他の分析機器の設置状況 

主たる調査対象の分析装置 21 種のうち、作業環境測定機関の必置機器以外の機器(前記

の ICP-AES を除く。)の中では、イオン電極が 102 機関(26.4%)、オートアナライザー・流

れ分析装置が 134 機関(34.7%)、蛍光エックス線分析装置が 99 機関(25.6%)と、ある程度普

及しているものの全てとまではいえない状況がみられた。主たる調査対象の分析装置 21 種

以外で設置している分析装置について問い合わせた結果、３、４、５号登録機関が法令に基

づき設置している分析装置に関係するものや補助的に使用されるもの等を「調査目的範囲

内の機器」として、また、それ以外の３、４、５号登録以外に 1 号登録、2 号の登録も併せ

持つ機関が、主としてそれらに対応するための分析装置等として設置していると思われた

ものを「調査目的範囲外の機器」として整理した。 

(７) その他分析機器や測定方法に関する意見 

 アンケート回答機関数は 386 機関であったが、自由記述として標題に係る意見を求めた

ところ 21 機関から回答が得られた。 

 大別すると次の意見に集約された。 

①作業環境測定機関登録に必要な分析装置等は、委託を受けた際に当該登録に係る作業場

の種類の全ての対象物質に対応できることが前提となっている。しかしながら、実際にはそ

のうち特定の物質の依頼しかないことが多いので測定可能な物質を限定するような、すな

わち、機関側としては(日常的な分析依頼の範囲で)必要な分析装置等を備えれば機関登録で

きるように規定改正を希望する。 

②法令で設置義務のある原子吸光光度計を用いる分析は、原子吸光光度計に代えて ICP-

AES、ICP-MS で対応可能なので、原子吸光光度計を必置機器とせず選択できるように規定

改正を希望する。 

③金属分析において、吸光光度法は精度が低い、手順の煩雑さから不要と考える。 

④作業環境測定基準で求められる同等以上の性能を有する方法については具体的に当該基

準や作業環境測定ガイドブック等で示していただきたい。 

⑤新たな測定手法(精度担保、環境に配慮した前処理法や簡素化したもの等)について作業環

境測定ガイドブック等に速やかに反映してもらいたい。 

                                      以上 

 

別添資料№5-1 アンケート実施結果 参照 
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Ⅳ 総括 

１ 調査対象の 12 物質に係る作業環境測定手法の現状調査 

  平成 30 年度事業のアンケート調査結果を基に調査した結果、有機化合物はおおむね

作業環境測定基準準拠で、金属類でも基本的には準拠ながら、すでに行政から「同等以

上の方法」として示されている ICP―AES 又は ICP-MS の採用と提案が相当数認めら

れた。 

  平成 30 年度事業のアンケート調査を基に機関独自の「同等以上の方法」の採用につ

いて調査したが独自開発の手法に関する情報は得られなかった。 

 

２ 調査対象の 12 物質に係る作業環境測定手法についての文献調査 

事務局と委員とで政府系機関の文献と学術論文に分けて文献調査を行った。 

これらのうち、国内外の学術論文は特殊・高額機材を使うものが多く、検証、普及が

困難であったことから、政府系機関の文献を中心に新しい測定手法の開発・確認に移行

するものを選定した。 

 

３ 文献調査結果を踏まえた新しい測定手法の開発・確認の候補の絞り込み等 

  文献調査結果を受けて、調査対象の 12 物質中、6 物質について新しい測定手法の開

発・確認を行うこととした。 

 

４ 新しい測定手法の開発・確認の実施結果 

上記 3 のとおり、調査対象のうち 6 物質について新しい測定手法の開発・確認を行

い、結果については下表のとおりとなった。 

 

物 質 名 試験対象の手法 結果及び測定への適用 

カドミウム ろ過捕集＋ＩＣＰ－ＭＳ 全ての基準を満足し適用可 

五酸化バナジウム ろ過捕集＋ＩＣＰ－ＭＳ 全ての基準を満足し適用可 

鉛 ろ過捕集＋ＩＣＰ－ＭＳ 全ての基準を満足し適用可 

ジクロルベンジジ

ン 

固体捕集（硫酸含浸フィル

ター）＋ＧＣ－ＥＣＤ 

基準割れが多く適用不可 

アルファ―ナフチ

ルアミン 

固体捕集（硫酸含浸フィル

ター）＋ＧＣ－ＥＣＤ 

基準割れが多く適用不可 

オルト―トリジン 固体捕集（硫酸含浸フィル

ター）＋ＧＣ－ＥＣＤ 

常温での保存性以外問題なく試料を冷

蔵保存すれば適用可 
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５ 既に開発した新しい測定手法に係る現場での実証確認試験の実施 

  平成 30 年度事業及び平成 31 年度事業において新しい測定手法の開発を行った 15 物

質のうち、開発要件を満足した 9 物質の中から 3 物質を選び、現場での実証確認試験を

実施した。 

  

６ 作業環境測定機関が保有する分析機器に関するアンケート調査 

本事業における新しい測定手法の検討に当たり、使用する機器は特殊なものではなく

作業環境測定機関に普遍的に存するものという条件があるため、作業環境測定法施行規

則第 3 号、第 4 号又は第 5 号の登録を取得している作業環境測定機関を対象に、その保

有する分析機器の現状についてアンケート調査を実施した。 

 

７ まとめ 

本事業は平成 30 年度から始まった事業で、本年度で 3 年目であるが、過去２年の経

験と取得したデータを活用して実施することができた。 

本年度事業は、従前の委託者が調査対象物質を指定する方式から受託者が調査対象物

質を選択する方式に変更されたが、平成 31 年度事業の報告書中の本事業の今後の方向

性に関する記述を基に緊急性が高いものを選択して実施した。 

最大の事業項目である新しい測定手法の開発・確認については、毎年度、十分な試験

期間の確保が課題となっていることを踏まえ、タイムスケジュールの前倒しによりでき

るだけ試験期間が確保できるようにし、結果として本年度は所定の期間内にすべての新

しい測定手法の開発・確認を行うことができた。 

その結果、調査対象の 12 物質のうち 6 物質の 6 手法について開発・確認を実施し

て、うち 3 物質 3 手法について基準を満足する結果が得られた。これらについては、さ

らに第三者による検証や現場適用を経て実用に供されることが望ましいと考える。 

また、平成 30 年度事業及び平成 31 年度事業において新しい測定手法の開発を行い基

準を満足したものの中から 3 物質を選び、現場での実証確認試験を実施した。 

さらに、本事業における新しい測定手法の検討に当たり、成果物の普及性の判断材料

とするため、作業環境測定機関が保有する分析機器の現状についてアンケート調査を実

施した。これは、来年度以降の本事業の企画・運営の参考資料となると考えられる。 

これらの検討結果を踏まえ本事業が今後さらに充実した成果につながるよう願ってや

まない。 
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資料№１   個別の新しい測定手法の開発・確認結果報告書 
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１－１ カドミウム 
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カドミウムの測定・分析手法に関する 

検討結果報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査機関：株式会社 群馬分析センター 
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１．はじめに 

 カドミウムは使用量の大半がニッケル・カドミウム電池として使用されている金属である。その他の

用途としては、硫化カドミウムが黄色の色調を示し、セレン化カドミウムが赤色の色調を示すため、顔

料として使用されている 1)。カドミウムの有害性は、長期間暴露により肺や肝臓などの循環障害や骨軟

化症を引き起こす物質として知られている 2)。また、日本産業衛生学会から、ヒトに対して発がん性の

ある物質であることが示されている 3)。表 1 にカドミウムの物理化学的性状及び許容濃度を示す。 

 

表 1 カドミウムの物理化学的性状及び許容濃度 

CAS No. 7440-43-9 

原子量 112.41         

物性 比重 8.65 g/cm3     

  沸点 765℃     

  

融点・凝固

点 321℃     

  形状 固体     

許容濃度 管理濃度 0.05mg/m3 

  日本産業衛生学会(2019 年）  0.05mg/m3 

  ACGIH(2017 年)   TLV-TWA 0.01mg/m3 

 

 

現在、作業環境測定ガイドブック 4 に示されている捕集方法及び分析方法として、ろ過捕集法による

測定を行い、塩酸や硝酸を用いて試料液の調製を行い、原子吸光分析法や誘導結合プラズマ質量分析法

による分析方法が示されている 4)。 

今回は EPA Compendium Method IO-3.15)及び IO-3.56)に示されている手法を参考に、酸処理として

硝酸のみを使用した試料液の調製を行い、誘導結合プラズマ質量分析法(コリジョン・リアクションセ

ル)にて検討を行った。 

 

 

２．文献調査 

文献調査から、ろ過捕集法で用いるろ紙は EPA Compendium Method IO-3.1 で使用していたグラス

ファイバーのろ紙を用いて検討を行った。ろ紙のサイズは直径 47 mm(有効ろ過面 35 mm)の円形ろ紙

を用い、面速度 19 cm/sec となるように設定した。また、酸処理後の操作として、EPA Compendium 

Method IO-3.1 では、遠心分離後にディスクフィルターでろ過を行い、20 mL に定容した試料液を測

定していたが、今回はろ紙から金属を溶出した後、桐山ロートで減圧ろ過を行い、50 mL に定容した

後、ディスクフィルターでろ過を行い、ろ過した試料液を適切な濃度に調整し、定容した試料液を測定

した。 

３．試薬及び器具 

３－１．試薬 

カドミウム標準液(Cd 1000、関東化学株式会社) 

濃硝酸(60%、金属分析用、関東化学株式会社) 

超純水(Simplicity UV MILLIPORE 製より蒸留水から精製) 

３－２．器具 

－65－



 

グラスファイバーフィルター(GB-100R、47 mm 円形、ADVANTEC) 

グラスファイバーフィルター(GF/F、47 mm 円形、What man) 

ローボリウムエアーサンプラー(SIP-32L、柴田科学株式会社) 

オープンフェイス型ホルダー(φ47 mm 用、柴田科学株式会社) 

シャーレ(φ87.3×14 mm、栄研化学株式会社) 

ホットプレート(HTP552DA、ADVANTEC) 

遠心チューブ(Art.No.62.559(50 ml)、Art.No.62.554.502(15 ml)、SARSTEDT) 

テルモシリンジ(5 mL、テルモ株式会社) 

ディスクフィルター(ナイロンアクロディスクφ25 mm、日本ポール社) 

 

 

４．捕集方法及び試料用ろ紙の調製方法の条件 

流速 11 L/min(面速度 19 cm/sec)で 10 分間通気(採気量 110 L)を捕集条件とし、管理濃度 1/10E～

10E 相当(0.55～55 µg)のカドミウム標準液をマイクロシリンジでろ紙表面に直接添加した。その後、

脱着率、回収率、保存性のそれぞれを次の方法で処理をして試料とした。 

１）脱着率は直接添加後、ろ紙をシャーレに入れ、密封容器内で 1 時間乾燥した。 

２）回収率は直接添加後、11 L/min で 10 分間通気した。 

３）保存性は直接添加後、11 L/min で 10 分間通気後、シャーレに入れ、室温の密封容器内で 0、

3、7 日保存した。 

 

 

５．試料液の調製方法の条件 

 「４．捕集方法及び試料用ろ紙の調製方法の条件」で調整したろ紙を 200 mL コニカルビーカーに入

れ、硝酸(60%)10 mL を加え、時計皿を乗せて、180℃のホットプレートで 30 分間加熱した。室温に

なるまで静置後、少量の温水を加え、桐山ロートを用いて減圧ろ過を行った。使用した 200 mL コニ

カルビーカーの内面を温水で 3 回洗い、洗液もろ過し、50 mL に定容した。定容した試料液をディス

クフィルターを用いてろ過し、その 1.5mL を 15 mL に定容した。その際、硝酸濃度を一定にする為、

硝酸を加えて 1.2％の硝酸濃度に調整した。 

 

６．分析方法の条件 

本報告におけるカドミウムの分析条件を表 2 に示す。 

 

表 2 カドミウムの分析条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

装置 ThermoFisherSCIENTIFIC製　iCAPRQ

測定質量数（ｍ/Z） 　114Cd（カドミウム）

内部標準物質 　115In（インジウム）

高周波出力 　1550W

プラズマ流量 　15.0L/min　アルゴン

補助ガス流量 　0.80L/min

キャリアガス流量 　0.90L/min

サンプリング深さ 　5mm

コリジョン・リアクションガス 　ヘリウム　4.5ｍL/min

積分時間 　0.1sec

測定回数    5

－66－



 

７．検量線 

 カドミウムの標準液、内部標準物質としてインジウム、硝酸濃度 1.2%となるように硝酸(60%)を加

え、超純水で希釈し、カドミウムの濃度 0 ng/mL と 6 段階の標準系列(1～30 ng/mL)を調製し、検量

線の直線性について確認した。 

その結果、調製した濃度範囲において、R=0.9999 の良好な直線性が得られた。 

表 3 にカドミウムの検量線の各濃度の標準偏差(SD)と変動係数(CV)、図 1 にカドミウムの検量線を

示す。 

表 3 カドミウムの検量線の各濃度の標準偏差(SD)と変動係数(CV) 

調製濃度            

（ng/mL) 
強度(cps) 

濃度            

（ng/mL) 

(n=5) 

SD CV(%) 

0      9  0.000 0.000  

1  10769  0.874 0.024 2.80 

2  23214  1.886 0.075 3.99 

5  58917  4.784 0.146 3.05 

10 120942  9.823 0.140 1.42 

20 247259 20.097 0.562 2.80 

30 369867 30.042 0.477 1.59 

 

 

図 1 カドミウムの検量線 

 

 

８．定量下限値及び検出下限値 

 カドミウムの標準溶液の最低濃度(1 ng/mL)を 5 回分析し、その標準偏差(SD)を算出した。得られた

標準偏差の 3 倍を検出下限値(LOD)、10 倍を定量下限値(LOQ)とした。 

その結果、11 L/min で 10 分間捕集(採気量 110 L)した場合のカドミウムの定量下限値は

0.00072mg/m3、検出下限値は 0.00022mg/m3であった。 

表 4 にカドミウムの定量下限値及び検出下限値を示す。 

 

y = 12,309 x + 9 
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表 4 カドミウムの定量下限値及び検出下限値 

標準偏差(SD)( ng/mL/sample) 0.0158 

検出下限値(LOD) ( ng/mL/sample) 0.0475 

定量下限値(LOQ) ( ng/mL/sample) 0.1585 

捕集量 110L 時の気中濃度の検出下限値(mg/m3) 0.00022 

捕集量 110L 時の気中濃度の定量下限値(mg/m3) 0.00072 

 

９．ブランク試験 

 本報告で使用するろ紙からのカドミウムの溶出を確認するために、ADVANTEC 社のろ紙と What 

man 社のろ紙を比較、検討を行った。又、操作ブランクの確認も行った。ろ紙と操作ブランクは同様

の酸処理を行い、5 サンプルを作製し、分析を行った。 

 

その結果、いずれも定量下限値未満であった。測定値としては、ADVANTEC 社のろ紙は 0.003 

ng/mL、What man 社のろ紙は 0.006 ng/mL、操作ブランクは 0.004 ng/mL であった。 

 

 

１０．脱着率 

 カドミウムの管理濃度 1/10E、1E、10E 相当(0.55、5.5、55 µg)を直接添加後、シャーレに保管し、

密封容器内で 1 時間乾燥した。硝酸を用いて試料液の調製を行い、3 濃度 5 サンプルを作製し、分析

を行った。 

その結果、全ての濃度において、脱着率 90%以上、変動係数 10%以内であった。 

表 5 にカドミウムの脱着率を示す。 

表 5 カドミウムの脱着率 

添加量 

(µg) 

110L 捕集時の濃度 

(mg/m3) 

脱着率(%)(n=5) 

Mean SD CV 

0.55 0.005(1/10E) 102.51 3.00 2.93 

5.5 0.05(1E) 100.16 3.26 3.25 

55 0.5(10E) 103.37 1.41 1.37 

 

１１．回収率 

カドミウムの管理濃度 1/10E、1E、10E 相当(0.55、5.5、55 µg)を直接添加後、シャーレに保管し、

密封容器内で 1 時間乾燥した。クリーンルーム(クラス 10000)内で、流速 11 L/min(面速度 19 cm/sec)

で 10 分間通気を行った。硝酸を用いて試料液の調製を行い、3 濃度 5 サンプルを作製し、分析を行っ

た。 

その結果、全ての濃度において、回収率 90%以上、変動係数 10%以内であった。 

表 6 にカドミウムの回収率を示す。 

表 6 カドミウムの回収率 

添加量 

(µg) 

110L 捕集時の濃度 

(mg/m3) 

回収率(%)(n=5) 

Mean SD CV 

0.55 0.005(1/10E) 103.10 1.94 1.88 

5.5 0.05(1E) 103.97 3.10 2.98 

55 0.5(10E)  98.06 4.51 4.60 
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１２．保存性 

カドミウムの管理濃度 1/10E、2E 相当(0.55、11 µg)を直接添加後、シャーレに保管し、密封容器内

で 1 時間乾燥した。クリーンルーム(クラス 10000)内で、流速 11 L/min(面速度 19 cm/sec)で 10 分間通

気を行った後、シャーレに保管し、密封容器内で 0、3、7 日保存した。硝酸を用いて試料液の調製を

行い、2 濃度 3 サンプルを作製し、分析を行った。また、分析後の溶液を 4℃で保存し、3、7 日後に分

析を行った。 

その結果、保存期間 7 日間まではいずれの条件においても、回収率 90%以上、変動係数 10%以内で

あった。 

表 7 にカドミウムの保存性、図 2 にカドミウム保存日数と回収率と関係図を示す。 

表 7 カドミウムの保存性 

添加量 

(µg) 

110L 捕集時の濃度 

(ppm) 

保存状態 保存日数 

(日) 

回収率(%)(n=3) 

Mean SD CV 

0.55 0.005(1/10E) 

ろ紙 

0 103.68 2.12 2.04 

3 113.33 4.50 3.97 

7 104.45 2.40 2.30 

液体 

0 103.68 2.12 2.04 

3 108.67 1.26 1.16 

7 105.77 2.32 2.20 

11 0.1(2E) 

ろ紙 

0  97.07 2.89 2.98 

3 112.02 2.47 2.20 

7 103.78 4.71 4.54 

液体 

0  97.07 2.89 2.98 

3 100.22 3.39 3.39 

7  97.57 2.14 2.19 

 

 

図 2 カドミウムの保存日数と保存率と関係図 
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１３．まとめ 

本報告は、EPA Compendium Method IO-3.1 及び IO-3.5 を参考に、作業環境測定におけるカドミウ

ムの測定・分析方法について検討した。測定はろ過捕集法、ろ紙は直径 47 mm のグラスファイバーフ

ィルターを使用し、硝酸による酸処理を行い、誘導結合プラズマ質量分析法で行った。捕集条件は、

流速 11 L/min(面速度 19 cm/sec)で 10 分間通気(採気量 110 L)とした。検量線は、1～30 ng/mL の濃

度範囲において、良好な直線性が得られた。定量下限値は 0.00072 mg/m3、検出下限値は 0.00022 

mg/m3であった。脱着率及び回収率は、1/10E、1E、10E 相当の濃度において、脱着率及び回収率

90%以上、変動係数 10%以内であった。保存性は、1/10E、2E 相当の濃度において、ろ紙及び溶液の

状態で保存した場合ともに、保存期間 7 日間までは回収率 90%以上、変動係数 10%以内であった。 

 以上の結果から、本報告で検討を行ったカドミウムの測定・分析方法による作業環境測定は可能であ

ることが示された。また、10 分間サンプリングでも可能であることも示された。 
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許容濃度等 物性等

管理濃度：0.05 mg/m
3 比重：8.65 g/cm

3

日本産業衛生学会： 0.05 mg/m3 沸点：765℃

融点：321℃

ACGIH TLV-TWA： 0.01 mg/m
3 形状：固体

 

ろ紙：グラスファイバーフィルター

(φ47mm、ADVANTEC)

ポンプ：ローボリウムエアーサンプラー

(SIP-32L、柴田科学株式会社)

サンプリング流量：11 L/min

サンプリング時間：10分(110 L)

保存性： 7日間保存可能

分析方法：誘導結合プラズマ質量分析法

測定機器：iCAP RQ ICP-MS

脱着率 (Thermo Fisher SCIENTIFIC)

0.55µgの場合： コリジョン・リアクションセル

  5.5µgの場合： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を使用

   55µgの場合： 検量線：1～30 µg/mLの範囲で

　　　　　　　　直線性が得られている

回収率(通気量110L) 定量法：内部標準法

0.55µgの場合： 内部標準物質：インジウム(In)

  5.5µgの場合：

   55µgの場合：

検出下限値(3SD)

0.0475 ng/mL

採気量110 L時：0.00022 mg/m3

定量下限値(10SD)

0.1585 ng/mL

採気量110 L時：0.00072 mg/m3

適用：作業環境測定

妨害：

参考文献

1)  厚生労働省, 職場安全サイト 安全データシート モデルSDS情報, カドミウム

2) EPA, Compendium Method IO-3.1, 1999.7

3) EPA, Compendium Method IO-3.5, 1999.7

103.10%

103.97%

98.06%

103.37%

カドミウム　測定分析法(別紙)

CAS No.7440-43-9分子量：112.41原子記号：Cd

サンプリング

試料液の調製：ろ紙に硝酸(60%)を10 mLを加え、

180℃のホットプレートで30分間加熱した。放冷

後、超純水で50mLに定容後、シリンジフィルター

でろ過した。この溶液を10倍希釈する為に、1.5mL

分取し、超純水を用いて15mLに定容した。試料

液の硝酸濃度は1.2%。

分析

精度

102.51%

100.16%

装置 ThermoFisherSCIENTIFIC製　iCAPRQ

測定質量数（ｍ/Z） 　114Cd（カドミウム）

内部標準物質 　115In（インジウム）

高周波出力 　1550W

プラズマ流量 　15.0L/min　アルゴン

補助ガス流量 　0.80L/min

キャリアガス流量 　0.90L/min

サンプリング深さ 　5mm

コリジョン・リアクションガス 　ヘリウム　4.5ｍL/min

積分時間 　0.1sec

測定回数    5
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１－２ 五酸化バナジウム 
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１．はじめに 

 五酸化バナジウムは、石油の脱硫、硫酸製造の過程で用いられる二酸化硫黄の酸化の他，無水フタル

酸などの薬品製造における酸化作用を利用した触媒として、幅広く使用されている金属酸化物である。

1） 

 五酸化バナジウムは、特定化学物質第二類に指定されており、気道を通じての気管支炎などの呼吸器

障害や、肺水腫、発がん性のおそれの疑いなどの有害性がある。 

 表 1 に五酸化バナジウムの物理化学的性状及び許容濃度等を示す。 

 

表 1 五酸化バナジウムの物理化学的性状及び許容濃度等 

CAS No.  1314-62-1 

化学式  V2O5 

分子量  181.88 

物性 比重（密度）  3.4 

沸点  1750℃ 

融点・凝固点  690℃（融点） 

形状  黄色～赤色の固体 

許容濃度等 管理濃度  0.03 ㎎／ｍ3 （バナジウムとして） 

日本産業衛生学会（2019 年）  0.05 ㎎／ｍ3 （バナジウムとして） 

ACＧIH（2017 年）TLV-TWA  0.05 ㎎／ｍ3 （バナジウムとして） 

 

 現在、作業環境測定ガイドブック 4（金属類）に示されている捕集方法及び分析方法として、ろ過捕

集法により試料採取を行い、硝酸及び過酸化水素を用いて試料液の調整を行い、電気加熱式原子吸光法

による分析方法が示されている。2） 

 今回は EPA Compendium Method IO-3.13）及び IO-3.54）に示されている手法を参考とし、ろ紙の酸

処理として硝酸のみを使用して試料液の調整を行い、誘導結合プラズマ質量分析法（ICP-MS）法にて

検討を行った。 

 

 

２．文献調査 

 文献調査から、ろ過捕集法で用いるろ紙は EPA Compendium Method IO-3.1 で使用されているグラ

スファイバーフィルターで検討を行った。ろ紙のサイズは直径 47 ㎜（有効ろ過面 35 ㎜）の円形ろ紙を

用い、ろ過速度 10L/min（面速度 17.1 ㎝/sec）に設定した。また、酸処理後の操作として、EPA 

Compendium Method IO-3.1 では、遠心分離後にディスクフィルターでろ過を行い、20ｍL に定容し

た試料液を測定していたが、今回はろ紙から金属を溶出させた後、通常操作の自然ろ過を行い、50ｍL

に定容した試料液を測定した。 

 なお、今回測定対象とするのは五酸化バナジウムであるが、管理濃度との比較を含めバナジウムと

しての評価を行うこととなるので、以後の実験ではバナジウム濃度についての測定方法の検討を行っ

た。 

 

３．試薬及び器具 

 ３－１．試薬 
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 ・バナジウム標準液（V 1000、関東化学株式会社） 

 ・イットリウム標準液（Ｙ1000、関東化学株式会社） 

 ・硝酸（1.38 金属分析用 関東化学株式会社） 

 ・純水（JIS K0557 A4 相当 WＧ250 ヤマト科学株式会社製で作製） 

 

 ３－２．器具 

 ・グラスファイバーフィルター（GB-100R 47 ㎜円形 ADVANTEC） 

 ・テフロン加工グラスファイバーフィルター（TF-90 47 ㎜形 柴田科学株式会社） 

 ・ローボリュームエアーサンプラー（SIP-32L 柴田科学株式会社） 

 ・オープンフェイス型ホルダー（φ47 ㎜用 柴田科学株式会社） 

 ・シャーレ（φ86×13.5 ㎜） 

 ・ホットプレート（CMP-250AN AZONE） 

 ・遠心チューブ（50ｍL コーニング） 

 ・定量用ろ紙（No.5B 90 ㎜円形 ADVANTEC） 

 

 ３－３．分析装置 

 ・誘導結合プラズマ質量分析装置（ICP-MS） Bruker 製 Aurora M90 

 

 

4．採取方法及び試料用ろ紙の調整方法の条件 

 流速 10L／min（面速 17.1 ㎝/sec）で 10 分間通気（採気量 100L）を捕集条件とし、管理濃度 Eの 1/10

～10 倍相当（0.3～30μｇ）のバナジウム標準液をマイクロシリンジでろ紙表面に直接添加した。 

その後、脱着率、回収率、保存性のそれぞれを次の方法で処理をして試料とした。 

 1）脱着率 直接添加後、ろ紙をシャーレに入れ、密閉容器内で 1時間乾燥した。 

 2）回収率 直接添加後、ろ紙をシャーレに入れ密閉容器内で 1時間乾燥後、10Ｌ/min で 10 分間通気

した。 

 3）保存性 直接添加後、ろ紙をシャーレに入れ密閉容器内で 1時間乾燥後、10Ｌ/min で 10 分間通気

した後、室温の密閉容器内で、0、1、3、5日保存した。 

 

 

5. 試料液の調整方法の条件 

 「4．採取方法及び試料用ろ紙の調整方法の条件」で調整したろ紙を 100ｍＬコニカルビーカーに入

れ、硝酸 10ｍＬを加え、時計皿でカバーし、180℃のホットプレートで 30 分間加熱した。室温になる

まで静置後、少量の純水を加え、No.5B のろ紙を用いてろ過した。使用したコニカルビーカーの内面を

純水で 4 回洗い、洗液もろ過し、内部標準物質としてイットリウム（0.5μｇ/mL）2.0ｍＬ及び硝酸 0.5

ｍL を加え 50ｍL に定容した。 

6．分析方法の条件 

 本報告における ICP-MS による五酸化バナジウムの分析条件を表 2 に示す。 
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表 2 五酸化バナジウムの分析条件 

装置  Bruker 製 Aurora M90 

測定質量数（ｍ/Z）  51 V（バナジウム） 

内部標準物質  89 Y（イットリウム） 

高周波出力  1400W 

プラズマ流量  18.0L/min 

補助ガス流量  1.50L/min 

キャリアガス流量  0.85L/min 

サンプリング深さ  6.5mm 

コリジョン・リアクションガス  ヘリウム 110ｍL/min 

積分時間  1.2sec 

測定回数  3 

 

 

7．検量線 

 バナジウムの標準液（1000 ㎎/L）を適宜希釈し、内部標準物質としてイットリウム（0.5μｇ/mL）

を 2ｍL 添加し、硝酸濃度として 1vol.％（wt.0.6％）とし、バナジウム濃度として０～120μg/L の

標準系列となるよう液量 50ｍL に調整した。この 6 段階の濃度の検量線用溶液を分析し、検量線の

直線性について確認した。 

 その結果、調整した濃度範囲において、良好な直線性が得られた。 

 表 3 にバナジウムの検量線の各濃度の強度及び、内部標準物質に対する強度比、図 1 にバナジウム

の検量線を示す。 

 

表 3 バナジウム検量線作成時の各濃度での強度及び強度比 

調整濃度 

（μg/L） 

100L 捕集時の 

濃度（㎎/㎥） 

強度 

（cps） 

強度比 

  0.0 0.0     41.67   0.00210 

   6.0 0.003   (0.1Ｅ）    5446.00   0.27722 

  30.0 0.015 （0.5Ｅ）    28618.33   1.41977 

  60.0 0.030 （1.0Ｅ）    57415.67   2.81929 

  90.0 0.045 （1.5E）    90801.00   4.26476 

 120.0 0.060 （2.0E）   119513.00   5.76133 

               Ｅ＝管理濃度 
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図 1 バナジウムの検量線（縦軸は強度比） 

 

 

 

8．定量下限値及び検出下限値 

 バナジウム標準液の最低濃度（6.0μｇ/L）を５回分析し、その標準偏差（SD）を算出した。得られ

た標準偏差の３倍を検出下限値（LOD）、10 倍を定量下限値（LOQ）とした。 

 また、10L/min で 10 分間捕集（採気量 100L）した場合の、バナジウムの気中濃度としての検出下

限値は、0.00007 ㎎/㎥、定量下限値は 0.00023 ㎎/㎥であった。これらは、いずれも管理濃度（0.03 ㎎

/㎥）の 10 分の 1 を十分に下回るものである。 

 表 4 にバナジウムの定量下限値及び検出下限値を示す。 

  

表 4 バナジウムの定量下限値及び検出下限値 

 標準偏差（SD）  0.04555 μｇ/L 

 検出下限値（LOD）  0.1366 μｇ/L 

 定量下限値（LOQ）  0.4555 μｇ/L 

 採気量 100L での検出下限値  0.00007 ㎎/㎥ 

 採気量 100L での定量下限値  0.00023 ㎎/㎥ 

 

9．ブランク試験 

 本報告で使用したろ紙からのバナジウムの溶出量について確認するため、ADVANTEC 社のろ紙

GB-100R（本報告のために購入したものろ紙 A と別ロットのろ紙 B）及び別製品（柴田科学製 TF-

98）の３種類のろ紙を用いて、比較、検討を行った。 

 試験用ろ紙を試料と同様の酸処理を行い、溶出するバナジウム量の分析を行った。その結果 GB-100 
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R（ろ紙 A、ろ紙 B）と TF-98 のろ紙の差があり、同じ種類の 3 サンプル間においても、差があるこ

とが確認された。GB-100R のろ紙 A で 0.66～0.77μg/L（管理濃度の 1.1～1.3％）、ろ紙 B で 0.83～

0.88μg/L（管理濃度の 1.4～1.5％）、TF-98 で 0.42～0.45μg/L（管理濃度の 0.7～0.8％）であった。 

 表 5 にろ紙に含まれるバナジウム濃度を示す。 

 

表 5 ろ紙に含まれるバナジウム濃度 

サンプル番号 GB-100R ろ紙 A 

 濃度（μg/L） 

GB-100R ろ紙 B 

 濃度（μg/L） 

TF-98 

 濃度（μg/L） 

1   0.77   0.83   0.42 

2   0.69   0.88   0.45 

3   0.66   0.88   0.42 

                                     

 上記の結果により、いずれのろ紙を使用した場合でも、ろ紙によるブランクは管理濃度の 1％程度で

あり、実際の測定においてはろ紙ブランクを補正することで測定には問題が無いことが確認出来た。 

 

10．脱着率 

 バナジウム（五酸化バナジウム）の管理濃度 1/10E、1E、10E 相当（バナジウムとして 0.3、3.0、

30μｇ）をろ紙に直接添加後、シャーレに保管し、密閉容器内で 1 時間乾燥した。硝酸を用いてろ紙

からバナジウムを溶出させ試料液の調整を行い、3 濃度各５サンプルの試料液を作成し、分析した。 

 その結果、全ての濃度において、脱着率 90％以上、変動係数 10％以内であった。 

 表 6 にバナジウムの脱着率を示す。 

 

表 6 バナジウムの脱着率 

添加量 

（μｇ） 

100L 捕集時の濃度 

 （㎎/㎥） 

脱着率（％）（ｎ＝5） 

平均値 標準偏差 変動係数 

  0.3  0.003（1/10Ｅ） 104.29 2.17 2.08 

  3.0  0.03 （1Ｅ） 101.61 2.82 2.77 

 30  0.3  （10Ｅ） 108.65 8.08 7.43 

 

11. 回収率 

 バナジウム（五酸化バナジウム）の管理濃度 1/10E、1E、10E 相当（バナジウムとして 0.3、3.0、

30μｇ）をろ紙に直接添加後、シャーレに保管し、密閉容器内で 1 時間乾燥した後、クリーンブース

内（クラス 10000 程度）で、流速 10Ｌ/min（面速度 17cm/sec）で 10 分間通気した。硝酸を用いてろ

紙からバナジウムを溶出させ試料液の調整を行い、3 濃度各５サンプルの試料液を作成し、分析した。 

その結果、全ての濃度において、回収率 90％以上、変動係数 10％以内であった。 

 表 7 にバナジウムの回収率を示す。 

表 7 バナジウムの回収率 

添加量 

（μｇ） 

100L 捕集時の濃度 

 （㎎/㎥） 

回収率（％）（ｎ＝5） 

平均値 標準偏差 変動係数 

  0.3  0.003（1/10Ｅ） 108.29 2.48 2.29 

  3.0  0.03 （1Ｅ） 103.15 3.10 3.01 

 30  0.3  （10Ｅ） 105.07 5.07 4.82 
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12．保存性 

 バナジウム（五酸化バナジウム）の管理濃度 1/10E、2E 相当（バナジウムとして 0.3、6.0μｇ）を

ろ紙に直接添加後、シャーレに保管し、密閉容器内で 1 時間乾燥した。クリーンブース内（クラス

10000 程度 温度 22℃、湿度 60％,）で、流速 10Ｌ/min（面速度 17cm/sec）で 10 分間通気した後。

シャーレに保管し、密閉容器内で 0、1、3、5 日保存した。硝酸を用いてろ紙からバナジウムを溶出さ

せ試料液の調整を行い、2 濃度各 3 サンプルの試料液を作成し分析した。また、分析後の試料液をポリ

プロピレン製遠心チュ－ブにて 4℃で保存し、1、3、5 日後に再度分析を行った。 

 その結果、保存期間 5 日間まではいずれの条件においても、保存率 90％以上、変動係数 10％以内で

あった。表 8 にバナジウムの保存性、図 2 にバナジウムの保存日数と保存率の関係図を示す。 

 

表 8 バナジウムの保存性 

添加量 

（μｇ） 

100L 捕集時の

濃度（㎎/㎥） 

保存状態 保存日数 保存率（％）（ｎ＝3） 

平均値 標準偏差 変動係数 

 0.3 
 0.003 

（1/10Ｅ） 

ろ紙 

0 115.09 2.01 1.74 

1 115.00 1.95 1.70 

3 107.92 2.15 2.00 

5 102.19 1.01 0.99 

液体 

0 115.09 2.01 1.74 

1 109.01 6.28 5.76 

3 115.65 10.81 9.34 

5 106.47 8.54 8.03 

 6.0 
 0.06 

（2Ｅ） 

ろ紙 

0 101.46 3.90 1.92 

1 95.16 5.46 5.73 

3 105.42 2.33 2.21 

5 108.00 7.23 6.70 

液体 

0 101.46 3.90 1.92 

1 96.70 2.93 3.03 

3 107.53 7.11 6.62 

5 114.04 6.61 5.80 
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図 2 保存日数と保存率の関係図 

 

13．まとめ 

 本報告では、EPA Compendium Method IO-3.1 及び IO-3.5 を参考とし、作業環境測定における五

酸化バナジウムの測定・分析方法について検討した。測定はろ過捕集法、ろ紙は直径 47 ㎜のグラスフ

ァイバーフィルターを使用し、硝酸の酸処理を行い、誘導結合プラズマ質量分析法で分析を行った。

捕集条件は、流速 10L/min（面速 17.1 ㎝/s）で 10 分間通気（採気量 100L）とした。検量線は、6.0

～120μｇ/Ｌの濃度範囲において、良好な直線性が得られた。検出下限値は 0.00007 ㎎/㎥。定量下限

値は 0.00023 ㎎/㎥であった。脱着率及び回収率は、1/10Ｅ、1Ｅ、10Ｅ相当の濃度において、いずれ

も 90％以上、変動係数 10％以内であった。保存性は、1/10Ｅ、2Ｅ相当の濃度において、ろ紙及び溶

液の状態で保存した場合ともに、保存期間 5 日間までは回収率 90％以上、変動係数 10％以内であっ

た。 

 以上の結果から、本報告で検討を行った五酸化バナジウムの測定・分析方法により作業環境測定は

可能であることが示された。また、10L/min で 10 分間のサンプリング（採気量 100Ｌ）で、管理濃度

の 10 分の 1 以下の測定が十分可能なことが示された。 

14．参考文献 

 1)厚生労働省 職場の安全サイト モデル SDS 情報 五酸化バナジウム 

 2)公益社団法人 日本作業環境測定協会 作業環境測定ガイドブック 4 金属類-物質別各論,2019.11 

 3) EPA Compendium Method IO-3.1,1999.7 

4) EPA Compendium Method IO-3.5,1999.7 
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（別紙）             五酸化バナジウム 測定分析法 

化学式；Ⅴ2O5        分子量；181.88       CAS No. 1314-62-1 

許容濃度等 （バナジウムとして） 

   管理濃度；0.03 ㎎/㎥ 

   日本産業衛生学会； 0.05 ㎎/㎥ 

   ACGIH TLV-TWA； 0.05 ㎎/㎥ 

 

物性等 

   比重；3.4 

   沸点；1750℃ 

   融点；690℃ 

   形状；黄色～赤色の固体 

サンプリング 分析 

ろ紙；グラスファイバーフィルター 

   （φ47 ㎜、ADVANTEC GB-100R） 

ポンプ；ローボリュームエアーサンプラー

（SIP-32L、柴田科学株式会社） 

サンプリング流量；10L/min 

サンプリング時間；10 分（100L） 

保存性；5 日間保存可能 

試料液の調整；ろ紙に硝酸 10ｍＬを加え、

180℃のホットプレートで 30 分間加熱した。放

冷後ろ過し硝酸 0.5mL 及び内部標準物質を添加

し、純水を加え 50ｍL に定容した。 

 

分析方法；誘導結合プラズマ質量分析法 

分析機器；Bruker 製 Aurora M90 

コリジョン・リアクションガス； 

ヘリウム 110ｍＬ/min 

測定質量数（m/Z）；51（Ｖ） 

内部標準物質；イットリウム（Ｙ） 

検量線；6.0～120μｇ/Ｌの範囲で良好な直線性

が得られている。 

定量法；内部標準法 

 

精度 

脱着率  0.3μｇの場合；104.29％ 

     3.0μｇの場合；101.61％ 

     30μｇの場合；108.65％ 

回収率 （通気量 100Ｌ） 

     0.3μｇの場合；108.29％ 

     3.0μｇの場合；103.15％ 

     30μｇの場合；105.07％ 

検出下限値（LOD）；0.1366μｇ/Ｌ 

   100Ｌ採取の場合；0.00007 ㎎/㎥ 

定量下限値（LOQ）；0.4555μｇ/Ｌ 

   100Ｌ採取の場合；0.00023 ㎎/㎥ 

適用；作業環境測定 

妨害； 

 参考文献 

 1)厚生労働省 職場の安全サイト モデル SDS 情報 五酸化バナジウム 

 2)公益社団法人 日本作業環境測定協会 作業環境測定ガイドブック 4 金属類-物質別各論,2019.11 

 3) EPA Compendium Method IO-3.1,1999.7 

4) EPA Compendium Method IO-3.5,1999.7 
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１．はじめに 

鉛の用途及び物理化学的性状を表 1に示す 1)。  
 

表 1 鉛の用途及び物理化学的性状 

CAS No. 7439-92-1 

用途 主な用途は、鉛管・板、蓄電池、電線被膜、リサー

ジ、鉛丹、鉛白、ハンダ、活字など。 

構造式 Pb 

原子量 207.2 

物性 比重 11.34 g/cm3 (約 25 ℃) 

沸点 1740 ℃ 

融点 327.4 ℃ 

蒸気圧 235 Pa (1000 ℃) 

形状 帯青白色あるいは銀灰色の固体 

許容濃度等 管理濃度 0.05 mg/m3 

日本産業衛生学会 0.03 mg/m3 

ACGIH (TLV-TWA) 0.05 mg/m3 (1991)  

1) 安全データシート（厚生労働省 職場のあんぜんサイト）引用 

 

 

２．検討概要 

本検討では EPA MethodIO-3.5 を参考として、捕集剤にはシリカろ紙、酸処理には 2.5M 硝酸、分析

装置は ICP-MS を使用し、脱着率、回収率、保存性、検量線の直線性、検出下限値及び定量下限値の検

討を行った。 

 

2-1．試薬 

鉛標準液          ： 関東化学株式会社 1000mg/L 化学分析用 

    タリウム内部標準液    ： 関東化学株式会社 1000mg/L 化学分析用 

    硝酸 (1.38)       ： 富士フィルム和光純薬株式会社 有害金属測定用 

 

2-2．ろ紙及び器具 

シリカろ紙    ： アドバンテック東洋株式会社製 QR-100 φ25mm 

吸引ポンプ    ： 柴田科学株式会社製 MP-Σ500NⅡ 

スピッツ管   ： 栄研化学株式会社 10mL 

ウォーターバス ： ヤマト科学株式会社製 BS401 

 

2-3．試料採取条件 

流速 4.0 L/min で 10 分間（採気量 40L）のサンプリングを想定して検討を行う。試料採取後、

常温で保管する。 

 

2-4．試料調製（酸処理） 

スピッツ管にろ紙を入れ、2.5M 硝酸を 10ml 添加し、ウォーターバス内（60℃）で 2 時間浸漬

し、時々激しく振とうする。放冷後、定量フィルター(No.5C)でろ過し、ろ液を 50mL に定容して

分析試料液とした。 
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2-5．分析機器 

    表 2 に分析条件を示す。 

表 2  ICP-MS 分析条件 

装置 ICP-MS  Agilent7900 

 (アジレント・テクノロジー社製) 

高周波出力 1550 W 

プラズマガス流量 

補助ガス流量 

キャリアガス流量 

15.0 L/min Ar(アルゴン)    

0.90 L/min 

1.05 L/min 

コリジョン･リアクションガス流量 4.3 mL/ min He(ヘリウム)モード 

サンプリング深さ 8.0 mm 

推奨質量数 鉛    : 208 m/z 

タリウム : 205 m/z（内部標準） 

積分時間 0.3 sec 

測定回数 3 回 

 

 

３．検討結果 

ブランク試験、脱着率、回収率、保存性、検量線の直線性、検出下限値及び定量下限値の結果を以

下に示す。 

 

3-1．ブランク試験 

シリカろ紙、ガラスろ紙、及び PTFE ろ紙のブランク試験（n=3）を行った結果、すべてのろ紙で鉛

は検出されなかったが、今回の試験では、シリカろ紙で検討を行った。 

 

3-2．脱着率 

気中濃度(40 L 中)が約 0.005、0.05、0.5 mg/m3 (管理濃度の 1/10 から 10 倍)となるようろ紙に標

準溶液を 0.2µg(10µg/mL を 20µL)、 2µg(100µg/mL を 20µL)、 20µg(1000µg/mL を 20µL)添加して乾燥

し、一晩常温保存した試料（各濃度 5サンプル）の脱着率を確認した。結果を表 3に示す。 

 

表 3 脱着率 

添加量（µg） 
平均値（n=5） 

脱着率(%) 標準偏差 変動係数(%) 

0.2 95.2 0.90 0.94 

2 96.8 0.77 0.80 

20 99.5 1.68 1.69 
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3-3．回収率 

脱着率試験と同様に、ろ紙に標準溶液を 0.2、2、20µg 添加して室内空気（気温 21±0.5℃、湿度 

45±2%）を 4.0 L/min で 10 分間通気した試料（各濃度 5 サンプル）を分析し、回収率を確認した。

結果を表 4に示す。 

表 4 回収率 

添加量（µg） 
平均値（n=5） 

回収率(%) 標準偏差 変動係数(%) 

0.2 95.4 0.97 1.02 

2 97.4 0.80 0.82 

20 99.9 2.34 2.34 

 

3-4．保存性 

気中濃度(40 L 中)が 0.005、0.1 mg/m3 (管理濃度の 1/10、2 倍)となるようろ紙に標準溶液を

0.2µg(10µg/mL を 20µL)、4µg(100µg/mL を 40µL)添加して乾燥した試料（各濃度 3サンプル）を 0日、

1日、3日、5日間常温保存し、保存期間終了後に保存性を確認した。結果を表 5に、保存率を図 1に

示す。 

表 5 保存性 

添加量（µg） 
保存日数 

（日） 

保存性（n=3） 

平均値 標準偏差 変動係数 保存率＊(%) 

0.2 

0 94.2 0.90 0.95 100.0 

1 95.5 0.61 0.64 101.3 

3 95.6 0.99 1.03 101.4 

5 94.4 0.86 0.91 100.2 

4 

0 96.2 0.91 0.95 100.0 

1 95.9 0.85 0.88 99.7 

3 96.3 1.39 1.45 100.1 

5 94.9 0.64 0.67 98.6 

 ＊保存率は 0日目を 100％とした。 

 

図 1 保存率 

－91－



 

3-5．検量線の直線性 

標準原液を適宜 0.5M 硝酸で希釈し、4µg/L から 80µg/L の標準系列を調製した。ICP-MS で測定して

得られたイオン強度を内部標準法にて検量線を作成した結果、良好な直線性（r=0.9999）が得られた。

検量線を図 2に示す。 

      

       

図 2 検量線 

 

3-6．検出下限値および定量下限値 

検量線作成で調製した標準液の最小濃度(4µg/L)を 5 回繰り返し分析して標準偏差(σ)を求め、検

出下限値及び定量下限値を算出した結果を表 6に示す。 

検出下限値及び定量下限値から採気量 40L、最終試料液量 50mL の条件で求められる気中濃度を表 7

に示す。 

 

表 6 検出下限値と定量下限値       

 濃度(µg/L) 

1 3.94 

2 3.89 

3 3.88 

4 3.85 

5 3.93 

平均 3.90 

標準偏差（σ） 0.037 

検出下限値（3σ） 0.111 

定量下限値（10σ） 0.370 

 

 

表 7 検出下限値と定量下限値の気中濃度 

 

 

 

 

 

 検出下限値 定量下限値 

溶液濃度 µg/L 0.111 0.370 

気中濃度  mg/m3   0.000139   0.000463 
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3-7．その他 

鉛及びその化合物の誘導結合プラズマ質量分析法（ICP-MS 法）では、硝酸溶液の濃度により感度変

動が起こる場合がある為、標準溶液と試料溶液の硝酸濃度を揃えることが望ましい。 

酸処理の際に用いる器具について、ガラス製品はコンタミネーションの可能性が考えられた為、ス

ピッツ管を用いて検討を行った。ガラス製品を使用する際は、適切な濃度の硝酸で前洗浄する必要が

ある。 

 

 

４．まとめ 

本報告は EPA MethodIO-3.5 を参考に、ろ過捕集‐誘導結合プラズマ質量分析装置（ICP-MS）法で、

脱着率、回収率、保存性、検量線の直線性、検出下限値及び定量下限値について検討を実施した。 

1）脱着率 

添加量 0.2µg、2µg、20µg の 3 濃度において、90％以上であることを確認した。 

2）回収率 

添加量 0.2µg、2µg、20µg の 3 濃度において、90％以上であることを確認した。 

3）保存性 

添加量 0.2µg、4µg の 2濃度において、保存日数 5日目まで 90％以上であることを確認した。 

4）検量線の直線性 

4µg/L から 80µg/L の範囲で良好な直線性（r＝0.9999）が得られた。 

5）検出下限値及び定量下限値 

捕集量 40L の条件下で、検出下限値 0.000139 mg/m3、定量下限値 0.000463 mg/m3となった。 

 

 

５．添付資料 

（別紙）鉛及びその化合物 測定分析法
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（別紙） 鉛及びその化合物 測定分析法 

 化学式：Pb 原子量：207.19 CAS№：7439-92-1 

許容濃度等： 

管理濃度      ：0.05 mg/m3 

日本産業衛生学会  ：0.03 mg/m3 

ACGIH：TLV-TWA ：0.05 mg/m3 (1991) 

物性等 

比 重： 11.34 g/cm3 
沸 点：  1740 ℃ 

融 点：  327.4 ℃ 

形 状： 帯青白色あるいは銀灰色の固体 

サンプリング 分析 

ろ紙：シリカろ紙（QR-100 φ25mm） 

アドバンテック東洋株式会社製 

サンプリング流量： 4.0 L/min  

サンプリング時間： 10 分間（40 L） 

保存性 ：5 日間常温保存可能  

ブランク：検出せず 

分析方法：誘導結合プラズマ質量分析法（ICP-MS） 

 

酸分解： 

2.5M 硝酸を 10ml 添加し、ウォーターバス

（60℃）で 2時間保った後（時々激しく振とうす

る）、ろ過をして 50mL に定容する。 

（最終硝酸濃度：0.5M） 

 

機器：Agilent7900 (アジレント・テクノロジー製) 

 

分析条件 

高周波出力     ：1550 W 

プラズマガス流量  ：15.0 L/min Ar 

補助ガス流量    ：0.90 L/min 

キャリアガス流量  ：1.05 L/min 

コリジョン･リアクションガス流量 

：4.3 mL/ min He モード 

サンプリング深さ  ：8.0 ㎜ 

推奨質量数 

 鉛     : 208 m/z 

タリウム  : 205 m/z（内部標準） 

積分時間   : 0.3 sec 

測定回数   : 3 回 

 

検量線： 

鉛の液濃度 4～80µg/L の範囲で直線性が得られて

いる。 

 

定量法：内部標準法 

 

精度  

脱着率：添加量    0.2µg の場合 95.2 % 

  2µg の場合 96.8 % 

 20µg の場合 99.5 % 

 

回収率：添加量    0.2µg の場合 95.4 % 

  2µg の場合 97.4 % 

 20µg の場合 99.9 % 

 

検出下限値（3SD） ： 0.000139 mg/m3 

(採気量：40 L） 

 

定量下限値（10SD） ： 0.000463 mg/m3 

(採気量：40 L） 

 

適用：作業環境測定 

妨害： 

文献：EPA MethodIO-3.5 

安全データシート（厚生労働省 職場のあんぜんサイト） 

備考：  

作成日：令和 2年 11 月 
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ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
塩
酸
・
硝
酸
で

灰
化
し
、
硝
酸
で
調
製

後
、

IC
P

-A
E

S
で
分
析
す

る
。

 

0.
00

00
4～

10
 m

g/
m

3 

(5
00

 L
) 

検
出
下
限

 

0.
00

52
µg

/s
am

pl
e 

金
属
同
時
分
析

 

④
O

S
H

A
 

M
et

h
od

 n
o.
：

 

ID
-2

06
 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

2 
L

/m
in

で
サ
ン
プ
リ
ン
グ

し
、
塩
酸
、
硝
酸
で
灰
化

し
、
塩
酸
・
硝
酸
溶
液
に

溶
解
し
、

IC
P

-A
E

S
で
分

析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
51

 µ
g/

sa
m

pl
e 

金
属
同
時
分
析

 

⑤
O

S
H

A
 

M
et

h
od

 n
o.
：

 

D
-1

25
G

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
A

P
-A

E
S

 
2 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ
ン
グ

し
、
硝
酸
、
硫
酸
、
過
酸

化
水
素
で
灰
化
し
、
塩
酸

に
溶
解
し
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
47

µg
/s

am
pl

e 

金
属
同
時
分
析

 

－133－



文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

➅
O

S
H

A
 

M
et

h
od

 n
o.
：

 

10
06

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
（

M
C

E
）
メ

ン
ブ
ラ
ン
フ
ィ
ル
タ

ー
 

IC
P

-M
S

 
2 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ
ン
グ

し
、
硝
酸
・
、
過
酸
化
水

素
、
過
塩
素
酸
で
灰
化

し
、
塩
酸
で
溶
解
後
、

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
01

3 
µg

/m
3 

(4
80

 L
) 

金
属
同
時
分
析

 

⑦
H

S
E

 
ろ
過
捕
集
方
法

 

 

混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
メ
ン
ブ
ラ
ン
フ

ィ
ル
タ
ー

 

蛍
光

X
線
法

（
X

R
F

S
）

 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を

X
R

F
S
で
分
析
す
る
。

 

定
量
検
出
下
限

 

0.
02

～
4 

µg
  

金
属
同
時
分
析

 

⑧
D

F
G

 

O
rd

er
 n

o.
：

 

Z
H

 1
/1

20
.5

4E
 

ろ
過
捕
集
方
法

 
セ
ル
ロ
ー
ス
エ
ス
テ

ル
メ
ン
ブ
ラ
ン
フ
ィ

ル
タ
ー

 

黒
鉛
炉
原
子
吸

光
光
度
法

（
G

FA
A

S
）

 

3.
5 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
混
酸
（
硝
酸
・
塩

酸
）
で
溶
解
し
、

G
FA

A
S

 

で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

2.
1 

µg
/m

3 

(4
20

L
) 

 

 

⑨
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.3

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
テ
フ
ロ
ン
フ
ィ
ル
タ

ー
（

T
R

F
分
析
用
）

 

蛍
光

X
線
法

（
X

R
F

S
）

 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を

X
R

F
S
で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

6.
62

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑩
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.4

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（

T
S

P

サ
ン
プ
ラ
ー
）

 

IC
P

-A
E

S
 

捕
集
粒
子
中
の
金
属
を
熱

酸
抽
出
又
は
マ
イ
ク
ロ
波

抽
出
し
て
、

IC
P

-A
E

S
 で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

1.
1n

g/
m

3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑪
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.5

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（

T
S

P

サ
ン
プ
ラ
ー
）

 

IC
P

-M
S

  
捕
集
粒
子
中
の
金
属
を
熱

酸
抽
出
又
は
マ
イ
ク
ロ
波

抽
出
し
て
、

IC
P

-M
S

 で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
02

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

－134－



文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑫
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.6

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
ポ
リ
カ
ー
ボ
ネ
ー
ト

ト
ラ
ッ
ク
エ
ッ
ジ

(P
C

T
E

)フ
ィ

ル
タ
ー

又
は
テ
フ
ロ
ン
フ
ィ

ル
タ
ー

 

プ
ロ
ト
ン
誘
起

X
線
法

（
P

IX
E
）

 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を

P
IX

E
で
分

析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

20
1.

62
 n

g/
m

3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑬
環
境
省
 
有
害
大

気
汚
染
物
質
等
測
定

方
法
マ
ニ
ュ
ア
ル

 

ろ
過
捕
集
方
法

 

 

フ
ッ
素
樹
脂
フ
ィ
ル

タ
又
は
石
英
繊
維
フ

ィ
ル
タ

 

IC
P

-A
E

S
 

IC
P

-M
S

 

10
~

30
L

/m
in

(L
V

)の
流
量

で
1~

2
週
間

、
0.

7~
1.

5 

m
3/

m
in

の
流
量
で

24
~

48

時
間
（

H
V
）
サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
フ
ィ

ル
タ
を
酸

（
フ
ッ
化
水

素
酸
、
硝

酸
、
過
塩
素

酸
）
で
灰
化

し
、
水
を
加

え
て
溶
液
と

す
る
。
こ
の

溶
液
を

IC
P

-

A
E

S
又
は

IC
P

-M
S
で
分

析
す
る
。

 

検
量
線
作
成
時
の
標
準

偏
差

(S
)か

ら
、
定
量
下

限
値

10
S
を
求
め
る
。

 

多
元
素
同
時
測
定

方
法

 

 

－135－



文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑭
JI

S
 K

 0
08

3 

(2
01

7)
 

ろ
過
捕
集
方
法

+
液

体
捕
集
方
法

 

ダ
ス
ト
捕
集
器
（
ろ

紙
）
、
ガ
ス
吸
収
部

（
硝
酸
又
は
塩

酸
）
、
ガ
ス
吸
収

部
、
吸
引
流
量
測
定

部
で
構
成

 

IC
P

-A
E

S
 

試
料
を
酸

(硝
酸
、
過
酸
化

水
素
な
ど

)で
前
処
理
し
た

試
料
溶
液
（

10
0m

l）
を

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
01

0～
2 

m
g/

L
 

排
ガ
ス
中
の
金
属

分
析
方
法

 

ろ
過
捕
集
方
法

+
液

体
捕
集
方
法

 

ダ
ス
ト
捕
集
器
（
ろ

紙
）
、
ガ
ス
吸
収
部

（
硝
酸
）
、
ガ
ス
吸

収
部
、
吸
引
流
量
測

定
部
で
構
成

 

IC
P

-M
S

 
試
料
を
酸

(硝
酸
、
過
酸
化

水
素
な
ど

)で
前
処
理
し
た

試
料
溶
液
（

10
0m

l）
を

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
3～

50
0 

µg
/L

 

排
ガ
ス
中
の
金
属

分
析
方
法

 

⑮
JI

S
 K

 0
10

2 

(工
場
排
水
試
験
方
法

20
16

) 

 
 

IC
P

-A
E

S
 

試
料
を
酸

(塩
酸
、
硝
酸
な

ど
)で

前
処
理
し
た
後
、

IC
P

-A
E

S
 で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

10
～

20
00

 µ
g/

L
 

工
場
排
水
試
験
方

法
 

 
 

IC
P

-M
S

 
試
料
を
酸

(塩
酸
、
硝
酸
な

ど
)で

前
処
理
し
た
後
、

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
3～

50
0 

µg
/L

 

工
場
排
水
試
験
方

法
 

  
 

－136－



五
酸
化
バ

ナ
ジ
ウ
ム
（
金
属
バ
ナ
ジ
ウ
ム
を
含
む
）
「
管
理
濃
度
：

 0
.0

3m
g/

m
3（

V
と
し
て
）
」

 
文

献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

①
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

 7
30

2 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
硝
酸
：
水

（
1:

1）
で
灰
化
し
、
硝
酸

で
調
製
後
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

検
出
下
限

 

0.
1 

µg
/s

am
pl

e 

金
属
同
時
分
析

 

②
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

 7
30

4 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
ポ
リ
塩
化
ビ
ニ
ル
フ

ィ
ル
タ
ー
（

P
V

C
）

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
硝
酸
で
灰
化
し
、

精
製
水
で
調
製
後
、

IC
P

-

A
E

S
で
分
析

す
る
。

 

検
出
下
限

 

0.
1 

µg
/s

am
pl

e 

金
属
同
時
分
析

 

③
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

 7
30

6 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
塩
酸
・
硝
酸
で
灰

化
し
、
硝
酸
で
調
製
後
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

0.
00

00
4～

10
 m

g/
m

3 

(5
00

 L
) 

検
出
下
限

 

0.
00

91
 µ

g/
sa

m
pl

e 

金
属
同
時
分
析

 

⑤
O

S
H

A
 

M
et

h
od

 n
o.
：

 

ID
-1

25
G

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
A

P
-A

E
S

 
2 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ
ン
グ

し
、
硝
酸
、
硫
酸
、
過
酸
化

水
素
で
灰
化
し
、
塩
酸
に
溶

解
し
、

IC
P

-A
E

S
で
分
析

す
る
。

 

定
量
下
限

 

1.
9 

µg
/s

am
pl

e 
 

金
属
同
時
分
析

 

⑨
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.3

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
テ
フ
ロ
ン
フ
ィ
ル
タ

ー
（

T
R

F
分
析
用
）

 

蛍
光

X
線
法

（
X

R
F

S
）

 

捕
集
粒
子
中
の
金
属
を

X
R

F
S
で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

1.
59

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑩
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.4

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（

T
S

P

サ
ン
プ
ラ
ー
）

 

IC
P

-A
E

S
 

捕
集
粒
子
中
の
金
属
を
熱
酸

抽
出
又
は
マ
イ
ク
ロ
波
抽
出

し
て
、

IC
P

-A
E

S
 で

分
析

す
る
。

 

定
量
下
限

 

1.
5 

n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

－137－



文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑪
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.5

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（

T
S

P

サ
ン
プ
ラ
ー
）

 

IC
P

-M
S

  
捕
集
粒
子
中
の
金
属
を
熱
酸

抽
出
又
は
マ
イ
ク
ロ
波
抽
出

し
て
、

IC
P

-M
S

 で
分
析

す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
01

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑫
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.6

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
ポ
リ
カ
ー
ボ
ネ
ー
ト

ト
ラ
ッ
ク
エ
ッ
ジ

(P
C

T
E

)フ
ィ

ル
タ

ー
又
は
テ
フ
ロ
ン
フ

ィ
ル
タ
ー

 

プ
ロ
ト
ン
誘

起
X
線
法

（
P

IX
E
）

 

捕
集
粒
子
中
の
金
属
を

P
IX

E
で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

5.
42

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑬
環
境
省
 
有
害
大

気
汚
染
物
質
等
測
定

方
法
マ
ニ
ュ
ア
ル

 

ろ
過
捕
集
方
法

 

 

フ
ッ
素
樹
脂
フ
ィ
ル

タ
又
は
石
英
繊
維
フ

ィ
ル
タ

 

IC
P

-A
E

S
 

IC
P

-M
S

 

10
~

30
L

/m
in

(L
V

)の
流
量

で
1~

2
週
間

、
0.

7~
1.

5 

m
3/

m
in

の
流
量
で

24
~

48

時
間
（

H
V
）
サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
フ
ィ
ル
タ
を
酸
（
フ

ッ
化
水
素
酸
、
硝
酸
、
過
塩

素
酸
）
で
灰
化
し
、
水
を
加

え
て
溶
液
と
す
る
。
こ
の
溶

液
を

IC
P

-A
E

S
又

IC
P

-

M
S
で
分
析
す
る
。

 

検
量
線
作
成
時
の
標
準

偏
差

(S
)か

ら
、
定
量
下

限
値

10
S
を
求
め
る
。

 

多
元
素
同
時
測
定

方
法

 

  
 

－138－



文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑭
JI

S
 K

 0
08

3 

(2
01

7)
 

ろ
過
捕
集
方
法

+
液

体
捕
集
方
法

 

ダ
ス
ト
捕
集
器
（
ろ

紙
）
、
ガ
ス
吸
収
部

（
硝
酸
又
は
塩

酸
）
、
ガ
ス
吸
収

部
、
吸
引
流
量
測
定

部
で
構
成

 

IC
P

-A
E

S
 

試
料
を
酸

(硝
酸
、
過
酸
化

水
素
な
ど

)で
前
処
理
し
た

試
料
溶
液
（

10
0m

l）
を

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
02

～
2 

m
g/

L
 

排
ガ
ス
中
の
金
属

分
析
方
法

 

ろ
過
捕
集
方
法

+
液

体
捕
集
方
法

 

ダ
ス
ト
捕
集
器
（
ろ

紙
）
、
ガ
ス
吸
収
部

（
硝
酸
）
、
ガ
ス
吸

収
部
、
吸
引
流
量
測

定
部
で
構
成

 

IC
P

-M
S

 
試
料
を
酸

(硝
酸
、
過
酸
化

水
素
な
ど

)で
前
処
理
し
た

試
料
溶
液
（

10
0m

l）
を

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
5～

50
0 

µg
/L

 

排
ガ
ス
中
の
金
属

分
析
方
法

 

⑮
JI

S
 K

 0
10

2 

(工
場
排
水
試
験
方
法

20
16

) 

 
 

IC
P

-A
E

S
 

試
料
を
酸

(塩
酸
、
硝
酸
な

ど
)で

前
処
理
し
た
後
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

―
 µ

g/
L

 

工
場
排
水
試
験
方

法
 

 
 

IC
P

-M
S

 
試
料
を
酸

(塩
酸
、
硝
酸
な

ど
)で

前
処
理
し
た
後
、

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
5～

50
0 

µg
/L

 

工
場
排
水
試
験
方

法
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三
酸
化
二

ア
ン
チ
モ
ン
（
金
属
ア
ン
チ
モ
ン
を
含
む
）
「
管
理
濃
度
：

 0
.1

m
g/

m
3（

S
b
と
し
て
）
」

 
文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方

法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

①
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

 7
30

2 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
硝
酸
：
水

（
1:

1）
で
灰

化
し
、
硝
酸

で
調
製
後
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

検
出
下
限

 

0.
4 

µg
/s

am
pl

e 

金
属
同
時
分
析

 

③
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

 7
30

6 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
塩
酸
・
硝
酸
で

灰
化
し
、
硝
酸
で
調
製

後
、

IC
P

-A
E

S
で
分
析
す

る
。

 

0.
00

00
4～

10
 m

g/
m

3 

(5
00

 L
) 

検
出
下
限

 

0.
11

 µ
g/

sa
m

pl
e 

金
属
同
時
分
析

 

④
O

S
H

A
 

M
et

h
od

 n
o.
：

 

ID
-2

06
 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

2 
L

/m
in

で
サ
ン
プ
リ
ン
グ

し
、
塩
酸
、
硝
酸
で
灰
化

し
、
塩
酸
・
硝
酸
溶
液
に

溶
解
し
、

IC
P

-A
E

S
で
分

析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

12
 µ

g/
sa

m
pl

e 

金
属
同
時
分
析

 

⑤
O

S
H

A
 

M
et

h
od

 n
o.
：

 

ID
-1

25
G

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
A

P
-A

E
S

 
2 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ
ン
グ

し
、
硝
酸
、
硫
酸
、
過
酸

化
水
素
で
灰
化
し
、
塩
酸

に
溶
解
し
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

14
 µ

g/
sa

m
pl

e 
 

金
属
同
時
分
析

 

⑦
H

S
E

 
ろ
過
捕
集
方
法

 

 

混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
メ
ン
ブ
ラ
ン
フ

ィ
ル
タ
ー

 

蛍
光

X
線
法

（
X

R
F

S
）

 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を

X
R

F
S
で
分
析
す
る
。

 

定
量
検
出
下
限

 

1～
5 

µg
  

金
属
同
時
分
析
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文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方

法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑯
D

F
G

 

O
rd

er
 n

o.
：

 

B
G

I 
50

5-
29

E
 

ろ
過
捕
集
方
法

 

 

セ
ル
ロ
ー
ス
エ
ス
テ

ル
メ
ン
ブ
ラ
ン
フ
ィ

ル
タ
ー

 

水
素
化
物
発

生
-原

子
吸
光

法
（

A
A

S
）

 

1 
L

/m
in

で
サ
ン
プ
リ
ン
グ

し
、
試
料
中
の
ア
ン
チ
モ

ン
を
塩
酸
で
溶
解
し
、
水

素
化
ホ
ウ
素
ナ
ト
リ
ウ
ム

（
N

aB
H

4）
を
加
え
て
水

素
化
し
、
水
素
化
物
発
生

-

A
A

S
で
分
析

す
る
。

 

定
量
下
限

 

1.
8 

µg
/m

3 

(4
20

L
) 

 

⑨
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.3

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
テ
フ
ロ
ン
フ
ィ
ル
タ

ー
（

T
R

F
分
析
用
）

 

蛍
光

X
線
分

析
法

（
X

R
F

S
）

 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を

X
R

F
S
で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

9.
45

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑩
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.4

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（

T
S

P

サ
ン
プ
ラ
ー
）

 

IC
P

-A
E

S
 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を
熱

酸
抽
出
又
は

マ
イ
ク
ロ
波

抽
出
し
て
、

IC
P

-A
E

S
 で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

5.
5 

n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑪
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.5

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（

T
S

P

サ
ン
プ
ラ
ー
）

 

IC
P

-M
S

 
捕
集
粒
子
中

の
金
属
を
熱

酸
抽
出
又
は

マ
イ
ク
ロ
波

抽
出
し
て
、

IC
P

-M
S

 で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
01

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑫
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.6

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
ポ
リ
カ
ー
ボ
ネ
ー
ト

ト
ラ
ッ
ク
エ
ッ
ジ

(P
C

T
E

)フ
ィ

ル
タ

ー
又
は
テ
フ
ロ
ン
フ

ィ
ル
タ
ー

 

プ
ロ
ト
ン
誘

起
X
線
法

（
P

IX
E
）

 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を

P
IX

E
で
分
析

す
る
。

 

定
量
下
限

 

37
6.

16
 n

g/
m

3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析
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文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方

法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑬
環
境
省
 
有
害
大

気
汚
染
物
質
等
測
定

方
法
マ
ニ
ュ
ア
ル

 

ろ
過
捕
集
方
法

 

 

フ
ッ
素
樹
脂
フ
ィ
ル

タ
又
は
石
英
繊
維
フ

ィ
ル
タ

 

IC
P

-A
E

S
 

IC
P

-M
S

 

10
~

30
L

/m
in

(L
V

)の
流
量

で
1~

2
週
間
、

0.
7~

1.
5 

m
3/

m
in

の
流
量
で

24
~

48

時
間
（

H
V
）

サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
フ
ィ
ル
タ
を
酸

（
フ
ッ
化
水
素
酸
、
硝

酸
、
過
塩
素
酸
）
で
灰
化

し
、
水
を
加
え
て
溶
液
と

す
る
。
こ
の
溶
液
を

IC
P

-

A
E

S
又
は

IC
P

-M
S
で
分

析
す
る
。

 

検
量
線
作
成
時
の
標
準

偏
差

(S
)か

ら
、
定
量

下
限
値

10
S
を
求
め

る
。

 

多
元
素
同
時
測
定

方
法

 

⑮
JI

S
 K

 0
10

2 

(工
場
排
水
試
験
方
法

20
16

) 

 
 

水
素
化
物
発

生
- 

IC
P

-A
E

S
 

試
料
を
酸

(塩
酸
、
硝
酸
な

ど
)で

前
処
理
し
た
後
、
ア

ン
チ
モ
ン
を

水
素
化
ア
ン

チ
モ
ン
と
し

、
IC

P
-A

E
S

 

で
分
析
す
る

。
 

定
量
範
囲

 

1～
50

 µ
g/

L
 

工
場
排
水
試
験
方

法
 

 
 

IC
P

-M
S

 
試
料
を
酸

(塩
酸
、
硝
酸
な

ど
)で

前
処
理
し
た
後
、

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
5～

50
0 

µg
/L

 

工
場
排
水
試
験
方

法
 

⑰
ア
ン
チ
モ
ン
お
よ

び
そ
の
化
合
物
の
測

定
手
法
検
討
結
果
報

告
書
（
厚
生
労
働
省

行
政
検
討
会
資
料
）

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
メ
ン
ブ
ラ
ン
フ
ィ
ル

タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

IC
P

-M
S

 

（
G

F
-A

A
S
：

黒
鉛
炉
原
子

吸
光
法
）

 

試
料
を
酸

(塩
酸
、
過
塩
素

酸
)で

加
熱
・
溶
解
し
た

後
、

IC
P

-A
E

S
、

IC
P

-

M
S
、

G
F

-A
A

S
で
分
析
す

る
。

 

定
量
下
限

 

5µ
g/

m
3（

IC
P

-A
E

S
）

 

0.
01

 µ
g/

m
3（

IC
P

-

M
S
）
、

0.
5 

µg
/m

3

（
G

F
-A

A
S
）
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マ
ン
ガ
ン

及
び
そ
の
化
合
物
「
管
理
濃
度
：

0.
05

m
g/

m
3（

M
n
と
し
て
、
３
年
４
月
以
降
）
」

 
文

献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方

法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

①
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

 7
30

2 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
硝
酸
：
水

（
1:

1）
で
灰

化
し
、
硝
酸

で
調
製
後
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

検
出
下
限

 

0.
02

 µ
g/

sa
m

pl
e 

金
属
同
時
分
析

 

②
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

 7
30

4 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
ポ
リ
塩
化
ビ
ニ
ル
フ

ィ
ル
タ
ー
（

P
V

C
）

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
硝
酸
で
灰
化

し
、
精
製
水
で
調
製
後
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

検
出
下
限

 

0.
09

 µ
g/

sa
m

pl
e 

金
属
同
時
分
析

 

③
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

 7
30

6 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
塩
酸
・
硝
酸
で

灰
化
し
、
硝
酸
で
調
製

後
、

IC
P

-A
E

S
で
分
析
す

る
。

 

0.
00

00
4～

10
 m

g/
m

3 

(5
00

 L
) 

検
出
下
限

 

0.
03

1 
µg

/s
am

pl
e 

金
属
同
時
分
析

 

⑤
O

S
H

A
 

M
et

h
od

 n
o.
：

 

ID
-1

25
G

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
A

P
-A

E
S

 
2 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
硝
酸
、
硫
酸
、
過

酸
化
水
素
で
灰
化
し
、
塩

酸
に
溶
解
し
、

IC
P

-A
E

S

で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
20

 µ
g/

sa
m

pl
e 

金
属
同
時
分
析

 

⑦
H

S
E

 
ろ
過
捕
集
方
法

 

 

混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
メ
ン
ブ
ラ
ン
フ

ィ
ル
タ
ー

 

蛍
光

X
線
法

（
X

R
F

S
）

 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を

X
R

F
S
で
分
析
す
る
。

 

定
量
検
出
下
限

 

1 
µg

  

金
属
同
時
分
析

 

⑨
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.3

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
テ
フ
ロ
ン
フ
ィ
ル
タ

ー
（

T
R

F
分
析
用
）

 

蛍
光

X
線
分
析

法
（

X
R

F
S
）

 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を

X
R

F
S
で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
24

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析
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文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方

法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑩
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.4

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（

T
S

P

サ
ン
プ
ラ
ー
）

 

IC
P

-A
E

S
 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を
熱

酸
抽
出
又
は

マ
イ
ク
ロ
波

抽
出
し
て
、

IC
P

-A
E

S
 

で
分
析
す
る

。
 

定
量
下
限

 

0.
9 

n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑪
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.5

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（

T
S

P

サ
ン
プ
ラ
ー
）

 

IC
P

-M
S

 
捕
集
粒
子
中

の
金
属
を
熱

酸
抽
出
又
は

マ
イ
ク
ロ
波

抽
出
し
て
、

IC
P

-M
S

 で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
02

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑫
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.6

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
ポ
リ
カ
ー
ボ
ネ
ー
ト

ト
ラ
ッ
ク
エ
ッ
ジ

(P
C

T
E

)フ
ィ

ル
タ

ー
又
は
テ
フ
ロ
ン
フ

ィ
ル
タ
ー

 

プ
ロ
ト
ン
誘
起

X
線
法

（
P

IX
E
）

 

捕
集
粒
子
中

の
金
属
を

P
IX

E
で
分

析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

3.
01

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑬
環
境
省
 
有
害
大

気
汚
染
物
質
等
測
定

方
法
マ
ニ
ュ
ア
ル

 

ろ
過
捕
集
方
法

 

 

フ
ッ
素
樹
脂
フ
ィ
ル

タ
又
は
石
英
繊
維
フ

ィ
ル
タ

 

IC
P

-A
E

S
 

IC
P

-M
S

 

10
~

30
L

/m
in

(L
V

)の
流

量
で

1~
2
週
間
、

0.
7~

1.
5 

m
3/

m
in

の
流
量

で
24

~
48

時
間
（

H
V
）

サ
ン
プ
リ
ン
グ
し
、
フ
ィ

ル
タ
を
酸
（
フ
ッ
化
水
素

酸
、
硝
酸
、
過
塩
素
酸
）

で
灰
化
し
、
水
を
加
え
て

溶
液
と
す
る
。
こ
の
溶
液

を
IC

P
-A

E
S
又
は

IC
P

-

M
S
で
分
析
す
る
。

 

検
量
線
作
成
時
の
標
準

偏
差

(S
)か

ら
、
定
量
下

限
値

10
S
を
求
め
る
。

 

多
元
素
同
時
測
定

方
法
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文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方

法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑭
JI

S
 K

 0
08

3 

(2
01

7)
 

ろ
過
捕
集
方
法

+
液

体
捕
集
方
法

 

ダ
ス
ト
捕
集
器
（
ろ

紙
）
、
ガ
ス
吸
収
部

（
硝
酸
又
は
塩

酸
）
、
ガ
ス
吸
収

部
、
吸
引
流
量
測
定

部
で
構
成

 

IC
P

-A
E

S
 

試
料
を
酸

(硝
酸
、
過
酸
化

水
素
な
ど

)で
前
処
理
し
た

試
料
溶
液
（

10
0m

l）
を

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
01

～
5 

m
g/

L
 

排
ガ
ス
中
の
金
属

分
析
方
法

 

ろ
過
捕
集
方
法

+
液

体
捕
集
方
法

 

ダ
ス
ト
捕
集
器
（
ろ

紙
）
、
ガ
ス
吸
収
部

（
硝
酸
）
、
ガ
ス
吸

収
部
、
吸
引
流
量
測

定
部
で
構
成

 

IC
P

-M
S

 
試
料
を
酸

(硝
酸
、
過
酸
化

水
素
な
ど

)で
前
処
理
し
た

試
料
溶
液
（

10
0m

l）
を

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
5～

50
0 

µg
/L

 

排
ガ
ス
中
の
金
属

分
析
方
法

 

⑮
JI

S
 K

 0
10

2 

(工
場
排
水
試
験
方
法

20
16

) 

 
 

IC
P

-A
E

S
 

試
料
を
酸

(塩
酸
、
硝
酸
な

ど
)で

前
処
理
し
た
後
、

IC
P

-A
E

S
 で

分
析
す

る
。

 

定
量
範
囲

 

10
～

50
00

 µ
g/

L
 

工
場
排
水
試
験
方

法
 

 
 

IC
P

-M
S

 
試
料
を
酸

(塩
酸
、
硝
酸
な

ど
)で

前
処
理

し
た
後
、

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
5～

50
0 

µg
/L

 

工
場
排
水
試
験
方

法
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文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方

法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑱
労
働
安
全
衛
生
総

合
研
究
所

 

マ
ン
ガ
ン
及
び
マ
ン

ガ
ン
化
合
物
の
新
た

な
測
定
法
の
検
討
結

果
報
告
書

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（
ガ
ラ

ス
繊
維
フ
ィ
ル
タ

ー
、
石
英
フ
ィ
ル
タ

ー
）

 

 

IC
P

-A
E

S
 

IC
P

-M
S

 

（
フ
レ
ー
ム
式

原
子
吸
光

法
：

A
A

S
、

電
気
加
熱
式

原
子
吸
光

法
：

G
FA

A
S
）

 

フ
ィ
ル
タ
ー
に
標
準
溶
液

を
添
加
し
、
塩
酸
、
硝

酸
、
過
塩
素
酸
で
溶
解

し
、
試
料
を
各
分
析
法
で

分
析
し
た
。

 

定
量
下
限
（
目
標
値
）

 

0.
00

2 
m

g/
m

3 

(2
00

 L
：

20
L
×

10
m

in
) 

評
価

 

IC
P

-A
E

S
：

◎
 

IC
P

-M
S
：
○

 

A
A

S
：
△

 

G
FA

A
S
：
○
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鉛
及
び
そ

の
化
合
物
「
管
理
濃
度
：

0.
05

 m
g/

m
3（

鉛
と
し
て
）
」

 
文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

①
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

：
73

02
 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
硝
酸
：
水

（
1:

1）
で
灰
化
し
、
硝
酸

で
調
製
後
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

検
出
下
限

 

0.
6 

µg
/s

am
pl

e 

金
属
同
時
分
析

 

②
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

：
73

04
 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
ポ
リ
塩
化
ビ
ニ
ル
フ

ィ
ル
タ
ー
（

P
V

C
）

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
硝
酸
で
灰
化

し
、
精
製
水
で
調
製
後
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

検
出
下
限

 

1 
µg

/s
am

pl
e 

金
属
同
時
分
析

 

③
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

：
73

06
 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
塩
酸
・
硝
酸
で

灰
化
し
、
硝
酸
で
調
製

後
、

IC
P

-A
E

S
で
分
析
す

る
。

 

0.
00

00
4～

10
 m

g/
m

3 

(5
00

 L
) 

検
出
下
限

 

0.
06

2µ
g/

sa
m

pl
e 

金
属
同
時
分
析

 

⑲
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

：
70

82
 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
セ
ル
ロ
ー
ス
エ
ス
テ

ル
メ
ン
ブ
ラ
ン
フ
ィ

ル
タ
ー

 

A
A

S
 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
硝
酸
・
過
酸
化

水
素
で
灰
化
し
、
硝
酸
で

調
製
後
、

A
A

S
で
分
析
す

る
。

 

0.
05

～
1 

m
g/

m
3 

(2
00

 L
) 
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文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑳
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

：
77

01
 

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

＊
ア
ノ
ー
デ
ｨ

ッ
ク
ス
ト
リ

ッ
ピ
ン
グ
ボ

ル
タ
ン
メ
ト

リ
ー
：
陽
極

溶
出
法

（
A

S
V
）

 

1～
4 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ

ン
グ
し
、
硝
酸
で
抽
出

し
、
緩
衝
液
で
調
整
後
、

A
S

V
で
分
析

す
る
。

 

0.
20

～
5.

00
 m

g/
m

3 

(2
0 

L
) 

 

④
O

S
H

A
 

M
et

h
od

 n
o.
：

 

ID
-2

06
 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
P

-A
E

S
 

2 
L

/m
in

で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
塩
酸
、
硝
酸
で
灰

化
し
、
塩
酸
・
硝
酸
溶
液

に
溶
解
し
、

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

5.
9 

µg
/s

am
pl

e 

金
属
同
時
分
析

 

⑤
O

S
H

A
 

M
et

h
od

 n
o.
：

 

ID
-1

25
G

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
メ
ン
ブ
ラ
ン

フ
ィ
ル
タ
ー

 

IC
A

P
-A

E
S

 
2 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
硝
酸
、
硫
酸
、
過

酸
化
水
素
で
灰
化
し
、
塩

酸
に
溶
解
し
、

IC
P

-A
E

S

で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

7.
0 

µg
/s

am
pl

e 

金
属
同
時
分
析

 

➅
O

S
H

A
 

M
et

h
od

 n
o.
：

10
06

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
ル
（

M
C

E
）

メ
ン
ブ
ラ
ン
フ
ィ
ル

タ
ー

 

IC
P

-M
S

 
2 

L
/m

in
で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
硝
酸
・
、
過
酸
化

水
素
、
過
塩
素
酸
で
灰
化

し
、
塩
酸
で
溶
解
後
、

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
02

9 
µg

/m
3 

(4
80

 L
) 

金
属
同
時
分
析

 

⑦
H

S
E

 
ろ
過
捕
集
方
法

 

 

混
合
セ
ル
ロ
ー
ス
エ

ス
テ
メ
ン
ブ
ラ
ン
フ

ィ
ル
タ
ー

 

蛍
光

X
線
法

（
X

R
F

S
）

 

捕
集
粒
子
中
の
金
属
を

X
R

F
S
で
分
析
す
る
。

 

定
量
検
出
下
限

 

1 
µg

  

金
属
同
時
分
析
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文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

㉑
D

F
G

 
ろ
過
捕
集
方
法

 
ニ
ト
ロ
セ
ル
ロ
ー
ス

メ
ン
ブ
ラ
ン
フ
ィ
ル

タ
ー

 

原
子
吸
光
光

度
法

（
A

A
S
）

 

黒
鉛
炉
原
子

吸
光
光
度
法

（
G

FA
A

S
）

 

2 
L

/m
in

で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
硝
酸
で
溶
解
し
、

A
A

S
、

G
FA

A
S

 で
分
析

す
る
。

 

定
量
下
限

 

A
A

S
：

33
 µ

g/
m

3

（
48

0L
）

 

G
FA

A
S
：

1 
µg

/m
3 

(4
80

L
) 

 

㉒
D

F
G

 

O
rd

er
 n

o.
：

 

B
G

I 
50

5-
73

-0
1 

ろ
過
捕
集
方
法

 
ニ
ト
ロ
セ
ル
ロ
ー
ス

メ
ン
ブ
ラ
ン
フ
ィ
ル

タ
ー

 

黒
鉛
炉
原
子

吸
光
光
度
法

（
G

FA
A

S
）

 

10
 L

/m
in

で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
混
酸
（
硝
酸
・
塩

酸
）
で
溶
解
し
、

G
FA

A
S

 

で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
13

 µ
g/

m
3

（
12

00
L
）

 

 

⑨
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.3

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
テ
フ
ロ
ン
フ
ィ
ル
タ

ー
（

T
R

F
分
析

用
）

 

蛍
光

X
線
法

（
X

R
F

S
）

 

捕
集
粒
子
中
の
金
属
を

X
R

F
S
で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
45

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑩
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.4

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（

T
S

P

サ
ン
プ
ラ
ー
）

 

IC
P

-A
E

S
 

捕
集
粒
子
中
の
金
属
を
熱

酸
抽
出
又
は
マ
イ
ク
ロ
波

抽
出
し
て
、

IC
P

-A
E

S
 

で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

7.
0 

n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑪
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.5

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
フ
ィ
ル
タ
ー
（

T
S

P

サ
ン
プ
ラ
ー
）

 

IC
P

-M
S

  
捕
集
粒
子
中
の
金
属
を
熱

酸
抽
出
又
は
マ
イ
ク
ロ
波

抽
出
し
て
、

IC
P

-M
S

 で

分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

0.
01

 n
g/

m
3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析

 

⑫
E

PA
 

M
E

T
H

O
D

 I
O

-3
.6

 

ろ
過
捕
集
方
法

 
ポ
リ
カ
ー
ボ
ネ
ー
ト

ト
ラ
ッ
ク
エ
ッ
ジ

(P
C

T
E

)フ
ィ

ル
タ

ー
又
は
テ
フ
ロ
ン
フ

ィ
ル
タ
ー

 

プ
ロ
ト
ン
誘

起
X
線
法

（
P

IX
E
）

 

捕
集
粒
子
中
の
金
属
を

P
IX

E
で
分
析
す
る
。

 

定
量
下
限

 

16
.8

5 
n

g/
m

3 

大
気
中
の
浮
遊
粒

子
状
物
質
の
分
析
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文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑬
環
境
省
 
有
害
大

気
汚
染
物
質
等
測
定

方
法
マ
ニ
ュ
ア
ル

 

ろ
過
捕
集
方
法

 

 

フ
ッ
素
樹
脂
フ
ィ
ル

タ
又
は
石
英
繊
維
フ

ィ
ル
タ

 

IC
P

-A
E

S
 

IC
P

-M
S

 

10
~

30
L

/m
in

(L
V

)の
流
量

で
1~

2
週
間

、
0.

7~
1.

5 

m
3/

m
in

の
流
量
で

24
~

48
時
間

（
H

V
）
サ
ン

プ
リ
ン
グ
し
、
フ
ィ
ル
タ

を
酸
（
フ
ッ
化
水
素
酸
、

硝
酸
、
過
塩
素
酸
）
で
灰

化
し
、
水
を
加
え
て
溶
液

と
す
る
。
こ
の
溶
液
を

IC
P

-A
E

S
 又

は
IC

P
-M

S

で
分
析
す
る
。

 

検
量
線
作
成
時
の
標
準

偏
差

(S
)か

ら
、
定
量
下

限
値

10
S
を
求
め
る
。

 

多
元
素
同
時
測
定

方
法

 

⑭
JI

S
 K

 0
08

3 

(2
01

7)
 

ろ
過
捕
集
方
法

+
液

体
捕
集
方
法

 

ダ
ス
ト
捕
集
器
（
ろ

紙
）
、
ガ
ス
吸
収
部

（
硝
酸
又
は
塩

酸
）
、
ガ
ス
吸
収

部
、
吸
引
流
量
測
定

部
で
構
成
す
る
。

 

IC
P

-A
E

S
 

試
料
を
酸

(硝
酸
、
過
酸
化

水
素
な
ど

)で
前
処
理
し
た

試
料
溶
液
（

10
0m

l）
を

IC
P

-A
E

S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
1～

2 
m

g/
L

 

排
ガ
ス
中
の
金
属

分
析
方
法

 

ろ
過
捕
集
方
法

+
液

体
捕
集
方
法

 

ダ
ス
ト
捕
集
器
（
ろ

紙
）
、
ガ
ス
吸
収
部

（
硝
酸
）
、
ガ
ス
吸

収
部
、
吸
引
流
量
測

定
部
で
構
成
す
る
。

 

IC
P

-M
S

 
試
料
を
酸

(硝
酸
、
過
酸
化

水
素
な
ど

)で
前
処
理
し
た

試
料
溶
液
（

10
0m

l）
を

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
3～

50
0 

µg
/L

 

排
ガ
ス
中
の
金
属

分
析
方
法
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文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

⑮
JI

S
 K

 0
10

2 

(工
場
排
水
試
験
方

法
20

16
) 

 

 
 

IC
P

-A
E

S
 

試
料
を
酸

(塩
酸
、
硝
酸
な

ど
)で

前
処
理
し
た
後
、

IC
P

-A
E

S
 で

分
析
す

る
。

 

定
量
範
囲

 

―
 µ

g/
L

 

工
場
排
水
試
験
方

法
 

 
 

IC
P

-M
S

 
試
料
を
酸

(塩
酸
、
硝
酸
な

ど
)で

前
処
理

し
た
後
、

IC
P

-M
S
で

分
析
す
る
。

 

定
量
範
囲

 

0.
3～

50
0 

µg
/L

 

工
場
排
水
試
験
方

法
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ジ
ク
ロ
ル

ベ
ン
ジ
ジ
ン
（
管
理
濃
度
 
－
 
）

 
文
献
名

 
サ
ン
プ
リ
ン
グ

 
捕
集
剤

 
分
析
方
法

 
測
定
分
析
方
法
の
概
要

 
測
定
範
囲

 
備
 
考

 

㉓
N

IO
S

H
 

M
et

h
od

：
55

09
 

ろ
過
捕
集
方
法

 
グ
ラ
ス
フ
ァ
イ
バ
ー

フ
ィ
ル
タ
ー

 

H
P

L
C
―

U
V

 
0.

2 
L

/m
in

で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
し
、
ト
リ
エ
チ
ル
ア
ミ

ン
-メ

タ
ノ
ー
ル
溶
液
で
脱

着
し
、

H
P

L
C
で
分
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資料№３   既に開発した新しい測定手法の現場での実証確認試験結果報告書 
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資料№４   新しい測定手法の現場実証確認試験実施要領 
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資料№４   新しい測定手法の現場実証確認試験実施要領 

 

別紙 

新しい測定手法の実証確認に係る実施要領 

 

１．目的 

厚生労働省委託事業「作業環境測定の手法に関する科学的知見収集のための調査研究業

務」において開発した新しい測定手法を用いて、実際の作業現場の作業環境測定等を実施す

ることにより次の点を確認することとする。 

(１) 新しい測定手法を開発した作業環境測定機関だけが精度よく測定できる方法ではなく、

他の機関が実施した際、同様に精度の良い結果が得られるか。これを再現性試験とする。 

(２) 実際の作業現場の作業環境測定に適用可能であるか否か。これを現場適用試験とする。 

これらを判断しうる客観的なデータを得ることを実証確認の目的とする。 

 

２．実証確認の方法 

(１）実施者 

 実証確認の対象となる物質（以下、「実証対象物質」という。）の新しい測定手法（以下、

「新測定手法」という。）について、当該物質の作業環境測定を実施している作業環境測定

機関に依頼することにより実施する。 

 (２)実証確認内容 

①再現性試験 

現場適用試験を実施する機関が新測定手法の開発機関でない場合は、現場測定前の準備

作業の一環として、既知濃度の試料について、委託者が提供する新しい測定手法の開発・確

認の報告書（以下「新測定手法マニュアル」という。）を参照して測定・分析を行い、既知

濃度付近の結果が得られるか否かを確認する。この時、開発機関が試験した際の結果と比較

検討することにより、再現性の良否を判定する。（図 1のフローチャート参照） 

②現場適用試験 

定期の作業環境測定を実施している作業現場で、従来法と新測定手法による試料採取を

併行して実施する。 

 従来法と新測定手法により実証対象物質を採取してきた試料を、それぞれの分析方法に

より定量する。このように、従来法と新測定手法で同時に行い（併行測定）、その結果を比

較することにより、新測定手法の現場適用の可否を判定する。（図 2のフローチャート参照） 

(３)実施方法 

①再現性試験 

１）新測定手法マニュアルに基づき、捕集剤に既知量の標準物質を添加したものを作成する。

（例）管理濃度の 1/2相当） 
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２）この作成試料を新測定手法マニュアルに基づき、前処理と分析を行い、回収率を求める。

（上記 1）のとおり、濃度は 1種でよい。） 

３）当該試験は現場適用試験前に確認する場合と現場適用試験後の現場試料分析操作時に

併せて行う場合があるが、この結果を現場適用試験結果と併せて提出する。 

４）このとき求められる回収率は開発時の必要条件と同様に±10パーセントを目途とする。 

②現場適用試験 

 現場適用試験は、測定を実施する作業現場の気中有害物質濃度の推定範囲およびこの度

の検証対象物質に対する従来法と新測定手法の試料採取方法と分析方法の関係により、次

の６つの組み合わせが考えられる。（第 1表参照） 

 既往の測定結果で一定の濃度が出ている現場においては、現行の定期測定に併せて新測

定手法マニュアルに基づく測定を各測定点において行い、それぞれ比較対照する。 

 既往の測定結果が ND の現場においては、測定値による比較対照ができないため、新測

定手法において標準添加法を実施し、その回収率により評価する。 

 なお、表中、すでに新法を採用している場合とは、原子吸光光度法の代わりにすでに ICP-

MS法により測定を実施している場合等を想定したものである。また、独自手法を採用して

いる場合とは、当該機関が作業環境測定基準に示される測定方法と同等以上、かつ、作業環

境評価基準に耐えうる精度を担保している方法で測定を実施している場合を想定した。こ

れらの組み合わせ毎に実施方法(別紙１)を定めることとする。 

 

 第 1 表 今回の検証対象の対象物質に対する従来法と新たな手法(測定方法)の関係と作

業場の気中濃度の組み合わせ 

作業場の気中濃度 試料採取方法と分析方法の組み合わせ 

 

ND 

１）試料採取方法が従来法と同じで分析方法は異なる 

２）いずれも従来法とは異なる 

３）すでに新法又は独自手法を採用している 

 

一定濃度 

４）試料採取方法が従来法と同じで分析方法は異なる 

５）いずれも従来法とは異なる 

６）すでに新法又は独自手法を採用している 

 

(４)判定基準 

①再現性試験 

 管理濃度の 1/2相当濃度の既知濃度で作成した試料の測定結果から回収率を求める。求め

た回収率が新測定手法を開発した際に確認した回収率に近似(開発段階の±10％以内)して

いること。 

②現場適用試験 

新測定手法が作業環境測定の手法として適用可能か否かが要点と考える。このために、一
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定精度の測定値が得られ、適切な作業環境評価が行えること。これを判定する基準とする。 

具体的には、A測定、B測定を実施した際に、その結果を従来法と比較した時、測定値を

はじめとして幾何平均値、幾何標準偏差等がほぼ一致することを前提とし、実際の測定結果

から適否を専門家による委員会で判定する。 

なお、既往の測定結果が ND のため新測定手法に標準添加法を実施した場合は、その回

収率（±10％以内）により評価する。 
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図１ 再現性試験のフロチャート 
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再現性の良否 

添加回収試験を実施 
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図２ 現場適用試験の具体的実施方法について 

 

従来法との併行測定で

A測定・B測定の実施 

各々の測定点における

測定値の比較 

作業環境評価結果の比

較(幾何平均、幾何標

準偏差、評価値等) 

新たな測定手法の現場

適用可 

作業環境評価結果の比

較(幾何平均、幾何標

準偏差、評価値等) 

近似 乖離 

乖離 
近似 近似 

不可 
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別紙１ 

現場適用試験の具体的実施方法について 

  

現場適用試験は、基本的には従来法と新測定手法の併行測定を実施してその結果を比較

検討することとする。現場の気中濃度、従来法と新測定手法の測定方法の組み合わせに応じ

下表のとおりとし、具体的事項は以下のとおりとする。 

 

現場の気中

濃度 

試料採取方法と分析

方法の組み合わせ 

試料採取方法 前処理 分析 

 

 

ND 

 

 

 

試料採取方法が従来

法と同じ 1) 

従来法と新測定手法各々

で実施する。 

また、新法試料は標準添加

用の試料採取を別途実施

する。試料空気吸引前又は

前処理時に標準添加を行

うが、測定結果がNDでな

ければ標準添加試料の測

定は不要とする。 

各々で実施する。 

 

 

 

 

 

各々で実施 

 

いずれも従来法とは

異なる 2) 

 

すでに新法又は独自

手法を採用している

3) 

現に採用している手法の試料採取方法と分析方法の新法との

関係から上記２つのパターンのいずれかに当てはまるもの 

 

 

一定濃度 

試料採取方法が従来

法と同じ 4) 

従来法と新測定手法各々

で実施する。 

 

各々で実施する。 各々で実施 

 

いずれも従来法とは

異なる 5) 

すでに新法又は独自

手法を採用している

6) 

 

２．実証確認の結果の報告(様式)について 

  定期測定と併せて新測定手法の測定実施を依頼することが基本であることから、従来

法による結果は、当該事業場の了承のもとに定期測定結果の写しを提出していただく。 

現場適用試験の新測定手法の測定結果及び再現性試験（実施した場合）については、別

紙２－１及び２-２の結果記録用紙により報告する。 
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別紙２-１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象物質名：

新測定手法名：

再現性確認用試料濃度(管理濃度の1/2相当）：　　　　　　　　　　(　　　　　；単位)

再現性確認用試料測定結果

（　　　　　　；単位）
特記事項※2

①

②

③

④

⑤

⑥

幾何平均値

幾何標準偏差

原則として実施数3以上としております。6以上必要な場合はセルを増やして

記録してください。

※２　特記事項がある場合、記入してください。

※１　再現性確認用試料の測定結果記録欄を６つ設けていますが、
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別紙２-２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業環境測定のための測定手法の実証確認表(現場適用試験）

実施機関名：

対象物質名：

新測定手法名：

無添加 標準添加

①

②

③

④

⑤

⑥

B1

B2

※４　A測定点を6点、B測定点を2点までとした前提ですが、測定点数が多くて記録欄が足りない場合は適宜、記入欄を追加してください。

第2評価値

※１　新測定手法の結果がNDではなかった場合、無添加データを現行法データで除して差を求めます。

※３　併せて提出している作業環境測定結果報告書の写しに記載されている内容とは別に特記事項がある場合、記入してください。

※２　現行法との差≦10%：○、 ＞10％：×

幾何平均値

幾何標準偏差

第1評価値

特記事項※３測定点※４

Ａ測定

B測定

現行法との差

（％）※1
判定※2

新測定手法
現行法

測定結果

（ppm、mg/m3）
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資料№５－１ 作業環境測定機関が保有する分析機器に関するアンケート調査結果 
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作業環境測定機関に対する分析機器の設置状況等に関するアンケート調査集計結果 

 

 厚生労働省から委託事業実施のために提供された作業環境測定機関名簿(平成２９年６月

１日現在)及び都道府県労働局が公開している作業環境測定機関名簿等から把握した作業環

境測定機関 816 のうち、この度の設置機器等の種類から主となるアンケート対象である第

３号、第４号、第５号登録の作業環境測定機関以外※、すなわち第１号登録のみ、第２号登

録のみ、第１号登録及び第２号登録のみ、休止中の作業環境測定機関を除く 698 機関をア

ンケート対象として調査票を配布した。 

 そのうち、386 件から回答が回収(386 件／698≒回収率 55.3%)できた。これを集計した

結果を以下のとおり示す。 

 ※第３号、第４号、第５号の登録の有無で区分したが、これらには併せて 1号、2号の登

録をしている機関も含まれている。 

                            

１．作業環境測定機関登録状況 

  3,4,5

号登録 

3,4 号

登録 

3,5 号

登録 

4,5 号

登録 

3号 

のみ 

4号 

のみ 

5号 

のみ 

未 記

入 

合計 

登録号別の

機関数 

336 3 31 4 1 1 5 5 386 

割合(％) 87.0 0.8 8.0 1.0 0.3 0.3 1.3 1.3 100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,4,5号登録

336件、

3,4号登録

3件、0.8％

3,5号登録

31件、8.0％

4,5号登録

4件、1.0％

3号のみ

1件、0.3％

4号のみ

1件、0.3％

5号のみ

5件、1.3%

未記入

5件、1.3％

アンケート対象の3,4,5号の登録の別
n＝386
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２．分析機器の設置状況 

(１)分析機器別の設置台数等 

①機器別設置状況(設置機関数(上段)と設置台数(下段)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

381

295

207

254

195

311

136

302

103

30

84

366

296

279

238

50

121

33

102

134

99

606

341

224

321

238

452

166

506

137

34

128

975

776

410

303

57

137

38

146

229

110

0 200 400 600 800 1000 1200

1 吸光光度計

2 原子吸光光度計(フレーム)

3 原子吸光光度計(フレームレス)

4 誘導結合プラズマ発光分光分析装置(ICP-AES)

5 誘導結合プラズマ質量分析装置(ICP-MS)

6 高速液体クロマトグラフ（UV/IES検出器）

7 高速液体クロマトグラフ（FL(蛍光検出器)）

8 高速液体クロマトグラフ（イオンクロマトグラフ）

9 高速液体クロマトグラフ（ポストカラム法）

10 高速液体クロマトグラフ（LC-MS）

11 高速液体クロマトグラフ（LC-MS-MS）

12 ガスクロマトグラフ(FID)

13 ガスクロマトグラフ(MS)

14 ガスクロマトグラフ(ECD)

15 ガスクロマトグラフ(FPD)

16 ガスクロマトグラフ(NPD)

17 ガスクロマトグラフ(FTD)

18 蛍光光度計

19 イオン電極を用いた測定装置

20 流路型自動化学分析装置(オートアナライザー、

流れ分析）

21 蛍光エックス線分析装置

機器別設置状況 回答機関数386件
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②第３号登録機関の高速液体クロマトグラフ分析装置の設置状況 

 第 3 号登録機関にあっては作業環境測定法施行規則第五十四条第二号の規定に基づき厚

生労働大臣の定める基準により経過措置の対象となる作業環境測定機関を除き高速液体ク

ロマトグラフ分析装置の設置が義務付けられていることから、アンケート回答のうち第 3号

登録のある機関の回答から当該装置の設置状況等を抜き出して集計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③第３号登録機関の HPLC検出器別設置状況(設置機関数(上段)と設置台数(下段)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

HPLC設置

339件、91.4%

HPLCなし

32件、8.6％

３号登録機関のHPLC設置状況
n＝371

303

131

293

98

30

82

440

159

491

131

34

125

0 100 200 300 400 500 600

6 高速液体クロマトグラフ（UV/IES検出器）

7 高速液体クロマトグラフ（FL(蛍光検出器)）

8 高速液体クロマトグラフ（イオンクロマトグラフ）

9 高速液体クロマトグラフ（ポストカラム法）

10 高速液体クロマトグラフ（LC-MS）

11 高速液体クロマトグラフ（LC-MS-MS）

３号登録機関のHPLC検出器別設置状況 ３号登録HPLC設置機関数339件
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④第４号登録機関の誘導結合プラズマ発光分光分析装置(ICP-AES)及び誘導結合プラズマ

質量分析装置(ICP-MS)の設置状況 

第 4 号登録機関にあっては作業環境測定法施行規則第五十四条第二号の規定に基づき厚

生労働大臣の定める基準により経過措置の対象となる作業環境測定機関を除き誘導結合プ

ラズマ質量分析装置(ICP-MS)の設置が義務付けられていることと、同装置と誘導結合プラ

ズマ発光分光分析装置(ICP-AES)は、作業環境測定基準の関係通達により、これら装置を用

いた分析方法は、原子吸光光度法と同等以上の性能を有する分析方法とされていることか

ら、アンケート回答のうち第 4 号登録のある機関の回答から両装置の設置状況等を抜き出

して集計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤第４号登録機関の誘導結合プラズマ発光分光分析装置(ICP-AES)及び誘導結合プラズマ

質量分析装置(ICP-MS)の機器別設置状況(設置機関数(上段)と設置台数(下段)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

239

183

304

224

0 50 100 150 200 250 300 350

4 誘導結合プラズマ発光分光分析装置(ICP-AES)

5 誘導結合プラズマ質量分析装置(ICP-MS)

４号登録機関のＩＣＰ-ＭＳ・ＡＥＳ機器別設置状況 ４号登録ICP-AES,MS設置機関数344件

両方設置

144件、41.9%

ＩＣＰＡＥＳのみ設

置

95件、27.6％

ＩＣＰＭＳのみ設

置

39件、11.3％

設置無し

66件、19.2％

４号登録機関のICP-MS,AESの設置状況

４号登録ICP-AES,MS設置機関数344件
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④第３、５号登録機関のガスクロマトグラフ分析装置(GC-MS)の設置状況 

第 3 号及び第 5 号登録機関にあっては作業環境測定法施行規則第五十四条第二号の規定

に基づき厚生労働大臣の定める基準によりガスクロマトグラフ分析装置の設置が義務付け

られているが、測定対象物質の定量下限を担保するにあたって比較的有効と考えられるも

のとしてガスクロマトグラフ分析装置(GC-MS)の設置状況等についてアンケート回答のう

ち第 3号、5号登録のある機関の回答から同装置の設置状況等を抜き出して集計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤第３、５号登録機関のガスクロマトグラフ分析装置(GC-MS)の機器別設置状況 

(設置機関(上段)と設置台数(下段)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GC-MS設置

293件、77.1％

ＧＣＭＳなし

87件、22.9％

３号、５号登録機関のＧＣ-ＭＳ設置状況

n＝380

766

293

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

ＧＣＭＳ

３、５号登録機関のＧＣ-ＭＳ設置状況

３、５号登録ＧＣ-ＭＳ設置機関数293件
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 (２)その他の分析機器の設置状況 

[調査目的範囲内の機器] 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置機器名 設置台数

ガスクロマトグラフ（PID/DELC） 4

ガスクロマトグラフ（PID) 1

ガスクロマトグラフ（TCD) 6

ガスクロマトグラフ(GC-MS/MS) 4

ガスクロマトグラフ(高分解能ＧＣ/ＭＳ) 7

FID式VOC分析計 1

ゲル浸透クロマトグラフィー(GPC) 2

高速液体クロマトグラフ(ノンサプレッサ型電気伝導度検出器） 1

高速液体クロマトグラフ（DAD） 2

液体クロマトグラフ 四重極飛行時間型質量分析装置
(LC-TOF-MS)

1

還元気化水銀測定装置 24

水銀測定装置 15

加熱気化水銀計 1

加熱冷原子吸光水銀測定装置 1

原子吸光光度計（水銀分析用） 1

気中水銀測定装置（ﾀﾞﾌﾞﾙｱﾏﾙｶﾞﾑ法） 2

水素化物発生装置 1

TOC分析装置 14

FT-IR（フーリェ変換赤外分光光度計） 4

ガスFT-IR 2
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[調査目的範囲外の機器] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置機器名 設置台数

X線回折装置 55

顕微FT-IR 2

顕微Raman 1

実体顕微鏡 7

位相差顕微鏡 20

位相差顕微鏡／蛍光顕微鏡 1

位相差分散顕微鏡 4

位相差偏光顕微鏡 5

電子顕微鏡 3

走査型電子顕微鏡 7

走査型電子顕微鏡-EDS 2

走査型電子顕微鏡-EDX 5

ベクレルモニタ 1

GMｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀｰ２台 1

NaI(TI)ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀｰ 1

γ 線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀｰ 1

ゲルマニウム半導体検出器 8

低ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞα ／β 測定装置 1

表面線量計 1

微量イオウ分析計 1

全イオウ分析計 1

OC／ECカーボンアナライザー 1

Cl/S(塩素・硫黄分析装置) 1

CHNコーダー(炭素・水素・窒素同時定量装置) 1

ＣＮコーダー(炭素・窒素同時定量装置) 2
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[調査目的範囲外の機器] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置機器名 設置台数

TGDTA(熱重量示差熱分析装置) 1

DSC(示差走査熱量計) 1

熱分析 1

熱量 1

NMR(核磁気共鳴装置) 1

自動COD測定装置 1

Nox-O2濃度計 2

T-N計(全窒素自動分析装置) 1

炭素分析装置（サーマルオプティカルリフレクタンス法） 1

キャピラリー電気泳動 1

赤外油分濃度計 1

引火点測定 1

元素分析計 1

水分 1

粘度 1

比重 1

加熱脱着装置 2

水銀計 2

pH計 4

電子天秤 4

ミクロ天秤 1

PCR装置(サーマルサイクラ―) 1

塩分計 1

自動試料燃焼装置(AQF) 1
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３．その他分析機器や測定方法に関する意見 

昨今の分析装置高度化（＝高額化）により、機関登録するために必要な機器投資が膨大と

なっている。今後の測定機関数維持(新規登録促進)のためにも、測定可能な項目を限定し

た機関登録が可能となればよいと考えている。 

時代とともに規制物質の拡大や管理濃度の低濃度化など、今後益々分析機器の精度が求

められるのは仕方のないことですが、業界全体の受注金額の低価格化により、高額な分析

機器の維持や購入が大変厳しい状況となっている測定機関が多く新規分析方法の取入れ

には慎重を期待します。 

インジウムを含めこの種の議論の際には保有状況の調査は慎重にお願いしたい。 

例えば ICP-MS は作業環境測定機関として保有しているわけではなく、環境計量証明事

業所として所有しているのではありませんか？作業環境測定専門機関や健康診断機関が

行う作業環境測定では、ICP-MS は所有していない事業所が多いのではありませんか？

作業環境測定のみで ICP-MSを投資し利益を出せるとお考えですか？ 

分析の高度化はやむを得ないことと思いますが、登録要件にあたっては実際の受託状況

や、外部委託の可否についても含めて、「作業環境測定機関に一律に求められる」内容か

どうかご判断いただきたい。 

金属分析のニーズの少ない測定機関にとって、高度の無機分析装置は投資が難しい。 

登録要件として原子吸光、実際に使用するのは ICP では困るのです。また、依頼がなく

使う機会のない ICP-MSを所有せよと言われても困るのです。 

ICP-AESを所有すれば原子吸光を持たなくて良いとの除外規定、あるいは受託項目ごと

の分析装置の保有規定、または外部委託の公式な許可。この点にも踏み込んだ議論が欲し

い。 

ICP発光分析装置ではなく発光分析装置としてほしい。JIS発光分析通則では、ICPと並

べてマイクロ波プラズマを規定しています。アジレント社よりマイクロ波プラズマ原子

発光分析装置が市販されている。ICP-AESよりも安価で原子吸光よりも高感度、窒素ガ

スで稼働します。作業環境測定専門機関に適した装置だと考えますがいかがでしょう

か？ 

原子吸光光度計で分析することになっている物質はすべてＩＣＰで分析できるので、④

号登録の設置義務は、原子吸光光度計かＩＣＰか、どちらかで良いとしてほしい 

原子吸光光度計はほとんど使用していません。主として ICP-AES（OES）です。 

現状、金属分析において原子吸光はほとんど使わず、ICPを使用しています。第四号の保

有機器から外しても良いのではないかと思います。 

金属の分析に吸光光度法は感度の低さ、手順の煩雑さから、必要無いと考えます。 

①ガイドブックではなく、JIS等公定法の整備を希望します。②同等以上の分析方法は認

められるといった対応ではなく、分析方法ごとに公定法が整備されることを希望します。 

シクロヘキサノン：直接捕集を認めてほしい 
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できれば、現実的ではない莫大なサンプリング時間が必要等の測定法はガイドラインに

載せないで欲しい 

より簡便な方法を希望します。 

海外で規制されており、国内で管理濃度が設定されてない物質の測定方法の検証、公開、

開示をお願いしたい。 

近日、測定項目が追加されています。これに伴って、雑誌「作業環境」に掲載されていま

すが、作業環境測定ガイドブックにおいても、改訂し反映していただけたらと思います。 

また、シアン化水素、シアン化カリウム、フッ化水素の流れ分析装置を用いた方法の掲載

もお願いしたいと思っております。 

作業環境の測定方法の測定機器については例えば有機溶剤は活性炭にて捕集して二硫化

炭素で脱着が記載されているが、テナックスによる捕集後熱脱着 GCMSでもいいような

記載があれば、より確実性が高まる。廃液処理や二硫化炭素扱いの影響を考えると、過去

の測定法を最新のものへの改定を進めてほしい 

作業環境測定ガイドブックに記載されていない分析装置（ICPや GC-MSなど）も、精度

が同等以上のものである場合は使用できるようコメントを追加して頂ければ助かりま

す。また、分析室の作業環境を考えると、固体捕集の脱着溶剤も、より安全な溶剤を使用

できれば助かります。 

作業環境測定基準においてコールタールの分析方法は重量分析法のみが規定されている

が、十分な精度を確保するためには、吸引量を多くしなければならず、採取に多くの負担

がかかる。ＧＣ/ＭＳを使用する方法等も提案されているようであり、採取の簡素化のた

めに、より低濃度まで測定できる分析法をぜひ検討いただきたい。 

手分析をなくし、機器分析による方法に積極的に変更して頂きたいと思います。そうする

ことで、効率と納期について、さらに顧客満足が向上すると考えられます。 

新しいＸ線回折装置での遊離けい含有率の分析方法はまだ確立していないのですか？ 

新規規制物質が追加になる際に、作業環境測定基準に分析方法が指定されても、分析方法

は NIOSHE等を参照しなければならない事が多々あるので、なるべく同時にガイドブッ

クの発行、または、それに代わる指針を示してほしい。 

測定方法に関しては、不便は感じておりません。 

弊社は分析業務を縮小した。これに伴い作業環境測定登録内容も見直す予定。 

以上 
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２．分析機器の設置状況について伺います。

(1)以下の分析機器の設置状況について右欄にご記入ください。

設置台数

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

(2)その他　上記以外で設置している分析機器があれば下欄にご記入ください。　

３．その他分析機器や測定方法に関してご意見があれば下欄にご記入ください。

恐れ入りますが、記載内容の確認等のため差し支えなければ機関名をお書き

下さい。

以上　ご協力ありがとうございました。

作業環境測定機関に対する分析機器の設置状況等に関するアンケート調査票

(令和2年度　作業環境測定の手法に関する科学的知見収集のための調査研究業務)

1.貴機関の作業環境測定機関としての登録内容について伺います。以下の作業環境測定法

施行規則別表の号別に○を付けてください。

　別表第1号　・　第2号　・　第3号　・　第4号　・　第5号

分析機器

吸光光度計

原子吸光光度計(フレーム)

原子吸光光度計(フレームレス)

誘導結合プラズマ発光分光分析装置(ICP-AES)

誘導結合プラズマ質量分析装置(ICP-MS)

高速液体クロマトグラフ（UV/IES検出器）

高速液体クロマトグラフ（FL(蛍光検出器)）

高速液体クロマトグラフ（イオンクロマトグラフ）

高速液体クロマトグラフ（ポストカラム法）

高速液体クロマトグラフ（LC-MS）

ガスクロマトグラフ(FID)

ガスクロマトグラフ(MS)

ガスクロマトグラフ(ECD)

ガスクロマトグラフ(FPD)

ガスクロマトグラフ(NPD)

ガスクロマトグラフ(FTD)

蛍光光度計

イオン電極を用いた測定装置

流路型自動化学分析装置(オートアナライザー、流れ分析）
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